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第 I 編 はじめに 

1



 

  

2



 

第 1章 背景・目的 

 

1.1 事業の背景 

 

 東京電力福島第一原子力発電所（1F）の 1 ～ 3号機では、炉心が損傷・溶融し、多量の燃

料デブリ（核燃料と炉内構造物やコンクリート等が溶融し再度固化した状態）が発生してい

ることが想定されている 1)。これらの燃料デブリは、局所的に多様な性状を持つと考えられ

ることから 2-4)、今後の取出し作業、取出し後の収納・輸送・保管に至るまで、性状の不確か

さも考慮した燃料デブリの慎重な臨界管理が必要である 5-8)。燃料デブリの性状を踏まえた臨

界条件及び燃料デブリが臨界を超過した際の臨界挙動（燃料デブリが臨界を超過するシナリ

オ（臨界超過シナリオ）及びその際の放射性物質による作業者被ばく等）を評価する手法を

新たに整備しなければならない。 

 

1.2 事業の目的 

 

 本事業では、燃料デブリの臨界条件の判断及び臨界超過時の臨界挙動の評価に使用する臨

界リスク評価基準の基礎となるデータの集合体を整理した「臨界リスク基礎データベース」

を、解析コードを用いて整備するとともに、臨界実験装置における燃料デブリを模擬した実

験により取得されるデータを用いて解析コードの妥当性を確認する 9)。また、燃料デブリの

臨界超過時の臨界挙動を評価する手法を整備する。 

 これらの評価手法を整備することで、燃料デブリの取出しに係る様々な局面における事業

者の臨界管理の適否の判断に必要な技術的知見を得る。 

 なお、本事業の実施に当たっては、「原子力規制委員会における安全研究の基本方針」

（平成 28年 7月 6日原子力規制委員会決定）に基づき、国際的枠組みを積極的に活用する。 
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第 2章 全体計画及び年度計画 

 

2.1 全体計画 

 

 燃料デブリの性状をパラメータとして未臨界か否かを判断するためのデータベース「臨界

リスク基礎データベース」（図 2-1）1) を、臨界安全研究で実績のある組成モデル化及び解

析手法 2,3) を用いて整備する。並行して、乱雑な組成分布を持つ燃料デブリの解析により適

した臨界安全解析システムの開発整備を進める。また、燃料デブリ組成の評価に必要な燃焼

計算コード 4) を検証するため燃焼燃料の組成を測定する 5) とともに、実燃料デブリ試料が得

られた場合の分析実施に備える。 

 

 

燃料デブリが臨界になり得ない条件、臨界になる条件、さらに、臨界により作業者被ばく、

放射性物質放出等のリスクを生じる条件を「臨界リスク基礎データベース」で明確にする。

ここに、燃料デブリの性状範囲を位置づけ、燃料デブリに対する操作の臨界リスクを評価

できるようにする。 

図 2-1 臨界リスク基礎データベースの概念 

 

 臨界に近い燃料デブリについても未臨界か否かの判断を可能とするため、臨界リスク基礎

データベースの精度を臨界実験で検証する。JAEA が保有する燃料サイクル安全工学研究施

設 NUCEF の定常臨界実験装置 STACY を更新し、様々な中性子スペクトルを実現できる汎

用の水減速・燃料棒非均質臨界実験装置とする 6,7)。そこで、核燃料と構造材を混合した試料

「デブリ模擬体」の反応度価値測定、ウラン燃料棒と構造材棒を組み合わせた臨界量測定等

の臨界実験を行い、実験結果により臨界マップの整備に用いた解析手法を検証する。デブリ

模擬体を調製・分析する設備も NUCEF 内に整備し、効率的かつ柔軟に実験を実施する。以

上の実験の概念を図 2-2 に示す。ウラン燃料棒及びデブリ模擬体原料の核燃料調達、並びに

実験上重要な設備の性能を確認するモックアップ試験も行う 8-12)。 

  

温度低下、水張
作業、取出作業
等の操作で臨界
に近づくリスク

リスクを生じる条件

可溶性毒物を含む
冷却水で満たすと、
臨界を包括的に防
止できる。

臨界になる条件

臨界になり
得ない条件

燃料デブリ
の性状範囲

燃料デブリ組成のバリエーション
（燃焼度、密度、鉄・コンクリート等との混合、温度等）

形
状
の
バ
リ
エ
ー
シ
ョ
ン

体積大

体積小
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図 2-2  STACY更新炉燃料デブリ臨界実験の概念 

 

 燃料デブリが臨界を超過した際の、作業者被ばく、放射性物質放出等の臨界挙動を明らか

にする評価手法を整備する。これは、前述の臨界リスク基礎データベース、シビアアクシデ

ント解析コードによる評価又は実地調査に基づく 1 ～ 3 号機の状態及び燃料デブリ所在の情

報、並びに作業内容等を組み合わせて臨界挙動を評価するツール 13,14) となる。 

 平成 32 年度に計画されている燃料デブリ取出しを踏まえて、検証済みの臨界リスク基礎

データベース、臨界挙動評価手法を整備する。燃焼燃料組成測定は平成 27 年度の測定対象

試料調査に続き平成 28 年度に開始する。STACY 更新炉の実験は平成 33 年度までに 12 か月

以上実施する。燃料デブリ取出作業中も、本事業は、安全規制としての臨界管理の妥当性判

断を継続的に支援する。この全体スケジュールを図 2-3に示す。 
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図 2-3 事業全体のスケジュール（計画） 

 

 

2.2 平成 29年度事業計画 

 

 前節に示した全体計画の第 4 年度である平成 29 年度事業として、以下の研究開発を図 2-4

に示す 2カ年にわたるスケジュールに沿って行うことを計画した。 

 

(1) 臨界条件評価手法の整備 

 燃料デブリ取出し時の臨界制限量を評価するため、平成 26～28 年度までに拡充した臨

界リスク基礎データベースを用いて、燃料デブリ取出し時の臨界制限量の評価を実施する。

なお、燃料デブリが取り得る性状範囲に対して、幅広くパラメータサーベイを実施する。

また、臨界リスク基礎データベースの高精度化を目的として、計算コードシステムの整備

を進めるとともに、当該計算コードシステムの妥当性確認に資する軽水炉燃焼燃料の燃焼

度及び核分裂生成物濃度測定を実施する。さらに、燃料デブリを模擬した臨界実験の実施

に向けた実験設備の整備として、平成 26～28 年事業に引き続き、臨界実験装置の整備及

び臨界実験装置に用いる核燃料の調達に係る準備を進める。また、燃料デブリを模擬した

材料（デブリ模擬体）を調製及び分析する装置の運転及び測定条件設定のため、デブリ模

擬体の試調整及び試分析を実施する。 

 

① 燃料デブリが生成される過程に関する既存の知見を、文献調査等により収集し、燃料デ

ブリが取り得る性状範囲に関する知見を集積する。また、本事業で実施する臨界実験が、

事業内訳 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

（１）
臨界条件

評価手法の
整備

（２）
臨界挙動

評価手法の
整備

臨界量計算・不確かさ解析

臨界制限量計算（質量・寸法・濃度等）

★臨界リスク基礎DB 臨界リスク基礎DBの稠密化（高精度化）

臨界リスク評価（解析ベース）

臨界リスク評価（実機状況、実験検証ベース）

★臨界リスク評価手法
（解析ベース）提案

高燃焼度燃焼燃料の核種組成分析
及び燃焼計算コードの検証

実デブリ試料分析及び臨界特性評価

臨界リスク評価手法 ★
（実験検証ベース）提案

臨界安全解析システムの整備

性能試験
臨界試験

モックアップ試験
（安全板、水位計）

○臨界実験装置

燃料調達

○デブリ模擬体調製設備

○デブリ模擬体分析設備

★初臨界

コールド試験
デブリ模擬体調製設計・製作・据付・検査

設計・製作・据付

モックアップ試験
（水位計）

デブリ模擬体分析設計・製作・据付・検査

コールド試験
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国際的水準で評価して優秀な精度を確保できるよう、臨界実験の計画・設計・施工管理

に関する知見を有する国内外の会議等への参加をとおして、当該知見に関する調査及び

意見交換を実施する。 

② 平成 28 年度までに拡充した臨界リスク基礎データベースを用いて、燃料デブリ取出し

時の臨界制限量の評価を実施する。燃料デブリの臨界制限量の評価に当たっては、燃料

デブリの性状に係るパラメータ（密度、ウラン含有率、水分含有率、非均質性等）を変

化させ、当該パラメータに対する燃料デブリの臨界制限量の変化・傾向をまとめる。 

③ 臨界リスク基礎データベースを高精度化するため、燃料デブリ体系を取り扱うことが可

能な計算コードシステムの整備として、燃焼計算コードのシステム化及び新規モンテカ

ルロ計算ソルバーの開発を進める。 

④ 上記③の燃焼計算コードの妥当性確認に資するため、軽水炉燃焼燃料の燃焼度及び核分

裂生成物濃度測定を実施する。 

⑤ 燃料デブリを模擬した臨界実験の実施に向けて、上記②により集積した燃料デブリが取

り得る性状範囲に関する知見を参考とし、実験炉心の構成を検討する。また、平成 26

～28 年度事業に引き続き、臨界実験装置の設計、解体・製作・取付け等の工事を順次

進める。なお、当該工事に当たっては、実験目的を達成するための臨界実験装置の性能、

並びに臨界実験装置及び臨界実験の安全の確保を十分に考慮する。 

⑥臨界実験に用いるデブリ模擬体を調製及び分析する装置の運転及び測定条件設定のため、

デブリ模擬体の試調整及び試分析を実施する。 

⑦ 臨界実験装置に用いる核燃料（燃料デブリ模擬体の原料及びドライバ燃料）について、

燃料輸送及び燃料製作の準備を順次進める。 

 

(2) 臨界挙動評価手法の整備 

 平成 27・28 年度事業に引き続き、放射性物質環境放出等の臨界挙動評価の技術課題に

対して検討を行い、燃料デブリ取出しに向けた準備作業及び取出し作業を想定した評価モ

デルを改良する。また、燃料デブリ取出しを想定した臨界超過シナリオを検討する。また、

上記評価モデルを取り入れた支援ツールを拡張し、拡張部分の検証を目的とした典型的な

事象に対する評価を試みる。 

 

① 平成 27 年度に検討した放射性物質環境放出等の臨界挙動評価の技術課題のうち、平

成 28 年度に検討したもの以外の項目に対して検討を行い、燃料デブリ取出しに向けた

準備作業及び取出し作業を想定した評価モデルを改良する。また、平成 28 年度に引き

続き、燃料デブリ取出しを想定した臨界超過シナリオを検討する。 

② 上記①で評価モデルを取り入れた支援ツールを拡張し、拡張部分の検証を目的とした典

型的な事象に対する評価を試みる。 
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(3) 専門家の意見聴取 

 本事業の実施にあたっては、燃料デブリや臨界管理等の専門家と意見交換を 3 回程度行

い、妥当性を確認しながら進める。専門家として以下の 4名の方々を候補とする。 

 

京都大学 中島 健 教授（炉物理・臨界安全・臨界事故評価） 

名古屋大学 遠藤 知弘 助教（炉物理・臨界安全・未臨界監視） 

東京都市大学 村松 健 客員教授（リスク評価） 

大阪大学 黒崎 健 准教授（核燃料化学） 

 

 

 

 

図 2-4 平成 29年度事業のスケジュール 

（平成 29年度内及び平成 30 年度繰越分の計画） 

  

事業内訳 平成29年度 平成30年度

（１）
臨界条件評価手法の
整備

（２）
臨界挙動評価手法の

整備

（３）専門家の意見聴取

①燃料デブリ性状／臨界実験調査・意見交換

①技術整備

⑤臨界実験装置整備

△ OECD/NEA-ICSBEP

⑥デブリ模擬体の調製・分析設備の整備

⑦燃料調達

△計画検討 △進捗報告

デブリ模擬体調製設備性能確認

ウラン粉末調達・燃料製造（H28より継続）、輸送容器詳細設計

実験準備室整備

旧ＳＴＡＣＹ解体撤去

新ＳＴＡＣＹ製作・据付（H28より継続）

デブリ模擬体分析用器材整備・試分析

球形状等のモデル検討／試作

デブリ形状の特性把握（２次元、単独）

支援ツールの実装（空間線量率評価機能追加）

性能評価（被ばく評価精度の検証／取出し想定の被ばく評価試計算）

改良モデル
検証計算

△成果報告

輸送容器詳細設計

④燃焼燃料組成測定

②臨界制限量評価

③計算コードシステム整備

②支援ツール実装／評価試行

△ M&C2017

高精度水位計モックアップ

原料調達検討調査

分析設備既存装置等解体撤去
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第 II 編 臨界条件評価手法の整備（解析に関する部分） 
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第 3章 臨界マップデータベースの整備 

 

3.1 臨界マップデータベースシステムの改良 

 

3.1.1 目的及び概要 

(1) 目的 

 燃料デブリの性状を幅広く想定し、臨界計算コードと核データライブラリを用いて燃料

デブリの無限増倍率や臨界量を系統的に解析する作業を進めている。平成 26、27年度事業

では MCCI 生成物と鉄含有燃料デブリの解析を、平成 28 年度事業では燃焼度をパラメー

タとした解析を行い、膨大な量の解析結果が得られた。 

将来、東京電力福島第一原子力発電所（1F）で実際に燃料デブリが見出され、その多様

な性状が明らかとなるごとに、これらの解析結果と照合し、臨界になる可能性の有無、質

量制限値、寸法制限値等の臨界管理に必要な情報を迅速に取得しなければならない。また、

解析を行っていない性状条件の燃料デブリが見出された場合、迅速に解析を行い新たな結

果を得る必要がある。 

このような臨界管理に必要な情報の迅速な取得、及び解析の省力化に資するデータベー

スシステムについて、平成 27 年度事業において、データベースの構造やモデルを開発し、

解析図示のためのインターフェースの試作を行った。本年度は解析作業の結果を収録、閲

覧するためのユーザーインターフェースを構築した。 

(2) 概要 

 ユーザーインターフェースの構築のため、以下の機能を有する GUI画面を設計・開発し

た。GUI は Web アプリケーションとし、平成 28 年度までに開発したデータベースシステ

ムで採用されている PHP 言語と CakePHPフレームワークに適合したものである。 

① ログイン管理機能 

ユーザー情報の登録・削除などを管理する。 

② データ管理機能 

入力データテンプレートの生成に利用する組成や形状などの情報を作成、編集及びそ

の内容を検索、表示する。 

③ 入力データテンプレート生成機能 

 解析する入力データを生成するために用いる入力データテンプレートを作成、編集及

びその内容を表示する。 

④ 臨界計算管理機能 

 入力テンプレートを用いて解析する入力データを生成する。また、生成した入力デー

タを表示、編集する。入力データを基に計算を発注し、計算状況や計算結果を表示する。

また、計算された結果を基に基準値（実効増倍率 keff=1.0、0.98、0.95 など）となるパラ

メータ（寸法など）の条件値（Criticality）を内挿する。 

⑤ 臨界マップ管理機能 

複数の Criticality のデータに対して関連する任意のパラメータを縦軸、横軸にとって

プロットしたグラフ（MapGroup）を生成、編集及び表示する。また、複数の MapGroup

を重ねて表示したグラフの集合（MapPlot）を生成、編集及び表示する。 



 

⑥ 解析リクエスト機能 

 解析結果に対し追加の解析等を依頼するリクエストの生成、編集やリクエストの確認、

リクエストへの回答を行う。 

 

3.1.2 ユーザーインターフェースの構築 

 上記の機能を持ったユーザーインターフェースの構築のため、各機能において複数のアプ

リケーションを追加した。以下では追加したアプリケーションと実装した画面の一例を示す。 

(1) ログイン管理機能 

 データベースにおいてデータの削除や編集、閲覧などの権限はユーザーごとに管理され

ている。ログイン管理機能の構築に当たっては以下の機能が利用できるようにアプリケー

ションを開発した。 

 ログイン管理 

 ユーザー情報の登録 

 ユーザー情報の表示 

 ユーザー情報の編集・削除 

以下では開発したアプリケーションの一例を示す。図 3.1-1 にログイン画面を示す。

「Username」と「Password」を入力し、認証を受けることでデータベースシステムの操作

が可能となる。このとき、ユーザーの権限によって操作できる内容が異なる。 

図 3.1-2 にユーザー情報を表示した画面を示す。この画面ではデータベースに登録されて

いるユーザーの一覧を確認することができる。画面中央の「View」、「Edit」、「Add」の

ボタンを押すことにより、それぞれ詳細閲覧、編集、新規追加の画面に遷移することがで

きる。 

(2) データ管理機能 

 データベースには組成や形状、材料、パラメータ等の情報が登録されており、これらの

データを組み合わせることで入力テンプレートを作成している。したがって、データの管

理機能ではこれら基本的なデータの作成、編集が必要となる。またデータを組み合わせる

際に必要なデータ（管理データ）を選択するためにデータの絞り込み機能が必要となる。

そこで、データ管理機能の構築では以下の機能を持つアプリケーションを開発した。 

 組成情報の作成・編集 

 形状情報の作成・編集 

 材料情報の作成・編集 

 核データライブラリ情報の作成・編集 

 管理データの表示 

 管理データ絞り込み表示 

 例として図 3.1-3 に管理データの絞り込み表示を示す。（ここでは組成情報の新規追加を

行っている。）名前によるデータの絞り込みが可能となっており、多くのデータの中から

目的のデータの検索が容易になっている。 

(3) 入力データテンプレート生成機能 

 入力データテンプレートは入力データの生成に利用される。テンプレートはデータ管理

機能によって登録された組成や形状、パラメータなどのデータを複数組み合わせることで
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生成されている。したがってテンプレート作成のためには、これらデータを過不足なく選

択または入力していくことが必要となる。そこで、入力データテンプレート生成機能の構

築では以下の機能を持つアプリケーションを開発した。 

 入力データテンプレートの作成・編集 

 入力データテンプレートの表示 

例として図 3.1-4 に入力データテンプレートの生成画面の一部を示す。この画面はテンプ

レート生成に必要な項目を選択、入力できるように設計されており、ユーザーは画面の内

容を入力していくことでテンプレートを生成できるようになっている。 

(4) 臨界計算管理機能 

 臨界計算管理では、入力データの生成から計算結果を内挿し Criticality を導出するまでの

過程を管理している。入力データは入力データテンプレートを基にテンプレート内のパラ

メータを任意に設定することで生成される。次に入力データは計算サーバーへ送られ、順

次計算される。得られた計算結果を複数集めることにより Criticality を導出する。したがっ

て、臨界計算管理においては、テンプレートのパラメータを入力すること、入力データの

計算状況を把握すること、計算結果を内挿することなどが求められる。そこで、臨界計算

管理機能として以下のアプリケーションを開発した。 

 入力データ生成 

 入力データ一覧表示 

 入力データ編集 

 計算監視 

 計算結果表示 

 計算結果内挿 

例として、図 3.1-5 に入力データ生成の画面を示す。画面のパラメータ値入力欄に数値を

入力することで入力した数値の入れられた入力データが生成される。図のように数値を「, 」

で区切って入力することにより複数の入力データを一括して作成することもできる。 

また、図 3.1-6 に計算結果の内挿画面を示す。各計算点を集約し、内挿することで基準値

（この図の場合は keff=1 となる値）を導出することができる。 

(5) 臨界マップ管理機能 

臨界マップ管理では、臨界計算管理で導出した複数の Criticality のデータを任意パラメー

タに従って整理した情報（MapGroup）の生成、編集と、それらの集合（MapPlot）の生成、

編集を行う。したがって、MapGroup を生成するための Criticality データの検索、閲覧が必

要であり、MapPlot 生成のために MapGroup の検索機能も求められる。そこで、臨界マップ

管理機能として以下のようなアプリケーションを開発した。 

 臨界データの表示 

 マップグループの生成・編集 

 マップグループの表示 

 マッププロットの生成・編集 

 マッププロットの表示 

 以下に追加したアプリケーションの一例を示す。図 3.1-7 に臨界データの表示画面を示す。

組成（Composition）や体系（Geometry）の情報やパラメータの値で臨界データの検索が可
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能となっている。MapGroup を生成したいデータを選択して「Make Group」ボタンを押すと

MapGroup の生成画面に遷移する。遷移した画面において整理したい 2 つパラメータをそれ

ぞれ x 軸、y 軸に割り当てることで図 3.1-8 のようなグラフが得られる。 

MapPlot の生成画面を図 3.1-9 に示す。生成した MapGroup を MapGroup 生成時と同様に

選択することで複数の MapGroup が集まった MapPlot を生成できる。 

(6) リクエスト管理 

実際の運用では、ユーザーが臨界マップのデータを閲覧することで、データ点を増やし

たい場合や似た種類のデータを必要とする場合が起こり得る。その場合、データの作成者

に追加の解析を依頼する機能が必要であり、リクエストされた者が確認、回答する機能が

求められる。そこでリクエスト管理機能として以下のようなアプリケーションを開発した。 

 リクエストの生成・編集 

 リクエストの表示 

 リクエストの確認 

 リクエストへの回答 

リクエストの生成例を示す。各データの表示画面には図 3.1-10 で示すような「Add Request」

ボタンが用意されており、これを押すことで、図 3.1-11 のようなリクエストの入力画面へ

遷移する。このページに要求する内容などを入力することでリクエストに記録される。リ

クエストはリクエスト表示画面で確認し、リクエストを受け取った者は必要に応じて回答

することができる。 

 

 

図 3.1-1 ログイン画面  
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図 3.1-2 ユーザー一覧画面例 

 

 

図 3.1-3 組成情報の生成の画面においてデータの絞り込みを行っている様子 
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図 3.1-4 入力テンプレートの生成画面例 

 

図 3.1-5 入力データ生成画面例 
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図 3.1-6 Criticality 導出の画面例 

 

図 3.1-7 Criticality データ表示画面例 
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図 3.1-8 MapGroup 生成画面例 

 

図 3.1-9 MapPlot 生成画面例 
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図 3.1-10 リクエストの発行ボタンの例（マッププロットの表示のページ） 

 

図 3.1-11 リクエストの入力画面例 
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3.1.3 まとめ  

 1F における燃料デブリ臨界管理に必要な情報の迅速な取得、及び臨界解析の省力化に資す

る臨界マップデータベースシステムのユーザーインターフェースの構築を行った。ユーザー

インターフェースの GUI 画面は Web アプリケーションとして設計開発されており、既存のシ

ステムと適合したものとなった。利用に必要な機能を持ったアプリケーションを開発するこ

とでデータベースに登録されるデータの迅速な収録、閲覧が可能となるとともに操作性が大

きく向上した。 

 今後は JAEA 内で実用に供しつつ、そこから得られる改善要求や新機能提案を発掘、追加

することでより利便性を向上させるとともに格納するデータを拡充させる。 
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3.2  ICSBEP ベンチマーク計算による臨界解析コードの検証 

 

3.2.1 概要 

 将来、1F における燃料デブリサンプルの取得等によりその性状が明らかになった際には、

臨界になる可能性の有無、質量制限値、寸法制限値等の臨界管理に必要な情報を迅速に取得

できることが望ましい。そのために必要なデータとして、現在、燃料デブリがとり得る幅広

い性状を想定して臨界計算コードと核データライブラリを用いて無限増倍率や臨界量を系統

的に解析し、臨界マップデータベースに蓄積する作業を進めている。取得した解析結果を実

際の臨界安全評価に利用するためには、あらかじめ解析結果の信頼性、すなわち用いている

解析コード及び核データに起因する不確かさを明らかにしておく必要がある。そのため、本

検討では、燃料デブリの臨界解析作業に用いている連続エネルギーモンテカルロコード

MVP-2.01)と核データライブラリ JENDL-4.02)を用いて、国際臨界安全ベンチマーク評価プロジ

ェクト（ICSBEP）ハンドブック 3)に掲載された実験データについてベンチマーク計算を実施

した。 

 用いた臨界実験データは、臨界安全ハンドブック・データ集第 2 版 4)の第 6 章「臨界実験

ベンチマーク計算」で採用されている臨界実験データから、1F 燃料デブリの条件に近い低濃

縮ウラン体系である「均質低濃縮ウラン系」（75 ケース）と「非均質ウラン系」（121 ケー

ス）を用いた。各ケースについて臨界解析を実施し、均質低濃縮ウラン系と非均質ウラン系

のそれぞれについて、推定臨界増倍率及び推定臨界下限増倍率を算出した。 

 

3.2.2 ICSBEP ベンチマーク解析結果 

連続エネルギーモンテカルロコード MVP-2.0 と核データライブラリ JENDL-4.0 を用いて

ICSBEP ハンドブックの均質低濃縮ウラン系（75 ケース）と非均質ウラン系（121 ケース）を

解析した。表 3.2-1 に均質低濃縮ウラン系の解析結果、表 3.2-2 に非均質ウラン系の解析結果

をそれぞれ示す。計算は 1 バッチ当たりのヒストリー数 10000、バッチ数 2100、捨てバッチ

数 100 で行った。計算で得られた実効増倍率の標準偏差は全てのケースで 0.05%以下である。

なお、本ベンチマーク解析に用いた MVP の入力ファイルは、全て文献 4)で報告された解析で

用いられた入力ファイルの一部（断面積ファイル、ヒストリー数等）を修正したものである。 
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 3.2.3 推定臨界下限増倍率の算出 

得られたベンチマーク計算結果を用いて、均質低濃縮ウラン系と非均質ウラン系それぞれ

の推定臨界増倍率及び推定臨界下限増倍率を算出した。推定臨界増倍率は臨界状態であると

推定される確率が最も高い中性子増倍率の値であり、類似の臨界実験体系のベンチマーク計

算で得られた実効増倍率（標本）の平均値に相当する。推定臨界下限増倍率は未臨界である

と判断してよいと考えられる中性子増倍率の上限であり、臨界超過確率 2.5%、信頼度 97.5%

として算出した。本報告書では、文献 4,5)に倣い、得られた値が 0.98 より大きい場合は、安全

側の判断に基づき、0.98 を推定臨界下限増倍率として扱うこととした。 

 

(1) 推定臨界増倍率の算出 

 上記のように、推定臨界増倍率はベンチマーク計算で得られた実効増倍率の平均値で与

えられる。ただし、各ベンチマーク体系でベンチマークモデル実効増倍率（ベンチマーク

モデルと実験体系のバイアスを考慮したベンチマークモデル自身の持つ実効増倍率）が異

なることから、単に計算値を用いるのではなく、ベンチマークモデル実効増倍率で補正し

た値を用いている。すなわち、補正後の実効増倍率計算値 C’は、補正前の実効増倍率計算

値を C、ベンチマークモデル実効増倍率を E とすると、C’ = C + (1 – E)で与えられる。この

補正後の実効増倍率の平均値をとることで、均質低濃縮ウラン系と非均質ウラン系それぞ

れの推定臨界増倍率が得られる。 

 

(2) 標準偏差の算出 

推定臨界下限増倍率の算出には、まず均質低濃縮ウラン系と非均質ウラン系それぞれの

標準偏差を求める必要がある。標準偏差の算出には、ベンチマークモデル実効増倍率の不

確かさと実効増倍率計算値の不確かさ（モンテカルロ法臨界計算の統計誤差）を考慮した。

以下に、算出手順を示す。 

1.  ベンチマークケース毎に、ベンチマークモデル実効増倍率で補正した実効増倍率の分散

を計算する（ベンチマークモデル実効増倍率の標準偏差と実効増倍率計算値の標準偏差

の二乗和）。 

2. 1.で得られた各分散の均質低濃縮ウラン系と非均質ウラン系それぞれの平均を求める。 

3. 2.で得られた分散とは別に、各ケースの補正後の実効増倍率のばらつきから、均質低濃

縮ウラン系と非均質ウラン系それぞれで分散（不偏分散）を求める。 

4. 2.と 3.で得られた分散の和の平方根をとることで、標準偏差を求める。 

 

(3) 推定臨界下限増倍率の算出 

 文献 5,6)を参考に推定臨界下限増倍率を算出した。具体的な算出方法は Appendix 3.2.A1

に示した。推定臨界下限増倍率は、信頼度 97.5%として非心 t 分布の性質より得たパラメー

タ μ を用いて、手順(1)で求めた平均 m、手順(2)で求めた標準偏差 s を用いて、m – μs によ

り求められる。このようにして得られた値と 0.98 を比較して、より小さい方を推定臨界下

限増倍率とした。 
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以上より得られた結果を表 3.2-3 にまとめる。表 3.2-3 から分かるように、均質低濃縮ウラ

ン系と非均質ウラン系の m – μsはどちらも 0.98 を上回ったため、推定臨界下限増倍率はどち

らも 0.98 と設定された。最後に、均質低濃縮ウラン系と非均質ウラン系それぞれについて、

ベンチマークモデルのバイアス補正後の実効増倍率の頻度分布を参考までに図 3.2-1示す。全

てのケースで実効増倍率が推定臨界下限増倍率 0.98 を上回っていることから、十分な余裕を

もって推定臨界下限増倍率が設定されていることが確認できる。

表 3.2-3 MVP-2.0と JENDL-4.0の組合せによる臨界計算不確かさ評価結果 

図 3.2-1 MVP-2.0と JENDL-4.0の組合せによる臨界ベンチマーク解析結果の頻度分布 

平均
m
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3.2.4 推定臨界下限増倍率に基づく臨界量解析例 

平成 26 年度から平成 28 年度にかけて報告した燃料デブリの臨界特性解析では、無限増倍

率が 1 を超える組成範囲において、臨界量として実効増倍率が 1 となる球半径及び質量を示

してきた。ここでは、推定臨界下限増倍率に基づく臨界量解析例として、上で得られた推定

臨界下限増倍率 0.98を用いて、実効増倍率が 0.98 となる球半径を算出し、図示した。図 3.2-2

に平成 28年度報告書に示した非均質体系の 235U濃縮度 5 wt%UO2新燃料の MCCI生成物（コ

ンクリート混合物）の球半径を示す。また、図 3.2-3 に、同じく平成 28 年度報告書に示した

燃焼度 15.2 GWd/t燃焼燃料のMCCI生成物の球半径を示す。これらのような解析結果は、現

在開発中の臨界マップデータベースを用いることにより、予め解析しておいた臨界特性につ

いて任意の推定臨界下限増倍率に対して迅速に取得することが可能となる予定である。

なお、ここで示したのはあくまで推定臨界下限増倍率が得られた場合の臨界量評価への適

用例であり、これをあらゆる燃料デブリ性状に対してそのまま適用できるわけではないこと

に注意する。例えば多量のコンクリート含むMCCI生成物のような特殊な燃料条件の場合は、

従来の臨界実験とは臨界特性への感度の大きい核データが異なると考えられることから、別

途、近い燃料条件での臨界実験等によって解析手法の妥当性を検討する必要がある。 
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図 3.2-2 MCCI 生成物（235U 濃縮度 5 wt% UO2）・水非均質球体系の臨界半径（keff = 0.98） 

 

 

図 3.2-3 MCCI 生成物（燃焼度 15.2 GWd/t 燃焼燃料）・水非均質球体系の臨界半径（keff = 0.98） 
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3.2.5 まとめ 

連続エネルギーモンテカルロコード MVP-2.0 と核データライブラリ JENDL-4.0 を用いて

ICSBEPハンドブックの均質低濃縮ウラン系 75ケースと非均質ウラン系 121ケースを解析し、

推定下限増倍率を算出することにより、本事業で実施している燃料デブリの臨界特性解析の

不確かさを評価した。臨界超過確率 2.5%、信頼度 97.5%で算出された推定臨界下限増倍率は

均質低濃縮ウラン系と非均質ウラン系ともに 0.98 を上回ったことから、安全側の判断として

推定臨界下限増倍率を 0.98 と設定できることが示された。そして、推定臨界下限増倍率 0.98

とした場合の臨界量評価例を示した。ただし、燃料デブリ性状が従来の臨界実験の燃料条件

と大きく異なる場合は、別途燃料条件の近い臨界実験によって解析手法の妥当性が評価され

るべきである。また、本検討で評価された不確かさは、あくまで解析コード及び核データに

起因するものである。燃料デブリの解析においては、さらに、デブリ組成及びその分布が未

知であることによる不確かさを考慮する必要がある。 

 

Appendix 3.2.A1 推定臨界下限増倍率の計算手順 

ここでは、文献 6)を基に推定臨界下限増倍率の具体的な計算手順を示す。なお、ここでの

説明において使用する記号は文献 6)を踏襲しており、本編で使用している記号（文献 4）を踏

襲している）と整合していないことに注意する。 

まず、推定臨界下限増倍率の算出にあたり必要となる統計学的知識を記述する。n 個の臨

界実験の解析により実効増倍率 keffの標本として𝑘𝑖(𝑖 = 1,…𝑛)を得たとする。keffの標本平均𝑘̅

および不偏分散 s2は以下で推定できる。 

𝑘̅ =
1

𝑛
∑𝑘𝑖

𝑛

𝑖=1

 (3.2-1) 

𝑠2 =
1

𝑛 − 1
∑(𝑘𝑖 − 𝑘̅)

2
𝑛

𝑖=1

 (3.2-2) 

 

ここで、keffの母集団が平均 μ、標準偏差 σの正規分布に従うと仮定すると、以下の(1)～(3)

が成り立つ。 

(1) 標本平均𝑘̅は、平均 μ、標準偏差𝜎 √𝑛⁄ の正規分布に従う。 

(2) 不偏分散 s2について、 

𝑧 = (𝑛 − 1)
𝑠2

𝜎2
=∑

(𝑘𝑖 − 𝑘̅)
2

𝜎2

𝑛

𝑖=1

 (3.2-3) 

 という量が自由度(𝑛 − 1)のカイ二乗分布に従う。カイ二乗分布の性質より、z の平均は

𝑛 − 1、分散は2(𝑛 − 1)となる。したがって、s2の平均は σ2、分散は2𝜎4 (𝑛 − 1)⁄ となる。 

(3) 変数 X を平均 λ、分散 1 の正規分布に従う量とし、変数 Y を自由度 νのカイ二乗分布に従

う量とする。X と Y が統計的に独立である場合、以下で定義される量 T は、自由度 ν、非

心パラメータ λの非心 t 分布に従う。 
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𝑇 =
𝑋

√𝑌 𝜈⁄
 (3.2-4) 

 

 一般的に、keffの母集団の平均 μと標準偏差 σはどちらも未知量である。このような場合、

推定臨界下限増倍率は上記の統計的知識を用いて以下の手順で算出できる。 

1. n 個の標本から𝑘̅と s2を求める。 

2. 臨界超過確率 p を設定し、keffが平均 μ、標準偏差 σ の正規分布に従うとして、正規分布

の下側累積確率 p に対応するパーセント点−𝛼𝑝を求める。 

3. 𝑘̅ − 𝛼𝑠 ≤ 𝜇 − 𝛼𝑝𝜎を満足するように、αの値を設定することを考える。ここで、この条件

式は以下のように式変形できる。 

𝑘̅ − 𝜇

𝜎 √𝑛⁄
+ 𝛼𝑝√𝑛

√
(𝑛 − 1)𝑠2

𝜎2
1

𝑛 − 1

≤ 𝛼√𝑛 (3.2-5) 

 (3.2-5)式左辺の分子は、上記(1)に示した𝑘̅の統計的性質より、平均が𝛼𝑝√𝑛、標準偏差が 1

の正規分布に従う。また、(3.2-5)式左辺の分母の左側部分(𝑛 − 1)𝑠2 𝜎2⁄ は上記(2)に示した

s2の統計的性質より、自由度(𝑛 − 1)のカイ二乗分布に従う。ゆえに、このそれぞれを X、

Y と置くと、(3.2-5)式左辺は𝑋 √𝑌 (𝑛 − 1)⁄⁄ となり、(3.2-4)式と同じ形になっていることか

ら、(3.2-5)式左辺は自由度が(𝑛 − 1)、非心パラメータが𝛼𝑝√𝑛の非心 t 分布に従うことが

分かる。よって、信頼度 γとすると、非心 t 分布の下側累積確率が γとなる値𝛼𝛾を対応す

るパーセント点から求められる。 

𝑋

√𝑌 (𝑛 − 1)⁄
≤ 𝛼𝛾 (3.2-6) 

 

4. (3.2-5)式右辺と(3.2-6)式右辺を比較することで、𝑘̅ − 𝛼𝑠 ≤ 𝜇 − 𝛼𝑝𝜎を満足するためには、

パラメータ αを以下のように設定すればいいことが分かる。 

𝛼 =
𝛼𝛾

√𝑛
 (3.2-7) 

5. (3.2-7)式により得られた αを使用して、推定臨界下限増倍率 ksubは次式で求められる。 

𝑘𝑠𝑢𝑏 = 𝑘̅ − 𝛼𝑠 (3.2-8) 
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第 4 章 臨界安全解析コードシステムの整備 

 
4.1 燃焼計算コードのシステム化 
 
4.1.1 目的及び概要 
本作業では、開発したコード群を統合的に使用するための環境を整備に資するため、現在

開発中の新しいモンテカルロソルバーと置き換える事を念頭に置いて、原子個数密度算出プ

ログラム AND と既存の連続エネルギーモンテカルロコード MVP を、核計算プラットフォー

ム MARBLE を活用して組み合わせ、統合的な解析が実施可能とする実装を行ってきた。本年

度は、FACILE システムの臨界計算への適用性の検討と、核燃料物質と構造材が混合した物質

の同位体組成を自動的に作成する機能の実装を行った。 
 
4.1.2 FACILE システムの臨界計算適用性検証 

FACILE の統合機能テストとして、OECD/NEA/NSC 臨界安全性ワーキングパーティー 燃
焼度クレジット臨界安全性専門家会合が実施した、使用済燃料輸送容器を対象としたベンチ

マーク問題 1)を参照に検証した。この問題は、使用済燃料 21 体を輸送する容器を対象に、端

部効果の評価結果の比較を実施するために行われたものである。計算を行ったのは以下の 9
ケースである。 
 
 Case A : 軸方向に平均燃焼度を用いたケース、30 GWd/t 冷却 5 年 
 Case A’ : Case A で FP を考慮しないケース 

 Case B : Case A に対して軸方向を 9 つの領域に分けて各々の燃焼度を考慮したケース 
 Case B’ : Case B で FP を考慮しないケース 
 Case C : 軸方向に平均燃焼度を用いたケース、50 GWd/t 冷却 5 年 
 Case C’ : Case C で FP を考慮しないケース 
 Case D : Case C に対して軸方向を 9 つの領域に分けて各々の燃焼度を考慮したケース 
 Case D’ : Case D で FP を考慮しないケース 
 Case E : 新燃料を用いたケース 
 
(1) ORIGEN 計算結果ファイルの作成 

このベンチマークでは、ユーザーが使用すべき原子個数密度データが与えられているが、

ORIGEN2 の計算結果を自在に扱える事を確認するために、与えられた燃焼度と冷却時間を

入力データとして ORIGEN2 を動かし、その結果をつかって臨界計算を行うこととした。

ORIGEN の計算に使用したライブラリは、計算対象が U-235 初期濃縮度 4.5 wt%の PWR 17
×17 燃料集合体であることから、ORIGEN22-UPJ コードに内蔵されている PWR45J32.LIB
（PWR 17×17 UO2燃料集合体、U-235 初期濃縮度 4.5 wt%、燃焼度< 60 GWd/TIHM 用ライ

ブラリ）を用いて、12 種類の燃焼結果を得た。 
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1) Case A 用 比出力 40.0 MW/t で、250 日照射を 3 回繰り返し 30 GWd/t 照射後 5 年間冷

却したもの (ファイル名：PWR45J32_30G.out) 
2) Case B 領域 1, 9 用 比出力 16.440 MW/t で、250 日照射を 3 回繰り返し 12.33 GWd/t 照

射後 5 年間冷却したもの(ファイル名：PWR45J32_30G_1.out) 
3) Case B 領域 2, 8 用 比出力 18.720 MW/t で、250 日照射を 3 回繰り返し 14.04 GWd/t 照

射後 5 年間冷却したもの(ファイル名：PWR45J32_30G_2.out) 
4) Case B 領域 3, 7 用 比出力 24.013 MW/t で、250 日照射を 3 回繰り返し 18.01 GWd/t 照

射後 5 年間冷却したもの(ファイル名：PWR45J32_30G_3.out) 
5) Case B 領域 4, 6 用 比出力 32.013 MW/t で、250 日照射を 3 回繰り返し 24.01 GWd/t 照

射後 5 年間冷却したもの(ファイル名：PWR45J32_30G_4.out) 
6) Case B 領域 5 用 比出力 43.813 MW/t で、250 日照射を 3 回繰り返し 32.86 GWd/t 照射

後 5 年間冷却したもの(ファイル名：PWR45J32_30G_5.out) 
7) Case C 用 比出力 40.0 MW/t で、250 日照射を 5 回繰り返し 50 GWd/t 照射後 5 年間冷

却したもの (ファイル名：PWR45J32_50G.out) 
8) Case D 領域 1, 9 用 比出力 17.248 MW/t で、250 日照射を 5 回繰り返し 21.56 GWd/t 照

射後 5 年間冷却したもの(ファイル名：PWR45J32_50G_1.out) 
9) Case D 領域 2, 8 用 比出力 19.216 MW/t で、250 日照射を 5 回繰り返し 24.02 GWd/t 照

射後 5 年間冷却したもの(ファイル名：PWR45J32_50G_2.out) 
10) Case D 領域 3, 7 用 比出力 24.464 MW/t で、250 日照射を 5 回繰り返し 30.58 GWd/t 照

射後 5 年間冷却したもの(ファイル名：PWR45J32_50G_3.out) 
11) Case D 領域 4, 6 用 比出力 32.336 MW/t で、250 日照射を 5 回繰り返し 40.42 GWd/t 照

射後 5 年間冷却したもの(ファイル名：PWR45J32_50G_4.out) 
12) Case D 領域 5 用 比出力 43.680 MW/t で、250 日照射を 5 回繰り返し 54.60 GWd/t 照

射後 5 年間冷却したもの(ファイル名：PWR45J32_50G_5.out) 
 

新燃料を用いた Case E については、FACILE 入力ファイルのコマンド指定において燃焼

ステップ＝１とすることで燃焼前の組成を取り出すことができるので Case A と共通の

ファイルを使用した。 
ORIGEN で指定する燃料の初期組成は、参考文献 2)に掲載の初期濃縮度 4.5 wt%のウラ

ンの同位体組成データを使用することとした。そのデータを表 4.1-1 に示す。 
 

表 4.1-1 初期濃縮度 4.5 wt%のウランの同位体組成（重量%） 
234U  0.0358 
235U  4.5000 
236U  0.0278 
238U 95.4364 
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また、また FACILE において燃焼後重量を抽出してそれを原子数密度に変換するために、

燃焼初期の重元素密度を入力する必要がある。同報告書に表 4.1-2 に示す初期燃料原子数密

度が記載されていたので、そこからウラン密度ρを求めた。 

表 4.1-2 初期濃縮度 4.5 wt%のウランの同位体組成（原子個数密度）(atoms/barn-cm) 

初期燃料の総重量の和が 1 トンに規格化されているので体積を V (cm3)とすると 

𝜌𝜌 =
1.0 × 106

𝑉𝑉
原子数密度 N、核種の質量 W (g)からアボガドロ数を Av、核種の原子質量を Atw とすると 

𝑁𝑁 =
Av × 𝑊𝑊
Atw × 𝑉𝑉

上記の表よりウラン密度を 9.1295 g/cm3とした。Case A 用の ORIGEN 入力を以下の図 4.1-
1 に示す。 

図 4.1-1 Case A で必要とされる燃焼燃料組成を得るための ORIGEN2 の入力データ 

これら、ORIGEN の計算結果ファイルを$HOME/FACILE/data/origen の下に格納した。 

234U 8.4100E-06 
235U 1.0526E-03 
236U 6.4752E-06 
238U 2.2042E-02 

-1

-1

-1

  BAS    TEST OF PWR41J32

  LIP    0  0  0

  LIB    0   1 2 3  753 754 755 9 0 0 1 96

  PHO    101 102 103  10

  RDA *** -1 = FRESH MATERIALS **************************************

  INP    -1  1  -1 -1  4  4

  RDA *** IRRADIATION MODULES ***************************************

  TIT    WORK FOR SIGMA EIG-WG
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(2) 核種 ID ファイルの作成

ORIGEN の計算結果ファイルから重量データを抽出する対象となる核種 ID を定義した

もので、キーワードにより複数の核種 ID と対応づける。 
このキーワードを使用することにより、パターン化された種類の核種を繰り返し入力する

煩雑さと入力ミスを未然に防ぐことができる。

アクチノイド核種にキーワード spflact として、234U, 235U, 236U, 238U, 238Pu, 239Pu, 240Pu, 241Pu,
242Pu, 241Am, 243Am, 237Np を定義した。 

FP 核種にキーワード spflfp として、95Mo, 99Tc, 101Ru, 103Rh, 109Ag, 133Cs, 147Sm, 149Sm, 150Sm, 
151Sm, 152Sm, 143Nd, 145Nd, 153Eu, 155Gd を定義した。 

核種 ID ファイルは、＄HOME/FACILE/data/facile/nuclideids.dat に格納し、その内容を以

下の図 4.1-2 示す。 

図 4.1-2 原子個数密度を求める同位体の核種 ID データ 

(3) FACILE 入力ファイルの作成

FACILE の入力ファイルは、MVP コードの入力と、ORIGEN の計算結果ファイルのパス

（複数指定可能）と、核種 ID ファイルのパスを指定する。構造材の原子数密度は、参考文

献 1)の APPENDIX 1 に記載されている値を用いた。FACILE の入力サンプルとして CASE
B の抜粋を図 4.1-3 に示した。

(4) 計算結果の確認

原子力機構所有の PC クラスタ上で機能テストを行った。実行環境は、Python のバージョ

ンは 2.7 であり、MVP 実行時の並列数は 8 とした。FACILE で計算した keffを以下の表 4.1-
3 に示す。MCNP-4A(J3.2)はベンチマークレポートに報告された値であり、MVP(J3.2)は、

MVP 単体をつかってベンチマークのスペック通りに計算した結果である。

MVP と FACILE の結果を比較すると、FP を考慮したケースでは、FACILE で計算した方

が 1～2%高い値となったが、FP を考慮しない場合は逆に FACILE で計算した方が 1%程度

低い値となった。これは使用済燃料の組成を与えた、ORIGEN2 の結果によるものである。 
そこで、MVP と FACILE（ORIGEN の出力）で用いた燃料の原子数密度を比較した。Case A 

の原子数密度の比較を表 4.1-4 に示す。表から 155Gd の値の相違が目立ったため、155Gd の

値のみを入れ替えて計算した。MVP に ORIGEN の 155Gd を適用した場合 keff = 0.8988 とな

り、FACILE に MVP の 155Gd を適用した場合 keff = 0.8957 となった。このことから、MVP
と FACILE の結果の相違は、主に 155Gd の生成量の違いからくるものと推測される。 

spflact:[922340,922350,922360,922380,942380,942390,942400,942410,942420,952410,952430,93
2370] 
spflfp:[420950,430990,441010,451030,471090,551330,621470,621490,621500,621510,621520,601
430,601450,631530,641550] 
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図 4.1-3 FACILE の入力データの抜粋 

  

ORIGEN_FILE1: $FACILE_TEST_DATA_PATH/origen/PWR45J33_30G_1.out 

ORIGEN_FILE2: $FACILE_TEST_DATA_PATH/origen/PWR45J33_30G_2.out 

ORIGEN_FILE3: $FACILE_TEST_DATA_PATH/origen/PWR45J33_30G_3.out 

ORIGEN_FILE4: $FACILE_TEST_DATA_PATH/origen/PWR45J33_30G_4.out 

ORIGEN_FILE5: $FACILE_TEST_DATA_PATH/origen/PWR45J33_30G_5.out 

 

NUCLIDEID_FILE: $FACILE_TEST_DATA_PATH/facile/nuclideids.dat 

 

# MVP_START 

 ・ 

*   Fuel Meat Region 1 & 9 

& IDMAT(MFL01) 

  TEMPMT(CTMPR) 

*CALL-INDD* 

*ORIGEN* 

  <<ORIGEN_FILE1>> 

    9.1295 

    spflact 

    spflfp 

*END-INDD* 

    O00160J33( 4.6219E-02 ) 

*   Fuel Meat Region 2 & 8 

& IDMAT(MFL02) 

  TEMPMT(CTMPR) 

*CALL-INDD* 

*ORIGEN* 

  <<ORIGEN_FILE2>> 

    9.1295 

    spflact 

    spflfp 

*END-INDD* 

    O00160J33( 4.6219E-02 ) 

 ・ 

# MVP_END 

ORIGEN 計算結

果のファイル 

核種 ID ファイル 

重元素密度 

キーワードによる核種 ID の指定 
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表 4.1-3 FACILE と他のコードによる計算結果の比較 

 
表 4.1-4 Case A 30.0 GWd/t 燃料の原子数密度(atoms/barn-cm)の比較  

Reference Origen Origen/Ref. 
U234 5.8288E-06 5.7686E-06 0.990 
U235 4.3275E-04 4.3483E-04 1.005 
U236 1.1637E-04 1.0983E-04 0.944 
U238 2.1595E-02 2.1617E-02 1.001 
Pu238 2.6014E-06 2.1073E-06 0.810 
Pu239 1.4175E-04 1.3280E-04 0.937 
Pu240 3.8367E-05 3.9590E-05 1.032 
Pu241 2.1376E-05 1.9316E-05 0.904 
Pu242 5.3890E-06 5.4169E-06 1.005 
Am241 6.4992E-06 5.8088E-06 0.894 
Am243 9.0995E-07 7.2869E-07 0.801 
Np237 1.0678E-05 9.0306E-06 0.846 
Mo95 4.2421E-05 4.2090E-05 0.992 
Tc99 4.0847E-05 4.0845E-05 1.000 

Ru101 3.8040E-05 3.8038E-05 1.000 
Rh103 2.3009E-05 2.2678E-05 0.986 
Ag109 3.0914E-06 3.0290E-06 0.980 
Cs133 4.4521E-05 4.4233E-05 0.994 
Sm147 7.9467E-06 7.8450E-06 0.987 
Sm149 1.9919E-07 1.3700E-07 0.688 
Sm150 1.0286E-05 9.1621E-06 0.891 
Sm151 6.5663E-07 4.2713E-07 0.650 
Sm152 4.1139E-06 4.1288E-06 1.004 
Nd143 3.3064E-05 3.1764E-05 0.961 
Nd145 2.4862E-05 2.4649E-05 0.991 
Eu153 3.1728E-06 3.1236E-06 0.984 
Gd155 2.1404E-07 9.7188E-08 0.454 

 
MCNP-4A J3.2 

（旧原研による結

果） 

MVP(J3.2) 
（MVP 単体を使用

し、ベンチマークの

スペック通りに計算

した結果） 

FACILE(J3.2) 
（FACILE を使い燃料

組成を ORIGEN2 の結

果から得た場合） 

Case A 0.8923 0.8943 0.9006 
Case A’ NoFP 0.9718 0.9724 0.9673 
Case B 0.8919 0.8965 0.9021 
Case B’ NoFP 0.9629 0.9656 0.9599 
Case C 0.7650 0.7645 0.7765 
Case C’ NoFP 0.8733 0.8728 0.8641 
Case D 0.7923 0.7957 0.8032 
Case D’ NoFP 0.8771 0.8801 0.8735 
Case E 1.1291 1.1277 1.1277 
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4.1.3 デブリ標準組成作成機能の検証 
平成 28 年度までの作業で以下の機能の実装、すなわち、 

 
 原子個数密度データベース AND に内蔵されたデータを MVP 入力形式に変換して、MVP

の入力にファイルに与えること 
 複数の ORIGEN2 の結果を MVP の入力に変換し、MVP の入力にファイルに与えること 
 複数の ORIGEN2 の結果を指定した重みで混合し MVP の入力に変換し、MVP の入力に

ファイルに与えること 
 
を行った。これにより、様々な燃焼履歴を有する燃焼燃料組成を MVP の入力として使用する

事を可能としたが、燃料デブリの場合には構造材と燃料が混合しているため、ORIGEN2 の計

算結果と AND 内蔵データを混合する機能の実装が欠かせないと考えられる。そのため、複数

の ORIGEN2 の結果と AND に内蔵されたデータを任意の重みで混合、MVP の入力に変換す

る機能を設計し、実装した。その概要を図 4.1-4 に示す。すなわち、 
 
 カード 1 には原子個数密度の合成に用いる重みをスペースで区切り、必要な数だけ指定

する。カード 1 に指定した重みの数だけカード 2 以降に原子個数密度計算コマンドの入

力カードを指定する。 
 カード 2 には原子個数密度計算コマンドのコマンド識別子を指定する。これは、各原子

個数密度計算コマンドのカード 1 と同じである。 
 カード 3 以降には、カードで指定した原子個数密度計算コマンドの入力カードを指定す

る。これは、各原子個数密度計算コマンドのカード 2 と同じである。 
 既存の原子個数密度計算コマンドは全て指定可能とする。例えば、AND コマンドと

ORIGEN コマンドで計算した原子個数密度の合成や、複数の AND コマンドで計算した

原子個数密度の合成などを可能にする。 
 

 

図 4.1-4 FACILE 原子個数密度合成機能の入力データ 
 
二つの AND コマンドの計算結果を合成する例を、以下の図 4.1-5 及び図 4.1-6 に示す。 
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図 4.1-5 二つの原子個数密度を合成する例(a) 
（一つ目の*UO2-PELLE*で求める個数密度の重みを 0.98、*H2O*の重みを 0.02 とする） 

 

 
図 4.1-6 二つの原子個数密度を合成する例(b) 

（一つ目の*ORIGEN*で求める個数密度の重みを 0.98、*H2O*の重みを 0.02 とする。ORIGEN
の計算結果から 235U 及び 238U の結果のみを取りだし、原子個数密度に変換して合成） 

 
 FACILE の原子数密度合成機能テストを燃料デブリ臨界安全評価計算にて検証した。検証

計算に用いたデータセットは、BWR STEP3 型燃料に対して 70%のボイド率を想定し、集合体

平均の出力を 25.0 MW/t で燃焼度 14 GWd/t まで燃焼させたものとした。計算モデルは、球形

のデブリ燃料領域に 30 cm 厚の水反射体で囲った形状とした。計算体系図を図 4.1-7 に示す。 
ORIGEN の計算に使用したライブラリは、BS370J33.LIB : BWR STEP-3 VR=70 UO2 < 

60 GWd/TIHM で、4 wt% Fuel 14 Gwd/t 冷却 5 年の燃焼結果ファイルと同照射コンクリートの

計算結果ファイルを作成した。ORIGEN の入力ファイルを以下の図 4.1-8 に示す。 
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図 4.1-7 計算体系図 
 

 
図 4.1-8 使用済燃料組成を評価するための ORIEGN2 入力データ 

  -1 

  -1 

  -1 

  BAS    4.0wt% Fuel  14Gwd/t Cool 5y BS370J33.LIB 

  LIP    0  0  0 

  LIB    0   1 2 3  783 784 785 9 0 0 1 106 

  PHO    101 102 103  10 

  RDA *** -1 = FRESH MATERIALS ************************************** 

  INP    -1  1  -1 -1  4  4 

  RDA *** IRRADIATION MODULES *************************************** 

  TIT    WORK FOR SIGMA EIG-WG 

  MOV    -1  1   0  1.0 

  HED     1 * Initial 
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ORIGEN の計算結果ファイルから重量データを抽出する対象となる核種 ID を定義したも

ので、キーワードにより複数の核種 ID と対応づける。このキーワードを使用することにより、

パターン化された種類の核種を繰り返し入力する煩雑さと入力ミスを未然に防ぐことができ

る。 アクチノイド核種にキーワード spflact として、234U, 235U, 236U, 238U, 238Pu, 239Pu, 240Pu, 241Pu, 
242Pu, 241Am, 243Am, 237Np を定義した。FP 核種にキーワード spflfp として、95Mo, 99Tc, 101Ru, 
103Rh, 109Ag, 133Cs, 147Sm, 149Sm, 150Sm, 151Sm, 152Sm, 143Nd, 145Nd, 153Eu, 155Gd を定義した。 
コンクリートの組成にキーワード spflcon として、O, Na, 24Mg, 25Mg, 26Mg, Al, 28Si, 29Si, 30Si, 39K, 
40K, 41K, 40Ca, 42Ca, 43Ca, 44Ca, 46Ca, 48Ca, 54Fe, 56Fe, 57Fe, 58Fe を定義した。 
 核種 ID ファイルは、＄HOME/facile/data/facile/nuclideids.dat に格納し、その内容を以下の図

4.1-9 に示す。 
 

 
図 4.1-9 MVP で使用する同位体セット 

 
FACILE の入力ファイルは、MVP コードの入力データと、ORIGEN の計算結果ファイルの

パス（複数指定可能）と、核種 ID ファイルのパスを指定する。原子数密度の合成機能テスト

として、ORIGEN コマンドで燃焼燃料と、照射コンクリート、AND コマンドで水の原子数密

度を合成して臨界計算を行った。原子数密度の合成割合を燃料：0.255、水：0.725、コンクリー

ト：0.020 とした時の FACILE 入力サンプル抜粋を以下の図 4.1-10 に示す。そして、FACILE
の入力で指定した割合で原子数密度が合成されていることを確認した。その結果を表 4.1-5、
表 4.1-6、表 4.1-7 に示した。 

燃料デブリ臨界テスト計算として、デブリ燃料の球体半径を、23 cm、25 cm、27 cm の各ケー

スについて、水の割合を 0.725 で固定し、デブリ燃料とコンクリートの割合を変化させた場合

の計算結果を行った。計算結果を以下の表 4.1-8、図 4.1-11、図 4.1-12、図 4.1-13 に示す。 
 

  

spflact: [922340,922350,922380,942380,942390,942400,942410,942420,952410] 

spflfp:  [420950,430990,451030,551330,601430,601450,621470,621490,621500,621520,631530, 

641550] 

spflcon: [ 10010, 80160,110230,120240,120250,120260,130270,140280,140290,140300,190390, 

190400,190410,200400,200420,200430,200440,200460,200480,260540,260560,260570,260580] 
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図 4.1-10 燃料デブリの組成を作成する FACILE の入力例 
 
 

ORIGEN_FILE1: $FACILE_TEST_DATA_PATH/origen/Phase3CV70F_J33.out 

ORIGEN_FILE2: $FACILE_TEST_DATA_PATH/origen/Phase3CV70C_J33.out 

 

NUCLIDEID_FILE: $FACILE_TEST_DATA_PATH/facile/nuclideids.dat 

 

# MVP_START 

   . 

* ------- << FUEL >> ------- 

& IDMAT(<Mfuel>)              /* Fuel 

  TEMPMT(<CTEMP>)             /* Kelvin 

*CALL-INDD* 

 0.255 0.725 0.020 

*ORIGEN* 

  <<ORIGEN_FILE1>> 

   10.63 

    spflact 

    spflfp 

*H2O* 

 25 

*ORIGEN* 

  <<ORIGEN_FILE2>> 

    2.3 

    spflcon 

*END-INDD* 

  O00160J33( <4.8052E-02*0.255> ) 

 

* H2O 

& IDMAT(<Mwat>)   /* Water  for reflector 

  TEMPMT(<CTEMP>) /* Kelvin 

  H0001HJ33( 6.6736E-02 ) 

  O00160J33( 3.3368E-02 ) 

 

$END XSEC 

* 

********************************************************************* 

*  Geometry data 

********************************************************************* 

$GEOMETRY 

%  R     =  27.0       /* Fuel Region (cm) 

%  Wth   =  30.0       /* Reflector thickness (cm) 

* 

************* BODY DATA *************************** 

 SPH ( 100   0 0 0  <R>     )      /* Fuel 

 SPH ( 200   0 0 0  <R+Wth> )      /* Reflector 

END 

************* ZONE DATA *************************** 

  OV :    : -1000   : -200 

 REFL:REFL: <Mwat>  :  200  -100 

 FUEL:FUEL: <Mfuel> :  100 

   . 

# MVP_END 

核種 ID ファイル 

ORIGEN 計算結

果のファイル 

 原子数密度の合成に用いる重み 

 1 つ目のコマンド（燃料） 

 2 つ目のコマンド（水） 

 3 つ目のコマンド（コンクリート） 

球体系燃料の半径 
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表 4.1-5 FACILE が作成したデブリの組成（燃料物質）  
単体での値 合成後の値 割合 

234U 6.78941E-06 1.73130E-06 0.255 
235U 6.93911E-04 1.76947E-04 0.255 
238U 2.55838E-02 6.52386E-03 0.255 

238Pu 4.19374E-07 1.06940E-07 0.255 
239Pu 1.20257E-04 3.06655E-05 0.255 
240Pu 2.07590E-05 5.29355E-06 0.255 
241Pu 8.13282E-06 2.07387E-06 0.255 
242Pu 1.00548E-06 2.56397E-07 0.255 

241Am 2.39909E-06 6.11769E-07 0.255 
95Mo 2.38338E-05 6.07761E-06 0.255 
99Tc 2.30945E-05 5.88910E-06 0.255 

103Rh 1.34668E-05 3.43404E-06 0.255 
133Cs 2.53656E-05 6.46823E-06 0.255 
143Nd 1.99263E-05 5.08120E-06 0.255 
145Nd 1.42231E-05 3.62690E-06 0.255 
147Sm 5.35286E-06 1.36498E-06 0.255 
149Sm 1.29224E-07 3.29522E-08 0.255 
150Sm 4.65463E-06 1.18693E-06 0.255 
152Sm 2.23148E-06 5.69028E-07 0.255 
153Eu 1.44282E-06 3.67919E-07 0.255 
155Gd 4.37306E-08 1.11513E-08 0.255 

 
 

表 4.1-6 FACILE が作成したデブリの組成（水の原子数密度 *）  
単体での値 合成後の値 割合 

H 6.66580E-02 4.83270E-02 0.725  
O 3.33290E-02 2.41635E-02 0.725  

* H と O に関して、FACILE 作成の合成原子数密度は水とコンクリートに含まれる

値の合算となる。水の原子数密度の単体の値は、FACILE が作成した値からコンク

リート本来に含まれる H, O の原子数密度に 0.02 を掛けたものを引いた値とした。 
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表 4.1-7 FACILE が作成したデブリの組成（コンクリートの原子数密度）  
単体での値 合成後の値 割合 

H 1.37249E-02 2.74498E-04 0.020  
O 4.57686E-02 9.15372E-04 0.020  
Na 9.62753E-04 1.92551E-05 0.020  

24Mg 9.81402E-05 1.96280E-06 0.020  
25Mg 1.25188E-05 2.50376E-07 0.020  
26Mg 1.36447E-05 2.72895E-07 0.020  

Al 1.73913E-03 3.47825E-05 0.020  
28Si 1.53115E-02 3.06229E-04 0.020  
29Si 7.77155E-04 1.55431E-05 0.020  
30Si 5.14169E-04 1.02834E-05 0.020  
39K 4.28279E-04 8.56557E-06 0.020  
40K 1.22300E-06 2.44601E-08 0.020  
41K 3.09382E-05 6.18765E-07 0.020  

40Ca 1.45413E-03 2.90826E-05 0.020  
42Ca 9.74307E-06 1.94861E-07 0.020  
43Ca 1.94083E-06 3.88167E-08 0.020  
44Ca 3.13754E-05 6.27508E-07 0.020  
46Ca 5.25220E-08 1.05044E-09 0.020  
48Ca 2.85048E-06 5.70097E-08 0.020  
54Fe 1.99929E-05 3.99858E-07 0.020  
56Fe 3.15753E-04 6.31505E-06 0.020  
57Fe 7.97286E-06 1.59457E-07 0.020  
58Fe 1.01235E-06 2.02470E-08 0.020  

 
 

表 4.1-8 デブリ燃料とコンクリートの割合を変化させた場合の計算結果 

球体半径(cm) 
コンクリート割

合 
デブリ燃料割合 keff 統計誤差 

23.0  

0.000  0.275  0.95032  0.0358% 
0.020  0.255  0.95003  0.0347% 
0.050  0.225  0.94720  0.0359% 
0.100  0.175  0.93752  0.0350% 

25.0  

0.000  0.275  0.98078  0.0333% 
0.020  0.255  0.98072  0.0348% 
0.050  0.225  0.97964  0.0321% 
0.100  0.175  0.96919  0.0325% 

27.0  

0.000  0.275  1.00626  0.0305% 
0.020  0.255  1.00755  0.0318% 
0.050  0.225  1.00652  0.0334% 
0.100  0.175  0.99762  0.0313% 

水の割合は 0.725 固定、有効 MVP 総ヒストリ数 400 万（10,000 粒子/ cycle; 全 500 サイクル、

初期 100 サイクルは統計計算から除外） 
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図 4.1-11 コンクリート割合とデブリ燃料球体の中性子増倍率の関係（半径 23 cm） 

図 4.1-12 コンクリート割合とデブリ燃料球体の中性子増倍率の関係（半径 25 cm） 

図 4.1-13 コンクリート割合とデブリ燃料球体の中性子増倍率の関係（半径 27 cm） 
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4.2 新規モンテカルロ計算ソルバーの開発 
 

4.2.1 目的及び概要 
東京電力福島第一原子力発電所事故では、核燃料と炉内構造物やコンクリート等が溶融し

再度固化した状態、いわゆる燃料デブリが発生していると考えられている。従来の臨界安全

解析システムは、核燃料の幾何形状や性状が判明している体系を想定しており、燃料デブリ

のように幾何形状が不定で、物質組成が不均一の体系を想定していない。燃料デブリを含む

体系に対して適切な臨界評価を行うためには、燃料デブリ計算体系モデルと新しい計算手法

を開発する必要がある。このモデルと計算手法については、次節で詳しく述べる。また、新

たに開発する燃料デブリ計算体系モデルと新しい計算手法を、燃料デブリ臨界マップの整備・

拡充に適用するためには、これらのモデルと手法を実装できる連続エネルギー法に基づく新

たなモンテカルロ計算ソルバーを開発する必要がある。 
平成 27 年度は、モンテカルロ計算ソルバー（名称：Solomon = SOLver Of MONte carlo）の

設計を行い、均質球体系に対する実効増倍率が計算できるプロトタイプ版を作成した。平成

28 年度は、(n,xn)反応に対する角度エネルギー分布の取り扱いの改良、非分離共鳴領域断面積

に対する確率テーブル法の実装、2 領域体系への拡張を行った。今年度は、複数領域体系計算

機能の拡張と検証、熱中性子散乱モデルの 1 つである自由ガスモデルの実装と検証を行った。

以下では、これらの項目に関する設計と実装、処理の流れ、検証結果について説明する。 
 
4.2.2 複数領域体系計算機能の拡張 
(1) Surface クラスとその派生クラスの設計と実装 

MCNP と同様の幾何形状表現を採用する。すなわち、まず面を定義し、各 Zone はその面

の外側と内側で定義される領域の集合演算によって定義することにする。オブジェクト指

向的には、抽象クラスとしての Surface クラスを定義し、そこから継承した派生クラスによ

り様々な曲面を表現する。 
一般的な面を表す抽象クラス Surface と、これを継承した派生クラス(Sphere, Plane, 

Cylinder, InfCylinder)の関係を図 4.2-1 に示す。一般的な面としての最小限の属性は、名前

（std::string 型）、ID 番号（int 型）、面の原点となる 3 次元座標（std::vector<double>型）と

する。また、粒子が横切る通過面としての役割を果たすためには、隣接している領域（Zone
オブジェクト）の情報を保持しておくと効率的である。よって、隣接領域の Zone ID 番号

（int 型）を格納するコンテナ（vector<int>型）をメンバ変数に追加する。 
Surface クラスが境界面としての機能を持つためには、始発点（std::vector<double>型）と

そこからの方向ベクトル（std::vector<double>型）が与えられた際、直線と面との交点の方

程式を解いて交点座標（std::vector<double>型）および始発点から交点までの距離（double 型）

を求めるメンバ関数が必要になる。さらに、飛行解析を行う際には、粒子が面を横切った

後、この面に対してどちらの側のセンスに存在するのかを判定しなければならないので、

その機能を持つメンバ関数も必要となる。 
この Surface クラスから、次の 4 つの派生クラスを作成する。 

A) Sphere クラス 
B) Plane クラス 
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C) Cylinder クラス 
D) InfCylinder クラス 

これらの派生クラスでは、それぞれが表現する曲面の方程式において必要な変数がメン

バ変数として付加されている。 
 

 
図 4.2-1 Surface クラスとその派生クラスの関係 

 

 

表 4.2-1 MCNP と Solomon での面に付与するセンスの比較 

定義する領域 MCNP での表現 Solomon での表現 

Sphereの外側 +1 s1,Sense::OUTER 

Sphereの内側 -1 s1,Sense::INNER 

Planeの上側 +1 p1,Sense::UPPER 

Planeの下側 -1 p1,Sense::LOWER 

InfCylinderの外側 +1 c1,Sense::OUTER 

InfCylinderの内側 -1 c1,Sense::INNER 

 

ここで、オブジェクト指向的に面オブジェクトに付与するセンスの概念を導入するため

に、列挙型クラス（enum class）enum class Sense を以下のように定義する。 
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enum class Sense : char { 

       BOUND='b', INNER='i', OUTER='o', LOWER='l', UPPER='u' 

}; 

 
これを MCNP のように符号で表すセンスと対比させてみると、表 4.2-1 のようになる。

例えば、Zoneオブジェクトzoneの幾何形状をSphereオブジェクト s1の外側（Sense::OUTER）
と Plane オブジェクト p1 の上側（Sense::UPPER）の論理積として定義するには、次のよう

に書く。 

zone->set_boundary_surfaces(GeoDefOpe::INTER, 

s1,Sense::OUTER, 

p1,Sense::UPPER); 

ここで、論理積演算子に当たるものが GeoDefOpe::INTER であり、論理和演算子に当た

るものが GeoDefOpe::UNION である。この GeoDefOpe もまた列挙型クラスであり、次のよ

うに定義する。 

 

enum class GeoDefOpe : char { 

       INTER='i', UNION='u' 

}; 

 
(2) Zone クラスの拡張 

これまでの Solomon では、幾何形状に関して 1 領域あるいは 2 領域までの体系しか扱え

ず、飛行粒子が領域の境界を横切った際にどのゾーンに入ったのかを判定する境界交差判

定の機能が無いに等しかった。より一般的な幾何形状と複雑な境界面を持った領域が複数

存在する体系における粒子輸送を目的として、Zone クラスの仕様拡張を行う。さらに、複

数の Zone オブジェクトを格納するためのコンテナ ZoneContainer クラスを設計し、速やか

に指定した Zone オブジェクトを取り出すことができるようにする。 
各 Zone オブジェクトは複数の境界面の情報を保持する必要があるので、Surface 派生ク

ラスのインスタンスを複数格納する SurfaceContainer クラスというコンテナを作成し、Zone
クラスから境界面の管理を委譲されるメンバ変数として付加する。そして、複数の Zone オ
ブジェクトを格納するためのコンテナとなる ZoneContainer クラスを新規に作成する。また、

それぞれの Zone オブジェクトには一種類の Material オブジェクトを保持する従来の仕様と

すると、これらの関係は図 4.2-2 のクラス図で表される。 
このコンテナ ZoneContainer クラスの設計は比較的単純なものであるが、新たなメンバ変

数として nullptr を shared_ptr<Zone>の const 参照型として追加した。これは、ユーザーが指

定したゾーン名を持つ Zone オブジェクトがコンテナの中に格納されてない場合、戻り値と

して nullptr を型の合った戻り値として返すという例外処理を想定しているからである。 
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図 4.2-2 拡張した Zone クラスとそれぞれのコンテナおよび物質クラスとの関係図 

 

(3) 飛行解析時の境界交差判定 
前節までに用意した幾何形状カテゴリーのクラスを組み合わせて、粒子が運動する体系

の任意の幾何学的な配置を定義できる。粒子はその配置の中を運動するが、その際、粒子

がどの境界面を通過して、どの隣接 Zone に入るのかを常に知る必要がある。これが境界交

差判定であり、この処理の流れを表す UML のアクティビティ図を図 4.2-3 に掲載する。 
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図 4.2-3 飛行解析時における境界交差判定の処理の流れを表すアクティビティ図。 

 

(4) 検証計算 
これまでに設計・実装してきたクラス群の機能をテストするため、BigTen 炉心（ICSBEP

ハンドブックのベンチマーク問題 IEU-MET-FAST-007）の実効増倍率を計算し、MCNP の

計算結果と比較する。この体系は複数の円筒領域で構成されており、計算体系を図 4.2-4 に

示す。 
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図 4.2-4 BigTen 炉心に対する計算体系 
 

表 4.2-2 に 2 つのコードで計算した実効増倍率の比較を示す。核データは、JENDL-4.0 の

ACE 形式ライブラリ AceJlib-4.0 を用い、10,000 ヒストリーを 1 サイクルとして、最初の

100 サイクルを統計処理から除外し、10,000 サイクルの計算を行った。Solomon と MCNP5
とも飛程長エスティメータで実効増倍率を評価した。確率テーブルを使用しない及び使用

した場合、いずれの場合も 1 標準偏差の統計誤差の範囲内では一致する値が得られた。 

 

表 4.2-2 BigTen 炉心に対してモンテカルロ計算ソルバーSolomon と MCNP5 を用いて計算し

た実効増倍率の値の比較。いずれも有効ヒストリー数は 10,000 histories×10,000 cycles。 

確率テーブル法 Solomon での実効増倍率 MCNP5 での実効増倍率 

無し（無限希釈断面積） 0.99655 ± 0.00005* 0.99661 ± 0.00006* 

有り（自己遮蔽断面積） 0.99890 ± 0.00005* 0. 99895 ± 0.00006* 

*統計誤差は 1 標準偏差を表す。 

 

4.2.3 熱中性子散乱モデルの実装 
熱炉体系の中性子輸送を正確に取り扱うためには、標的原子核の熱振動や化学結合を考慮

する必要がある。今年度は、標的原子核の熱振動を考慮する自由気体モデルを Solomon に実

装し、検証する。自由気体モデルの詳細は、参考文献 3)の第 2 章, IV 節, C.2 “Free Gas Thermal 
Treatment” (p.2-28)に記述されており、MCNP コードと同じアルゴリズムを実装した。自由気

体 モ デ ル を 処 理 す る FreeGasThermalTreatment ク ラ ス を 新 た に 作 成 し た 。 こ の

FreeGasThermalTreatment クラスを含めたクラス間の関係を表現するクラス図を図 4.2-5 に示

す。 

10 wt% U 

均質化 HEU 

& 天然 U 

天然 U 

劣化 U 
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図 4.2-5 自由気体熱的処方に関連したクラス間の関係を示すクラス図 

 

図 4.2-6 ICSBEP ハンドブックの HEU-SOL-THERM-013-001 で扱う体系 

U nitrate sol. 

(93.2 wt% U-235) 

Al 

34.5948 cm 

0.32 cm 
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自由気体モデルの実装を検証するため、2 領域球体系のベンチマーク問題（HEU-SOL-
THERM-013-001）に対する実効増倍率を計算し、MCNP5 の結果と比較した。このベンチマー

ク問題の体系を図 4.2-6 に示す。表 4.2-3 に Solomon と MCNP5 で計算した実効増倍率の比較

を示す。核データは、JENDL-4.0 の ACE 形式ライブラリ AceJlib-4.0 を用い、10,000 ヒスト

リーを 1 サイクルとして、最初の 100 サイクルを統計処理から除外し、10,000 サイクルの計

算を試みた。ただし、Solomon の確率テーブル法を使用しないケース（無限希釈計算）におい

ては、O-16 のブレークアップ反応を表現する DLW ブロックの LAW=9 および LAW=9 の断

面積データが未実装であるため、7,471 サイクルまでの計算とした（7,471 サイクルで計算ス

トップ）。Solomon と MCNP5 ともに飛程長エスティメータで実効増倍率を評価した。確率

テーブル法を使用しない場合も、使用する場合も 1 標準偏差の統計誤差の範囲内では一致せ

ず、約 0.1%程度の差異が生じた。今後、詳しく原因を究明する必要がある。 

 

表 4.2-3 HST-013-001 炉心に対してモンテカルロ計算ソルバーSolomon と MCNP5 を用いて

計算した実効増倍率の値の比較。Solomon の確率テーブル法無しのケースのみ有効ヒスト

リー数は 10,000 ヒストリー×7,471 サイクル、その他の 3 ケースはいずれも 10,000 ヒストリー

×10,000 サイクル。 

確率テーブル法 Solomon での実効増倍率 MCNP5 での実効増倍率 

無し（無限希釈断面積） 0.980657 ± 0.000096* 0.979366 ± 0.000084* 

有り（自己遮蔽断面積） 0.980848 ± 0.000083* 0.979239 ± 0.000086* 

*統計誤差は 1 標準偏差を表す。 
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4.3 燃料デブリ体系トラッキング機能の開発 
 

4.3.1 緒言 
平成 27 年度事業においては、二酸化ウラン・コンクリート系燃料デブリの酸化物混合体 4)

に予想される乱雑な連続空間分布に対処するため、デルタ追跡法によるモンテカルロ臨界計

算を検討した。平成 28 年度事業においては、新規モンテカルロ計算ソルバー（Solomon）に

デルタ追跡法を実装するための予備的検討を実施した。また、ステンレス鋼のような金属構

造材が酸化物混合体中で析出する傾向がある 4)ことを考慮し、連続的・断続的空間変動の混在

に対処可能なモデルの検討も実施した。平成 29 年度事業においては、デルタ追跡法を Solomon
暫定版（平成 28 年度版）に実装し、乱雑な連続空間変動媒質の臨界計算を連続エネルギーに

より実施した。また、正規分布ノイズによる乱雑化モデルの提案も行った。 
 

4.3.2 デルタ追跡法と Solomon 開発 

新規モンテカルロ計算ソルバーSolomon は、ACE 形式の核データ・ライブラリを読み込ん

で連続エネルギー中性子輸送計算を実施し臨界性を評価するコードである。ここで、ACE 形

式とは、ロスアラモス研究所の MCNP コード、原子力機構の PHITS コード等で採用されてい

る核データ形式である。本小節では、平成 28 年度事業にて開発済みの Solomon 暫定版へのデ

ルタ追跡法の実装について報告する。 
モンテカルロ法では、シミュレーション粒子としての中性子（以下、粒子と略す）の移動・

散乱を、捕獲反応または体系からの漏洩が起こるまで、追跡する。粒子の単位移動距離あた

りの反応数は、巨視的全断面積と呼ばれ、ΣTで表される。ΣT が連続的に空間変動する場合に

は、デルタ追跡法（delta tracking）により、粒子の移動を追跡する。この手法の要点は、空間

的に変動する巨視的断面積ΣT に仮想的な巨視的断面積Σδを加え、空間的に一定な巨視的断面

積ΣDを導入することである。 
 ( ) ( , ) ( , )D TE E EδΣ = Σ + Σr r  (空間的に一定) (4.3.1) 
ここで、Ｅはエネルギー、r は位置ベクトルを表す。通常 
 ( ) max ( , )D TE EΣ = Σr r   (4.3.2) 
である。衝突までの直線移動距離 d は、区間(0,1)における一様乱数ξを用い、下式に倣ってサ

ンプリングする。 

 
ln( )

( )D

d
E
ξ

= −
Σ

  (4.3.3) 

次に、粒子を速度方向に対して距離 d だけ移動させる。移動先が体系内であれば、どの領域

にいるかを判断し、確率ΣT/ΣD で物理現象としての衝突を、確率 1-ΣT/ΣD で速度変化の全くな

い仮想上のデルタ衝突を処理する。移動の途中で領域横断の有無のチェックを行わない。こ

の効率化は、平成 28 年度事業において実施したように、計算体系にボクセル・メッシュを重

ね合わせることにより、粒子がどの領域にいるかを判定できることによる。ただし、今年度

は、ボクセル・メッシュ重ね合わせなしの場合について、連続空間変動下でのデルタ追跡法

計算およびその応用を報告する。平成 30 年度事業において、一般化幾何形状・熱中性子散乱

機能等の平成 29 年度開発成果を実装した Solomon に、ボクセル・メッシュの重ね合わせ機能

を導入する予定である。 
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デルタ追跡法の Solomon 暫定版での検証計算を、2 領域の高速スペクトル体系として

ICSBEP ハンドブックに掲載されている Topsy 炉心（HEU-MET-FAST-002）に対して、JENDL-
4.0 核データ・ライブラリ 5)を使用して実施した。表 4.3-1 に確率テーブル法なしの無限希釈

による結果を、表 4.3-2 に確率テーブル法により自己遮蔽を考慮した結果を示す。デルタ追跡

法により正しい結果が得られていることが分かる。 
 
表 4.3-1 2 領域高速スペクトル体系炉心に対する無限希釈断面積による実効増倍率計算値の

比較。いずれも有効ヒストリー数は 10,000 ヒストリー×10,000 サイクル。 
実効増倍率 

MCNP5 Solomon Solomon + デルタ追跡法 
0.99751 ± 0.00007* 0.99760 ± 0.00007* 0.99752 ± 0.00007* 

*統計誤差は1標準偏差をあらわす 
 
表 4.3-2 2 領域高速スペクトル体系炉心に対する確率テーブル法による自己遮蔽考慮の断面

積による実効増倍率計算値の比較。いずれも有効ヒストリー数は表 4.3-1 と同じ。 
実効増倍率 

MCNP5 Solomon Solomon + デルタ追跡法 
0.99716 ± 0.00006* 0.99705 ± 0.00006* 0.99714 ± 0.00007* 

*統計誤差は1標準偏差をあらわす 
 
4.3.3 モンテカルロ計算実行時材料混合機能の Solomon への実装 

乱雑化媒質では、構成物質の体積割合が連続的に空間変動するため、モンテカルロ計算実

行時には、粒子の移動先で物質混合割合を評価し巨視的断面積を計算する必要がある。この

ため、本小節では、モンテカルロ計算実行時の物質混合機能について報告する。 
乱雑化媒質が 2 種類の物質 A と B で構成されているとする。物質 A と B は、高濃縮ウラ

ンと低濃縮ウラン、燃料とコンクリートなどである。物質 A が 100%の場合の巨視的断面積

を ( )A EΣ 、物質 B が 100%の場合の巨視的断面積を ( )B EΣ とする。ここで、 AΣ と BΣ  は位置 r

に依存しないことに注意する。式(4.3.3)で移動距離 d を決める際に使う巨視的断面積 DΣ は、

式(4.3.2)の代わりに 
 ( ) max( ( ), ( ))A B

D E E EΣ = Σ Σ   (4.3.4) 
となる。式(4.3.3)により粒子を距離 d 移動させ、次式により巨視的断面積を計算する。 
 (1 ) , 0 1A B

R A R A R AV V VΣ = Σ + − Σ ≤ ≤   (4.3.5) 
上式で、添え字 R は反応 R を意味し、VAは物質 A の移動先での体積割合である。式(4.3.4)の
ΣD と式(4.3.5)のΣT （R=T の場合で式(4.3.1)の第 1 項）を用いて衝突の種類の判定をする。物

理現象としての衝突と判定された場合には、式(4.3.5)で計算した個々の反応 R についてのΣR

を用いて衝突を処理する。この手順は、VA の空間依存の有無にかかわらず通用する手法であ

る。そこで、本小節では、VA が空間的に一定の場合についての検証計算を報告する。次の小
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節で、VA に確率的乱雑化の式を適用して空間依存を導入する場合について報告する。なお、

通常計算と計算実行時混合機能の比較を、図 4.3-1 に示す。 
 

 

 
図 4.3-1 通常計算とモンテカルロ計算実行時の物質混合機能 

 
ICSBEP ハンドブックに掲載されている Topsy 炉心（HEU-MET-FAST-002）に基づき、検証

計算用の問題を構成した。具体的には、図 4.3-2 に示されているように、中心部の高濃縮ウラ

ン球（Core=物質 A）の外側の球殻部分（半径 5 cm-6.0509 cm）を低濃縮ウラン部分（Reflector=
物質 B）と一様に混合することにより構成される未臨界化仮想炉心について、図 4.3-1 の 2 つ

の手法による臨界計算を、Solomon 暫定版で JENDL-4.0 核データ・ライブラリ 5)を使用して

実施した。半径 5 cm-6.0509 cm 部分の高濃縮ウランの半径 5 cm-26.3709 cm 部分に対する体積

割合が VA である。検証計算結果を表 4.3-3 に示す。計算実行時混合機能による処理が正しく

実行されていることが分かる。 

 
図 4.3-2 Topsy 炉心の仮想上の未臨界化に基づく検証問題 

 
表 4.3-3 通常入力計算と実行時混合機能による計算における実効増倍率の比較 

混合体取扱様式 
確率テーブル無し(無限希釈) 確率テーブル法(自己遮蔽考慮) 

実効増倍率 実効増倍率 
通常入力計算 0.85896 ± 0.00006* 0.85853 ± 0.00006* 

計算実行時混合 0.85898 ± 0.00006* 0.85845 ± 0.00006* 
*統計誤差は1標準偏差をあらわす 
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4.3.4 Solomon による確率的乱雑化媒質の臨界計算の実施 
本小節では、前小節の計算実行時材料混合機能の確率的乱雑化媒質への適用に関する結果

を報告する。具体的には、前節と同じく、高濃縮ウラン（Core）が物質 A、U-238（Reflector）
が物質 B であるが、物質 A の体積割合 VAを位置依存とし、平成 27-28 年度で検討した確率的

乱雑化ワイエルシュトラス関数を VAに適用する。 

 
1

( / ) (1 sin( / , ))j j
A A AVE j j jj

V V S V f B S A∞ −α
=

= = + σ λ λ < > +∑r r Ω   (4.3.6) 

ここで、r は位置ベクトル、S はスケーリング因子、VAVEは混合領域(半径 5 cm-26.3709 cm)に
おける物質 A の平均体積割合で 0.0053=(6.05093-53)/(26.37093-53)、0<f<1、σは正の定数、λ>1、
0<α≤0.5、Ωj は単位長さで等方サンプリングされた確率ベクトル、Aj は区間[0,2π)における一

様確率変数、< , >はベクトルの内積、Bj は等確率で±1になるベルヌーイ確率変数である。ま

た、すべての確率変数・ベクトルは独立である。式(4.3.6)における和を j=M で打ち切ったとき

には、σ=(λα−1)/(1−λ−αΜ)とすれば、|VA(r/S)-VAVE| ≤fVaveが満たされる。式(4.3.6)の VAは、図 4.3-
1 の右図におけるように使われる。 

計算の概要は以下の通りである。先ず、100 組の Bj, Ωj, Aj を独立にサンプリングして生成

し、確率的乱雑化混合領域(半径 5 cm-27.3709 cm)を 100 個作り、乱雑化 Topsy 未臨界化仮想

炉心のレプリカを 100 個生成した。その後、レプリカそれぞれについて、前小節の Solomon
暫定版で JENDL-4.0 核データ・ライブラリ 5)を使用し、臨界計算を実施した。なお、

(α,λ)=(0.5,1.5)とし、式(4.3.6)が、ブラウン運動の定常近似となるようにした。また、λ−22α=0.0116 、

λ−23α=0.0094なので、展開項数を 23 (M=23)とした。変動幅に関しては、f=0.5 として、|VA(r/S)-
VAVE|≤0.5Vave となるようにした。図 4.3-3 に、スケーリング因子 S が混合領域の厚さと同じ場

合(S=21.3709 cm)と 2 倍の場合(S=42.7418 cm)についての結果を示す。スケーリング因子が大

きい場合の方が、変動が大きくなることが読み取れる。図には、標準的な正規性テストとし

て IMSL 統計ライブラリ等にも収められている Royston の拡張 Shapiro-Wilk テストにおける

p-値も示されており、100 個の実効増倍率計算値が正規分布に従っていることが分かる。レプ

リカごとの標準偏差は約 0.00006 であり、マーカーのサイズの半分以下であるので、省略し

た。 

 
図 4.3-3 確率的乱雑化を伴う Topsy 未臨界化仮想炉心の実効増倍率 
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4.3.5 正規分布ノイズ下での有界空間変動による乱雑化 
前小節および平成 27 年度と 28 年度報告書に示されているように、ワイエルシュトラス関

数に基づく確率的乱雑化媒質のモンテカルロ法計算は、臨界性の揺らぎ評価に有効である。

一方、正規分布ノイズ起因の有界空間変動に基づく乱雑化手法の開発は未着手であった。そ

こで、本小節では、確率過程の Karhunen-Loève 展開 6)による重ね合わせブラウン運動の近似

に基づく乱雑化手法を報告する。 
空間変数を x、確率を PRで表すと、ブラウン運動の定義は、その軌跡 BM(x)に関する 3 法則

にまとめられる。 
(A) 0 10 mx x x≤ < < < に対して、 0( )MB x 、 1 0( ) ( )M MB x B x− 、 2 1( ) ( )M MB x B x− 、、

1( ) ( )M m M mB x B x −− は独立、 

(B) 1/2 2( ( ) ( ) ) (2 ) exp( / (2 ))
z

R M MP B x h B x z h u h du−

−∞
+ − ≤ = π −∫ 、 0t ≥ 、 0h > 、 

(C) ( (0) 0) 1R MP B = = 、 0t ≥ 、 0h > 。 
ここで、次の 2 点に着目する。法則(A)より、異なる x と h の組に対して、区間 ( , ]x x h+ が

重なり合わなければ、差分 ( , ) ( ) ( )M M MB x h B x h B x∆ ≡ + − は独立である。また、法則(B)の正規

性により、差分 ( , )MB x h Y∆ = ∆ と ( , )MB x h Y∆ = −∆ は、等確率で起こりうる。したがって、軌跡

( )MB x と ( )MY B x= で反射させて得られる軌跡は、等確率で実現する。これは、厳密には、次

の強マルコフ性 7)と呼ばれる性質に因っている。 

(強マルコフ性定理)  Y >0にたいして、 inf{ 0; ( ) }Y MS x B x Y= > = とする。新たに、

( ) ( ) ( )M M Y M YB x B S x B S′ ≡ + − とすると、 ( )MB x′ は法則(A)、(B)、(C)を満たす。(本定理

は、Y<0の時も成立する。) 

以上により、±Y における反射により−Y と+Y の間に閉じ込められた軌跡は、反射前の軌跡

( )MB x と同じ確率で実現可能である。 

次に、期待値の記号を E[ ]とすると、ブラウン運動の軌跡の共分散は、法則(A-C)により、

次式で表される。 

 [ ( ) ( )] min( , )M ME B x B y x y=    (4.3.7) 

ここで、体系の大きさをLとし、独立な前進ブラウン運動 ( )F
MB x と後退ブラウン運動 ( )B

MB L x−

を位置 x で重ね合わせることを考える。この重ね合わせブラウン運動の分散は、 ( )F
MB x と

( )B
MB L x− の独立性および法則(C)を考慮すると、式(4.3.7)により空間的に一定となる。 

 2 2 2[( ( ) ( )) ] [( ( )) ( ( )) ]F B F B
M M M ME B x B L x E B x B L x x L x L+ − = + − = + − =  (4.3.8) 

したがって、独立な前進・後退ブラウン運動の重ね合わせを、±|Y|での反射と組み合わせて有

限の範囲に閉じ込めることにより、正規分布ノイズ駆動の有界空間変動を得る。つまり、正

負の無限大まで続くという正規分布の実用面での不都合な点が克服される。この重ね合わせ

手法を体積割合の空間変動に適用することにより、正規分布ノイズに基づく確率的乱雑化媒

質を生成することができる。そこで、便宜的に、L=1 として初期値を ( )H x = ( )F
MB x + (1 )B

MB x−

で算出し、以下のアルゴリズムで反射を計算する。 
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アルゴリズム (反射): ( ) ( ) (1 )F B
M MH x B x B x= + − ; 

while ( | ( ) |H x Y> ) { 
if ( ( )H x Y> ) { ( ) 2 ( );H x Y H x= − }  
else if ( ( )H x Y< − ) { ( ) 2 ( );H x Y H x= − − }   } 

実際には、 2 ( ( ) (1 )) 2( / 2) ( ) 2( / 2) (1 )F B F B
M M M MY B x B x Y B x Y B x± − + − = ± − ± − − により、前進・後退

ブラウン運動の各々についての±Y/2 での反射になっている。 
アルゴリズム(反射)の初期値算出のためのブラウン運動の軌跡 ( )MB x の計算方法について

述べる。先ず、確率過程の軌跡 G(x)の共分散関数 CG(x,y)に対して、次の固有値・固有関数問

題を考える。 

 max

min
1 2 2 2 1( , ) ( ) ( )

x

G m m mx
C x x g x dx e g x=∫   (4.3.9) 

共分散関数は対称なので、上式の左辺はコンパクト・エルミートと演算子であり、e1≥e2  ≥0

で、0が唯一の集積点である。また、gm(x)は直交規格化された関数列である。軌跡G(x)は、

Karhunen-Loève展開として知られる次式で表されることが知られている3)。 

 
1

( ) ( )m m mm
G x e g x∞

=
= ξ∑   (4.3.10) 

上式で、ξmは期待値0で分散1の独立な確率変数である。ブラウン運動の場合には、ξmは正規

分布確率変数であり、式(4.3.9)でCG(x,y)=E[BM(x)BM(y)]=min(x,y) （式(4.3.7)）として固有値・固

有関数問題を解くことにより、次式を得る。 

 
1

sin(( 0.5) )( ) 2 , 0 1
( 0.5)M mm

m xB x x
m

∞

=

− π
= ξ ≤ ≤

− π∑ . (4.3.11) 

図 4.3-4 に、式(4.3.11)による BM(x)の計算を有限項で打ち切った場合の結果を示している。10
項で打ち切った場合で全体的な傾向は再現されており、50 項で打ち切った場合でジグザグ変

動を除き BM(x)がほぼ再現されている。図 4.3-4 で 5,000 展開項を参照ケースとしたのは以下

の理由による。BM(x)のパワースペクトルは周波数の 2 乗に反比例する。一方、図 4.3-5 に示

すように、Karhunen-Loève 展開によるブラウン運動の軌跡のパワースペクトルの両対数グラ

フの傾きは、2,000 項以上の展開項での打ち切りで−2 にほぼ収束する。したがって、5,000 展

開項での打ち切りによる BM(x)計算値は、ブラウン運動の軌跡の実現とみなすことができる。 
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図 4.3-4 ブラウン運動の軌跡の Karhunen-Loève 展開による計算の展開項数依存性 

 

 
図 4.3-5 Karhunen-Loève展開によるブラウン運動の軌跡のパワースペクトルの両対数グラフ

の傾き 
 
上記手法の平成 28 年度報告書記載のコンクリート・燃料・ステンレス鋼体系への適用結果

を示す。最初に、臨界計算の開始前処理として、式(4.3.11)による ( )F
MB x と (1 )B

MB x− の計算に

必要な 2 系列の正規分布確率変数列{ F
mξ }と{ B

mξ } を独立にサンプリングし保存する。また、

混合体部分にサイズ 1.0 cm3のボクセル・メッシュを重ね合わせ、サンプリングによりステン

レス鋼占有メッシュの位置を決めておく。これらの処理は、コンクリート・燃料・ステンレ

ス鋼混合体部分のレプリカ生成に相当する。このレプリカを固定し、デルタ追跡法による中

性子輸送により臨界計算を実施する。中性子輸送の過程で、位置 r=(x1,x2,x3)で衝突が起こった

とする。この衝突地点が、周囲のコンクリート、混合体部分のステンレス鋼、混合体部分の

確率的乱雑化部分かどうかを判定する。確率的乱雑化部分と判定された場合には、式(4.3.11)
により𝐵𝐵𝑀𝑀𝐹𝐹 (𝑥𝑥1/𝐿𝐿)と𝐵𝐵𝑀𝑀𝐵𝐵 (1 − 𝑥𝑥1/𝐿𝐿)を計算し H(x1/L)に初期値を与え、アルゴリズム（反射）によ

り H(x1/L)を計算する。ここで、0≤𝑥𝑥1≤𝐿𝐿と仮定している。この H(x1/L)を用い、式(4.3.5)のΣRに

相当する断面積に関して、ΣTのみを計算する。 
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1 2 3 1 1( , , ) (1 ( / ) / ) [1 (1 ( / ) / )] , 0 1.F F F C
T mean T mean Tx x x V fH x L Y V fH x L Y fΣ = + Σ + − + Σ ≤ ≤  

  (4.3.12) 
上式において、0 ≤x1,x2,x3≤100、L=100 cm、f=0.5、0≤H(x1/L)/Y≤1であり、x1 軸方向にのみ乱雑

化を適用する。また、 F
meanV  は、燃料（fuel）の体積割合の期待値、つまり、混合体部分のレ

プリカを無限に多く生成したときの乱雑化部分における燃料体積割合の平均値である。巨視

的断面積Σの上添え字 F と C は燃料とコンクリートを意味する。反射レベルに関しては Y=3、
つまり、H(x1//L)の標準偏差の 3 倍に相当するレベルとした。衝突地点の位置に係わらず、ΣT/ΣD

を用い、デルタ衝突が起こったかどうかを判定し、その後の処理に進む。ただし、混合体部

分の確率的乱雑化部分で物理的な衝突が起きた場合には、式(4.3.12)に相当する断面積計算を、

個々の反応（Reaction）についても行う。 

 1 2 3 1 1( , , ) (1 ( / ) / ) [1 (1 ( / ) / )] , .F F F C
R mean R mean Rx x x V fH x L Y V fH x L Y R TΣ = + Σ + − + Σ ≠   

  (4.3.13) 

 
 
 
 

 
(a) 実効増倍率の揺らぎ         (b) 実効増倍率の展開項数依存性 

図 4.3-6 コンクリート・燃料・ステンレス鋼混合体系の実効増倍率（展開項数は前進・後退

ブラウン運動のそれぞれに対する Karhunen-Loève 展開の項数） 

 
図 4.3-6(a)に実効増倍率の揺らぎを示す。平成 28 年度報告書記載のワイエルシュトラス関

数の場合と比較して、大きな揺らぎになっている。これは、スケール因子に相当するパラメー

タ L を乱雑化部分のサイズと同じ 100 cm にしたことによると考えられる。（平成 28 年度報

告書でのスケール因子は 25 cm であった。）また、図 4.3-3 と同じ正規性テストの結果は、実

効増倍率の揺らぎが正規分布から全く外れていることを示している。これは、上記例題で、

コンクリートと燃料の平均体積比が 1:7 でありコンクリートと燃料の体積比が 1:7 から 1:13
の間で減速効果がゆるやかな最適効果 8)を示すことによる実効増倍率の最大値抑え込みによ

ると考えられる。図 4.3-6(b)に、実効増倍率の Karhunen-Loève 展開の項数依存性を示す。な

お、レプリカ番号 1、92、47 は、図 4.3-6(a)における実効増倍率のほぼ中央値、最小値、最大

値に相当する。数項の展開項数で十分な精度の計算が可能であることが分かる。 
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4.3.6 国際会議における技術動向調査 
米国原子力学会Mathematics & Computation Divisionが隔年で開催する国際会議M&Cに2017

年 4 月に参加し、デルタ追跡法および乱雑化モデリングに関して、技術動向調査を行った。

計算技法としてのデルタ追跡法の検討に関して、Molnar 氏らによる 1 件の発表があった

(Molnar B., Legrady D., “Variance analysis of Woodcock type tracking,” M&C 2017 - International 
Conference on Mathematics & Computational Methods Applied to Nuclear Science & Engineering, Jeju, 
Korea, April 16-20, 2017, on USB (2017))。 放射線遮蔽における深層透過問題へのデルタ追跡法

適用に関するサーベイ結果の発表であり、臨界計算への適用を目標とする内容ではなかった。

また、Stochastic Behavior and Transport というセッションが 2 回あり、ランダムな体系での粒

子輸送計算についての発表が 8 件あった。注目すべきは、atomic mix および binary stochastic 
media についての発表であり、モーメント情報・次元削減によるランダム体系表現の簡素化に

利用可能な内容であった。福島第一原子力発電所の臨界管理への適用可能性の観点からは、

Dubi 氏による発表「Modeling Zero Power Reactor Noise and Neutron Count distribution: A Stochastic 
Differential Equations Approach」が注目に値する。熱的フィードバックがない場合の炉雑音解

析法に確率微分方程式を取り入れて拡張する内容であり、同様のトピックについての文献調

査が有意義であると予想される。 
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4.4 感度・代表性指標計算手法の開発 
 
新規に開発しているモンテカルロ計算ソルバーは、燃料デブリの組成が不確かな体系を取

り扱う必要がある。このような場合、ある平均的な組成に対する実効増倍率に加えて、その

組成が変化したときの実効増倍率の感度が分かっていれば、組成の不確かさに起因する実効

増倍率の不確かさを計算することができる。また、本受託事業では、模擬燃料デブリを用い

た臨界実験を予定しており、模擬燃料デブリを用いた炉心体系と実際の燃料デブリ体系とが

どれくらい類似しているのかを定量的に表す指標である、代表性指標を計算できれば有益で

ある。この代表性指標は感度係数を用いて計算することが可能であり、今年度は連続エネル

ギーモンテカルロ法で感度係数を計算する手法の調査を行った。 
連続エネルギーモンテカルロ法で感度係数を計算するために最もよく用いられている手法

は、随伴中性子束重みタリーを用いて感度係数を計算するものである。随伴中性子束重みタ

リーは、随伴中性子束を反復核分裂確率（IFP = Iterated Fission Probability）と解釈することに

よって、随伴中性子束重みの反応率を計算する。この手法はロスアラモス研究所の Kiedrowski
氏ら 9)、電中研の名内氏ら 10)によって開発され、炉心解析用モンテカルロコード MCNP3), 
KENO11), TRIPOLI12), Serpent13), McCARD14), RMC15)などに実装されている。 

最近、Aufiero 氏らによって感度係数を計算するための新しい手法 16)が提案された。これは

衝突ヒストリーに基づいて感度係数を計算する手法である。断面積に対する感度係数の計算

方法は、相関サンプリング法に類似しており、断面積をある一定量だけ変化させたときの重

みを補正することによって感度係数を計算する。つまり、感度係数を摂動系で計算するとい

う点は類似している。しかし、相関サンプリング法と異なり、摂動系は非摂動系と同じ飛行

パスとなるように重みを補正するのではなく、衝突ヒストリー法では採択・棄却法により確

率的に重みを補正する。例えば、ある反応断面積の変化量を 2 倍にしたときは、1/2 の確率で

その反応を採択(accept)し、1/2 の確率でその反応を棄却(reject)する。摂動系での重みは、確率

的に揺らいでいるが、期待値としてみれば非摂動系と同じ重みになるということである。こ

の衝突の履歴（衝突ヒストリー）を記憶しておき、この情報を、世代間を超えて伝播させる

ことにより、最終的に感度係数を計算する。 
CLUTCH 法 11)という感度係数計算手法も提案されている。CLUTCH は、Contributon-Linked 

eigenvalue sensitivity/Uncertainty estimation via Track length importance Characterization を省略し

たものであり、「コントリブトン(Contributon)理論」に基づいて随伴中性子束重み反応率を計

算する手法である。コントリブトン理論では、衝突が起きて二次中性子が発生し、その二次

中性子が生成する核分裂中性子数によりインポータンス（随伴中性子束）を計算する。

CLUTCH 法では、二次中性子を生成することなく、中性子のランダムウォークの履歴（衝突

と飛程長）を記憶しておき、事後分析によりインポータンス重みの反応率を計算する方法で

ある。CLUTCH 法は、IFP による随伴中性子束重みタリーに比べてメモリ使用量が非常に小

さいというメリットがある。 
連続エネルギーモンテカルロ法で感度係数を計算する手法を調査した。IFP による随伴中

性子束重みタリー、衝突ヒストリー法、CLUTCH 法があることが分かった。新規開発モンテ

カルロ計算ソルバーでは、多くのモンテカルロコードで用いられているという実績のある IFP
による随伴中性子束重みタリーの方法を採用する予定である。 
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4.5 まとめ 
 
燃料デブリ臨界マップの整備・拡充に資するため、臨界安全解析コードシステムの開発を

昨年度に引き続き継続した。今年度得られた成果は以下の通りである。 
FACILE システムの設計と燃焼計算コードのシステム化では、FACILE 上で一点炉燃焼計算

コード ORIGEN2 の結果から原子個数密度を算出し、連続エネルギーモンテカルロコード

MVP を使った燃焼度クレジットを適用した臨界安全計算を実施できる事を確認した。また、

複数の原子個数密度計算コマンドによって計算された原子個数密度を合成する機能を追加し、

AND コマンドと ORIGEN コマンドで計算した原子個数密度の合成や複数の AND コマンドで

計算した原子個数密度の合成を可能にした。これにより、当初開発を計画した燃料デブリの

臨界安全評価に必要とされる、燃焼計算から臨界計算までを一貫して行うことを可能とする、

臨界安全評価システムを完成させた。 
連続エネルギー法に基づくモンテカルロ計算ソルバーの開発では、複数領域体系計算機能

の拡張と検証、熱中性子散乱モデルの 1 つである自由気体モデルの実装と検証を行った。複

数領域体系計算機能の拡張では、BigTen 炉心の実効増倍率を Solomon と MCNP で計算し、1
標準偏差の範囲内で一致することを確認した。自由気体モデルの実装では、2 領域球体系炉心

(HEU-SOL-THERM-013-001)の実効増倍率を Solomon と MCNP で計算したが、0.1%程度の差

異が生じ、今後原因を調査する予定である。 
燃料デブリ体系トラッキング機能の開発では、燃料デブリ体系の臨界性評価に対応するた

めのモンテカルロ法計算の原理的側面の検討を、連続エネルギーC++コードの枠組みで実施

した。具体的には、平成 28 年度に開発済みの 2 領域高速体系炉心用 C++コード（Solomon 暫

定版）にデルタ追跡法を実装し、平成 27 および 28 年度に導入した確率的乱雑化機能による

臨界性揺らぎ評価が、Solomon コードの枠組みでも可能であることを示した。また、確率的乱

雑化機能に関して、正規分布ノイズによる有界空間変動モデルを開発し、臨界性揺らぎ評価

のオプションを拡張した。 
感度・代表性指標計算手法の開発では、連続エネルギーモンテカルロ法で感度係数を計算

する手法の調査を行い、IFP による随伴中性子束重みタリーによって感度係数を計算する方

法が多くのモンテカルロコードで用いられていることが判明した。Solomon では、IFP による

随伴中性子束重みタリーによって感度係数を計算する方法を採用する予定である。 
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第 5 章 使用済燃料に含まれる核分裂生成核種の組成測定試験 
 
 本章では、使用済燃料に含まれる核分裂生成核種の組成測定試験について、第 5.1 節「概

要」、第 5.2 節「使用済燃料試料の採取」、第 5.3 節「使用済燃料試料の分析方法」、第 5.4
節「使用済燃料試料の分析結果」、第 5.5 節「燃焼度の決定」、第 5.6 節「照射履歴を考慮し

た SWAT4.0 計算結果と測定値との比較」、第 5.7 節「156Eu の核データに JENDL-4.0u1 を使

用した解析結果」、第 5.8 節「まとめ」にわけて報告する。 
 
5.1 概要 
 
 東京電力福島第一原子力発電所（1F）の 1 号機から 3 号機には、2011 年 3 月 11 日に発生

した東日本大震災による事故により燃料デブリが堆積していると予想されている。燃料デブ

リを取り出し、廃炉作業を安全に進めるためには燃料デブリの性状を正確に把握しなければ

ならない。その際、使用される計算コード及び核データの精度を向上させるには、実測値と

の比較による計算精度の評価が必要である。 
 この精度評価を行うため、日本原子力研究開発機構において、関西電力大飯発電所 4 号機

で照射された NO4F69 燃料集合体と東京電力福島第二原子力発電所 1 号機で照射された

2F1ZN3 燃料集合体から試料を取得し、照射後試験を実施した。図 5.1-1 に示すように、原子

力科学研究所の燃料試験施設で使用済燃料試料を切断し、廃棄物安全試験施設で切断した試

料片の溶解と希釈操作を行い、バックエンド研究施設と第 4 研究棟で化学分離と質量分析を

行った。それにより、各試料中に存在しているウラン、プルトニウムを含む TRU 元素や核分

裂生成核種（FP）を定量した。また、統合燃焼計算コードシステム SWAT4.0 による燃焼計算

を行い、実測値と計算値を比較した。 
 平成 28 年度は、大飯発電所 4 号機の NO4F69 燃料集合体由来の試料 F5-1、F2-2、F2-3 の合

計 3 試料について報告した。平成 29 年度は同燃料集合体由来の試料 J6-2、J6-3、F5-2、F5-3
の 4 試料と福島第二原子力発電所 1 号機の 2F1ZN3 燃料集合体由来の試料 g3 の合計 5 試料に

ついて報告する。なお、F5-2、F5-3 については分析作業の一部を平成 30 年度に繰り越したた

め、5.4 節以降に示す分析結果及び解析結果との比較については平成 30 年度に報告する。 
平成 29 年度は分析及び解析に関する一部の評価方法を平成 28 年度から変更した。まず、

分析に関する変更点を以下に挙げる。 
(1) 分析結果の不確かさ 1評価へのモンテカルロ・シミュレーションの適用 
(2) 検量線作成における各測定値の不確かさの大きさを考慮した重み付き回帰線の適用 

(1)の詳細は 5.3.4 項「(3) 不確かさの評価」に示す。(2)の詳細は 5.3.7 項「(2) 検量線法によ

る Mo、Tc、Ru、Rh、Ag、Cs 定量分析」に示す。次に SWAT4.0 の燃焼計算に関する変更点

を以下に挙げる。 
(1) 被覆管等の構造材の組成 
(2) 冷却期間の設定と燃焼組成の半減期による補正方法 

                                                      
1 平成 28 年度報告書では値のばらつきの程度を一貫して「誤差」と表現していたが、本報告

書ではより適切な表現である「不確かさ」で統一した。 
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(3) 156Eu の核データに JENDL-4.0u1 を使用した解析を追加で実施 
(1)の詳細は 5.5.2 項「(1) NO4F69 燃料集合体」、(2)の詳細は 5.6 節、(3)の詳細は 5.7 節にそ

れぞれ示す。 

 
図 5.1-1 原子力科学研究所施設間の作業の流れ 

 
 
5.2 使用済燃料試料の採取 
 
5.2.1 使用済燃料試料の由来 
 分析に使用した燃料試料は、大飯発電所 4 号機で使用された NO4F69 燃料集合体の集合体

内位置 J-6 から J6-2 と J6-3 の 2 試料、加えて集合体内位置 F-5 から F5-2 と F5-3 の 2 試料、

また福島第二原子力発電所 1 号機で使用された 2F1ZN3 燃料集合体の集合体内位置 g3 から 1
試料の計 5 試料である。関西電力株式会社及び原子燃料工業株式会社から提供された燃料情

報（開示情報）より、J-6 燃料棒の平均燃焼度は 56.2 GWd/t、F-5 燃料棒の平均燃焼度は

56.7 GWd/t に達している。また、東京電力ホールディングス株式会社及び原子燃料工業株式

会社からの開示情報より、g3 燃料棒の平均燃焼度は 56.5 GWd/t に達している。 
 
5.2.2 使用済燃料試料の切断 
 燃料試料採取位置の詳細を図 5.2-1 に示す。燃料棒の上部端栓を 0 mm 位置として寸法を出

した。試料切断位置の通りに、低速精密切断機にて湿式で切断した。まずはそれぞれ短尺に

切断し、その後短尺から各試料を厚さ 1 mm 程度の輪切りに切断して採取した。表 5.2-1 に厚

さ 1 mm 程度で採取した各試料の被覆管重量を除いた燃料重量と容器表面の線量当量率を示

す。 
 

燃料試験施設

バックエンド研究施設

廃棄物安全試験施設

切断した試料輸送

燃料溶解希釈液の輸送

化学分離後の試料輸送

ICP-MS 

ICP-MS を使用した FP 測定

研究4棟

- TIMSによる U、Pu、Nd 分析（燃焼度評価）
- γ線測定による Cs、Eu の測定
- FP測定のための化学分離

切断した試料の溶解・希釈
使用済燃料試料の切断

TIMS 

残渣溶解希釈液
の輸送
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図 5.2-1 各燃料棒からの分析試料採取位置 
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表 5.2-1 分析用に採取した使用済燃料試料の重量等 

試料名 燃料重量 [g] 線量当量率 [mSv/h] 

J6-2 0.5334 70 
J6-3 0.5740 60 
F5-2 0.5143 150 
F5-3 0.5397 140 
g3 0.8092 155 

 
 
5.3 使用済燃料試料の分析方法 
 
5.3.1 使用済燃料試料の溶解操作 
 使用済燃料試料の溶解は、廃棄物安全試験施設ホットセル内で行った。FP について精確な

データを取得するためには、被覆管は溶解させず使用済燃料試料だけを全量溶解したい。濃

硝酸のみを用いた溶解により、被覆管は溶解させず使用済燃料試料だけを溶解出来たが、僅

かに不溶性残渣が生じてしまう。このように一度に溶解することは難しいので、2 段階で全

量を溶解する方法を取った。 
 
1 段階目：使用済燃料試料の溶解 
 切断した使用済燃料試料をテフロン製溶解容器に入れ、そこに溶解液として7 M硝酸 30 mL
を加えて密閉した。これを SUS 製耐圧容器に封入した後、溶解装置に入れ、110 ℃にて 24
時間加熱した。底に不溶性残渣があることから、ろ別・分離を行い、分離して得られたろ液

を燃料溶解試料とした。本試料は、燃焼度評価を目的として U、Pu、Nd 同位体組成及び定量

分析を行った。また、FP の定量分析を行った。測定に使用した試料は、燃料溶解試料から一

定量を分取した後、適宜希釈操作を行い、バックエンド研究施設へ輸送した。 
 
2 段階目：不溶性残渣の溶解 
 上記にて得られたろ紙上の不溶性残渣を、新たなテフロン製溶解容器に入れ、そこに濃塩

酸 10 mL、濃硝酸 1 mL、濃硫酸 0.1 mL をそれぞれ加えて密閉した。これを SUS 製耐圧容器

に封入した後、溶解装置に入れ、180 ℃にて 40 時間加熱した。冷却後に容器内部を観察し、

全溶解出来ていることを確認した。得られた溶解液を不溶性残渣溶解試料とした。不溶性残

渣における FP の定量分析を行うため、不溶性残渣溶解試料から一定量を分取した後、適宜希

釈操作を行い、第４研究棟へ輸送した。 
 
この両溶解試料について、化学分離操作を行い、その後分析装置にて測定を行った。最終的

に燃料試料中に存在する同位体の量を算出するために、一連の溶解・分取・希釈操作は重量

ベースで管理した。 
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5.3.2 燃料溶解試料、不溶性残渣溶解試料の分離手法の紹介 
 試料の化学分離及び分析装置での測定の工程全体を図 5.3-1 に示す。 
 
 

 
図 5.3-1 燃料溶解試料、不溶性残渣溶解試料の分離・測定全工程 
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(1) 燃料溶解試料 
 バックエンド研究施設へ輸送した燃料溶解試料は、一定量を分取して陰イオン交換分離

操作を行い、表面電離型質量分析装置（TIMS）にて U、Pu、Nd の同位体組成を測定した。

また α 放射能分析装置にて 238Pu の α 線測定を行った。さらに、燃料溶解試料から一定量を

分取して UTEVA 分離操作を行った後に第４研究棟へ輸送し、元素に応じて陰イオン交換

分離操作を行い、高分解能型 ICP 質量分析装置（ICP-MS）にて FP を定量した。 
 

(2) 不溶性残渣溶解試料 
 第４研究棟へ輸送した不溶性残渣溶解試料から一定量を分取した後、元素に応じて陰イ

オン交換分離操作を行い、ICP-MS にて FP を定量した。 
 
5.3.3 U、Pu、Nd の同位体組成測定 
 廃棄物安全試験施設にて希釈し、バックエンド研究施設へ輸送した燃料溶解試料の燃焼度

を得るため、U、Pu、Nd の同位体組成を測定した。 
 U、Pu、Nd を選択的に化学分離する手法として、旧日本原子力研究所が考案し、日本原子

力研究開発機構が現在に至るまで適用している陰イオン交換分離法を用いた。硝酸－メタ

ノール混液系により陰イオン交換樹脂で化学分離した各元素の測定には TIMS を使用した。 
 燃焼度は、試料中の U、Pu 及び 148Nd の原子個数を用いて算出される。TIMS による測定で

は、U、Pu、Nd の原子個数の算出に、同位体比と濃度が既知の混合溶液（混合スパイク試料）

を用いた同位体希釈質量分析法を適用した。 
 同位体希釈質量分析法は、元素の高精度定量分析に用いられる手法で、目的元素の特定の

質量の同位体を濃縮した化合物あるいは元素を既知量添加し、同位体組成の変化を質量分析

装置で測定するものであり、その変化の程度から試料中の目的元素量を算出できる。算出の

概要は 5.3.7 項「(1) 同位体希釈質量分析法による定量分析（Gd、Eu、Sm、Nd）」で述べる。 
 なお、混合スパイク試料については、後述する希土類同位体比測定で使用する混合スパイ

ク試料と区別するため、U、Pu、Nd の混合スパイク試料を燃焼度解析用ミックススパイク試

料とし、Gd、Eu、Sm、Nd の混合スパイク試料を希土類ミックススパイク試料とする。 
 U、Pu、Nd の分離・分析操作工程を図 5.3-2 に示す。また、陰イオン交換樹脂を用いた U、

Pu、Nd の陰イオン交換分離工程の概要を図 5.3-3 に示す。 
超純水で膨潤させた三菱ケミカル株式会社製ダイヤイオン樹脂、MCI GEL CA 08Y を塩酸

及び硝酸で洗浄し、さらに超純水で中性まで洗浄を行った後、石英ガラス製カラムに一定量

（0.35 mL）充填した。 
 燃料溶解試料から同位体組成測定用として 2 mL 分取した。同様に、別の容器に燃料溶解試

料から同位体希釈質量分析用として 1 mL 分取した後、燃焼度解析用ミックススパイク試料を

1 mL 添加した。それぞれ重量を測定して原子価調整を行い、分離用試料とした。陰イオン交

換樹脂のコンディショニングを行った後、分離用試料を通液した。各組成の溶離液を通液し、

それぞれの試料について U、Pu、Nd を化学分離した。 
 各分離液を蒸発乾固後、再溶解し、TIMS による測定を行った。測定は、同一の試料から 3
回の繰り返し測定を行い、その平均値を測定値とした。また、分離した Pu 同位体組成用試料
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の一部を分取し、質量分析における 238Pu に干渉する 238U の影響を補正するため、α 放射能測

定を行った。 
 

 
図 5.3-2 分離・分析操作工程 

 
 

燃料溶解試料

分析結果 (atoms/Total- U)

燃焼度解析用

ミックススパイク試料

陰イオン交換分離

U、Pu及びNd同位体組成測定

（238Puについてはα放射能測定を併用）

U、Pu及びNd同位体比測定

（U：233U/238U
Pu：242Pu/239Pu

Nd：144Nd/150Nd)
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図 5.3-3 陰イオン交換分離工程 

 
 
 

1 M HNO3-90% CH3OH 1 ｍL

15 M HNO3 0.2 ｍL 溶解後、蒸発乾固

10 M HCｌ 0.2 mL 溶解後、蒸発乾固

1 M HCｌ 0.5 mL 1 M HONH3Cl 0.01 mL 溶解後、蒸発乾固

15 M HNO3 0.4 mL　溶解

CH3OH 4 ｍL

1 M HNO3-90%CH3OH 2 ｍL

1 M HNO3-90%CH3OH 8 ｍL

1 M HNO3-90%CH3OH 10 ｍL

0.3 M HNO3-80%CH3OH 18 ｍL

0.3 M HNO3-80%CH3OH 8 ｍL

0.3 M HNO3-80%CH3OH 5 ｍL

10 M HCｌ 1 mL

1 M HCｌ 2 mL

超純水 2 mL

コンディショニング

試料乾固

【NS(No Spike)：試料2 mL】
【IS(In Spike)：試料1 mL+燃焼度解析用ミックススパイク1 mL】

原
子
価
調
整

カラム(石英製カラム)/陰イオン交換樹脂（CA08Y)

U Nd Pu

Waste Waste Waste Waste WasteWaste Waste Waste
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5.3.4 TIMS 分析装置の紹介 
 U、Pu、Nd の測定には、フィニガン・マット社製の TIMS である MAT262 を用いた。本装

置は、イオン検出器に 7つのファラデーカップを備え、最大 13試料を組み込むことができる。 
 今回の測定は、質量差別効果によるバイアス補正を必要としないトータルエバポレーショ

ン法を用いた。トータルエバポレーション法は、フィラメントに塗布した試料を完全に蒸発

させ、その過程において発生するイオン全てを検出する方法である。 
 化学分離した U、Pu、Nd の乾固物を 1M 硝酸で再溶解して測定に用いた。溶解濃度は、各

元素のおおよその含有量を推定し、約 100 ngU/μL、30 ngPu/μL 及び 5 ngNd/μL となるよう調

製した。各溶解液から 1 μL をマイクロピペットで分取し、TIMS 用試料フィラメントに塗布

し、電流を通して酸化物として固着させた試料塗布済のフィラメントは装置内部の所定の箇

所にセットされ、真空排気等を行い測定した。試料を測定する前には、標準試料を用いて装

置の質量校正やファラデーカップ位置の調整等を実施した。 
 
(1) 同位体希釈質量分析法による定量分析（U、Pu、Nd） 
 本法では、U、Pu、Nd の各同位体組成及び原子個数の確定した燃焼度解析用ミックスス

パイク試料を用いることで、試料中の U、Pu 及び 148Nd の原子個数を算出した。燃焼度解

析用ミックススパイク試料は、U、Pu、Nd の各同位体組成及び原子個数が固定値であり、

経時等による濃度変化は影響しない。すなわち、燃焼度解析用ミックススパイク試料及び

試料中の U、Pu、Nd の各濃度は燃焼度に関与しないことから、燃焼度解析用ミックススパ

イク試料の適用は、試料の分取・希釈等における重量測定の手間とともに、それらの操作

に付随する不確かさの影響を排除することが可能となる利点を有している。本法では、233U、
242Pu 及び 150Nd の燃焼度解析用ミックススパイク試料を使用した。なお、TIMS による 238Pu
の測定結果は、分離過程及び分析環境に由来する 238U の干渉を受けることが予想されるた

め α 放射能の測定結果を用いて評価した。 
 
(2) α 放射能測定による 238Pu の測定 

 α 放射能測定用試料は、陰イオン交換分離により分離し、蒸発乾固後に再溶解した Pu 溶

液の一部を分取して使用した。238Pu として一試料あたり 10～100 Bq 程度に希釈・調製した

のち、各試料を 25 mmφ タンタル板に焼き付け調製し、α 線スペクトロメータ（セイコー

EG&G ORTEC モデル SOLOIST）にて、238Pu 放射能と 239Pu 及び 240Pu 放射能の和に対する

比を測定した。 
 得られた 238Pu のピークは、239Pu 及び 240Pu のピーク領域に影響を与えるため、参考文献

1)に従いテーリング補正を実施した。求めた放射能比に TIMS による 240Pu /239Pu 原子個数

比の実測値を用いて、238Pu/239Pu 原子個数比を算出した。 
 
(3) 不確かさの評価 
 各同位体組成結果に付随する不確かさは、各同位体比の繰り返し測定による標準偏差か

ら算出した。ここで、平成 28 年度では同位体希釈質量分析法の算出式に基づいた不確かさ

の伝播則によって定量結果に付随する不確かさを評価したが、計算過程の複雑さにより変

数間の相関を考慮した適切な伝播計算が行えていなかった。そこで、平成 29 年度はモンテ
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カルロ・シミュレーションによる不確かさ評価*を行った。以下、同様にモンテカルロ・シ

ミュレーションを用いた場合を含めて、本報告書では一貫して 20,000 個のサンプルを生成

させて不確かさを算出した。 
 
＊モンテカルロ・シミュレーションによる不確かさ評価：測定時の平均値と標準偏差を基に、

正規分布の乱数を発生させて疑似的な測定値(サンプル)を多数生成させる。各々のサンプル

から独立に原子数比を求め、得られたサンプル個数の原子数比の標準偏差をとることに

よって原子数比の不確かさを評価する。この方法により計算途中の複雑な不確かさの伝播

を考慮することなく、最終結果の不確かさを得ることができる。 
 
5.3.5 γ線測定による 134Cs、137Cs、154Eu、155Eu の測定 
 γ 線測定試料は、燃料溶解液希釈液の一部を分取し、1M 硝酸で希釈後、容積形状を標準線

源と合わせて調製した。測定対象は質量分析を補完する目的で 134Cs、137Cs、154Eu、155Eu とし

た。検出器は Ge 検出器（SEIKO EG&G：GMX-2190-P-PLUS）を用いた。 
 γ 線測定に用いた標準線源が経年減衰のため、エネルギーピーク計数を確保する目的で検出

器直近にて測定を行った。この場合に、複数の γ 線が検出器内で同時に相互作用を起こした

とき、合計エネルギーのピークが計数されるサム効果が起きる可能性がある。そこで、一部

の試料の測定結果を用い、サム効果の有無を確認したところ、有意な差異は認められなかっ

たためサム効果補正は行っていない。 
 不確かさについては試料測定、計数効率曲線作成、使用した核データの放出率、質量分析

法による U の測定に伴う不確かさを伝搬させ、155Eu と 155Eu 以外の核種についてそれぞれ評

価した。 
 
5.3.6 FP 同位体の相互分離 
 燃料溶解試料から U、Pu を UTEVA 分離操作した後、FP を測定した。以下の 3 つに分けて

分離操作及び分析を行った。 
 ・希土類元素（Gd、Eu、Sm、Nd） 
 ・希土類以外の元素（Mo、Tc、Ru、Rh、Cs） 
 ・Ag 
 
 不溶性残渣溶解試料は、2 つに分けて FP 同位体の相互分離及び ICP-MS 測定を行った。 
 ・希土類以外の元素（Mo、Tc、Ru、Rh、Cs） 
 ・Ag 
 
(1) UTEVA 分離操作 

 燃料溶解試料中の FP 同位体（Gd、Eu、Sm、Nd）分析の前処理として、燃料溶解試料中

の主要成分である U 及び Pu を除去するために Eichrom 社製 UTEVA 樹脂を用いてあらかじ

め化学分離を行った。UTEVA 樹脂は、1 M 以上の硝酸濃度において U 及び Pu を吸着し、

かつ FP はほとんど吸着しない性質があることから簡易・迅速に U 及び Pu を除去できる樹

脂である。 
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 UTEVA 樹脂を用いた化学分離工程の概要を、図 5.3-4 に示す。超純水で洗浄及び膨潤さ

せた UTEVA 樹脂を、石英ガラス製カラムに一定量（0.5 mL）充填した。燃料溶解試料か

ら一定量を 2 個のポリ瓶にそれぞれ分取し、重量を測定した。片方には同位体希釈質量分

析用に希土類ミックススパイク試料を一定量添加して、もう一方には酸濃度を調整するた

め 1 M 硝酸を一定量添加して分離用試料とした。UTEVA 樹脂のコンディショニングを行っ

た後、分離用試料を通液した。溶離液として 3 M 硝酸を通液し、流出した溶液を回収し、

希土類元素分析試料とした。 
 図 5.3-4 に示すように、燃料溶解試料の分取量や希土類ミックススパイク試料の添加量が

試料によって異なっている。当初、発生する放射性廃棄物の低減、分離操作者への放射線

被曝量低減の観点から、想定濃度を見積もった上で必要最少量にて一連の分析操作を行っ

た。J6-2、J6-3、g3 試料の ICP-MS 測定値を評価した結果、存在量が少ない核種についてよ

り十分な信号強度と精度を得るために、燃料溶解試料から分取する量および UTEVA 分離

後の希土類元素分析試料の量を増やす調整を F5-2、F5-3 で行った。 
 

 

図 5.3-4 UTEVA 分離工程 
 
(2) 希土類元素（Gd、Eu、Sm、Nd）の分離操作 
 ICP-MS 測定に先立ち、陰イオン交換分離法を用いて希土類元素（Gd、Eu、Sm、Nd）を

他の共存元素から相互分離を行った。この分離法は、既に取得した技術を活用して行った
2,3)。 洗浄処理を行った三菱ケミカル株式会社製ダイヤイオン樹脂、MCI GEL CA 08Y を

石英カラムに充填した後、樹脂のコンディショニングを行った。燃料溶解液を通液した後、

溶離液を流して分離操作を行った。分離操作については図 5.3-5 に示す。 
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図 5.3-5 陰イオン交換分離(希土類分離)工程 

 
(3) 希土類以外の元素（Mo、Tc、Ru、Rh、Ag、Cs）の分離操作 
 測定対象同位体 95Mo、99Tc、101Ru、103Rh、109Ag 及び 133Cs は、試料中に同重体を持つ元

素がほとんど存在しないため、燃料溶解試料を希釈した後、検量線法を用いた ICP-MS 測

定により定量を行った。 
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(4) Ag の分離操作 
 ICP-MS による測定では、測定溶解液中に共存する Zr は酸化物イオンを生成しやすく、
93Zr は酸化物イオン 93Zr16O+ を生成し、測定対象の 109Ag に干渉する。この不確かさ要因を

排除する目的で、三菱ケミカル株式会社製ダイヤイオン樹脂、MCI GEL CA 08P を用いた

陰イオン交換分離を行い、燃料溶解試料、また不溶性残渣溶解試料から Ag の化学分離を

行った。図 5.3-6 に示す。 

 

図 5.3-6 陰イオン交換分離(Ag 分離)工程 
 
5.3.7 ICP-MS 分析装置の紹介 
 FP 測定にはサーモフィッシャーサイエンティフィック株式会社製の ICP-MS、製品名称は

「ELEMENT2」を用いた。この装置は、①ICP イオン源を含む試料導入部、②磁場と電場か

ら成る二重収束型質量分析計部、③イオン検出部、④真空排気部、及び⑤装置の制御及びデー

タ取得のためのコンピュータ部、により構成されている。溶液試料はネブライザーで霧状に

され、ICP イオン源のアルゴンプラズマ中で元素の大部分がイオン化される。イオンは、試

料導入オリフィスから質量分析計に導入され、質量分離される。質量分離されたイオンは、
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コンバージョンダイノードに衝突、二次電子に変換され、二次電子増倍管（SEM）で測定す

る。装置への汚染と測定精度の両立を考慮して、測定する各試料濃度を 200 から 400 ppt にな

るように調製した。 
 
(1) 同位体希釈質量分析法による定量分析（Gd、Eu、Sm、Nd） 
 Gd、Eu、Sm、Nd の核種の定量にあたっては、同位体希釈質量分析法を用いた。 

 
① 同位体希釈定量式 

 同位体希釈定量には、以下の式を用いた。 
 
 Nsmp = Nsp・(Bsp-Asp)/(Asmp-((Amix/Bmix)×Bsmp))・Amix/Bmix  (5.3.1) 
 
ここで、Nsmp 及び Nsp は、それぞれ試料中及びスパイク試料中の目的元素の原子個数

であり、Asmp、Asp 及び Amix は、それぞれ試料中、スパイク試料中及びスパイク試料

を添加した試料中の同位体 A の存在度、Bsmp、Bsp 及び Bmix は、それぞれ試料中、ス

パイク試料中及びスパイク試料を添加した試料中の同位体 B の存在度である。定量に用

いた同位体のペアは、143Nd/145Nd、149Sm/147Sm、151Eu/153Eu 及び 155Gd/154Gd を用いた。な

お、Asp と Bsp は、TIMS のトータルエバポレーションで測定して得た結果を用いた。 
 
② スパイク試料の校正 

 143Nd、149Sm、151Eu 及び 155Gd のスパイク試料は、オークリッジ国立研究所製濃縮同位

体酸化物を硝酸に溶解した後、一定濃度に希釈して調製した。スパイク試料を校正する

ための標準物質は、AccuStandard 社 ICP-MS 用金属標準液を 1 M 硝酸の重量ベースで薄

めて用いた。スパイク試料及びスパイク試料校正用の標準物質の同位体比は TIMS 測定

による値を結果として用いた。 
 
③ 質量差別効果の補正 

 ICP-MS による同位体比測定において、質量差別効果により真の同位体比値からずれを

生ずる。このため、測定日毎の試料測定に先立ち、目的元素の天然同位体組成の標準溶

液を測定して補正係数（K = RTIMS/RICP-MS）を求めた。ここで、RTIMS 及び RICP-MS
は、それぞれ天然同位体組成標準溶液についてのTIMSを用いたトータルエバポレーショ

ン法による同位体比測定結果及び ICP-MS による測定結果である。質量差別効果の補正

は、実際の試料の同位体比測定結果に補正係数 K を掛けることによって行った。 
 
④ 不確かさの評価 

 同位体希釈質量分析法による定量値の不確かさはモンテカルロ・シミュレーションに

よって求めた。スパイク試料濃度、試料及びスパイク試料の重量測定時の不確かさは、

試料及びスパイク試料の同位体比測定のそれと比べ著しく小さいので考慮していない。 
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(2) 検量線法による Mo、Tc、Ru、Rh、Ag、Cs 定量分析 
 使用済燃料試料を溶解した燃料溶解試料中及びその不溶性残渣溶解試料中の対象同位体

である 95Mo、99Tc、101Ru、103Rh、109Ag 及び 133Cs について、検量線法を用いた ICP-MS 測

定により定量した。検量線作成用の標準液は、単体金属標準液及び 99Tc 標準液を用いて、

重量ベースで希釈また混合を行い、複数濃度（50～5000 pg/g）に調製した。 
 燃料溶解試料については、5.3.6 項「(1) UTEVA 分離操作」で記述した UTEVA 樹脂分離

法によりウランを除いた後、適度な希釈を行い、ICP-MS にて各同位体を測定した。また、
109Ag については、5.3.6 項「(4) Ag の分離操作」で記述した 93Zr 酸化物イオンの生成を考慮

して、93Zr 等を除くために陰イオン交換分離法により分離した後、適度な希釈を行い、

ICP-MS にて測定を行った。 
 不溶性残渣溶解試料にはウランがほとんど存在しないため、分離操作を行わず適宜希釈

して検量線法を用いて、ICP-MS により測定した。生成した 93Zr 酸化物イオンが 109Ag 測定

の不確かさ要因になるので、陰イオン交換分離法により 93Zr 等を分離した後に測定を行っ

た。 
 ICP-MS 測定から着目同位体の計数値とその繰り返し測定による標準偏差を得た。ここ

で、平成 28 年度は繰り返し測定により得られた計数の平均値のみを用いて回帰線を作成

して定量値を求めており、各測定値の標準偏差の大きさの違いが考慮されていなかった。

そこで、平成 29 年度は各測定値の標準偏差を考慮した重み付き回帰線を用いて定量値を

求めた。また、定量値の不確かさはモンテカルロ・シミュレーションによって求めた。 
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5.4 使用済燃料試料の分析結果 
 
 使用済燃料試料を全溶液した後、各分析を行って得られた各核種組成果を示す。ただし、

F5-2 と F5-3 については、図 5.3-2 および 5.3.4 項「(1) 同位体希釈質量分析法による定量分析

（U、Pu、Nd）」で示している燃焼度解析用ミックススパイク試料の TIMS 測定を平成 30 年

度に持ち越したため、この測定値を用いて行う燃料溶解試料中の U、Pu 及び 148Nd の原子個

数の確定値を得ることが出来ていない。F5-2 と F5-3 の分析結果については平成 30 年度報告

書にて扱う。 
 
5.4.1 燃料溶解試料中のウラン原子個数の結果 
 表 5.4-1 に、得られた燃料溶解試料（燃料溶解液を希釈した試料）中のウラン原子個数を示

す。 
 

表 5.4-1 燃料溶解試料中のウラン原子個数 

 
 

  

試料

TIMS測定試料中の

ウラン原子個数
［atoms］

燃料溶解試料
採取量
［g］

燃料溶解試料中の
ウラン原子個数

［atoms/g］

不確かさ
［％］

J6-2 1.117E+16 1.1357 9.835E+15 0.05

J6-3 1.195E+16 1.1302 1.057E+16 0.06

g3 1.786E+16 1.1457 1.559E+16 0.05
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5.4.2 全ウランに対する原子個数比（U、Pu、Nd） 
 表 5.4-2 に、得られた U、Pu、Nd 定量結果を全ウランに対する原子個数比で示す。 
 

表 5.4-2 全ウランに対する原子個数比（U、Pu、Nd） 

 

※238Pu については、5.3.4 項「(2) α 放射能測定による 238Pu の測定」の手法を用いて算出 
 

  

［atoms
/Total-U］

不確かさ
［％］

［atoms
/Total-U］

不確かさ

［％］

［atoms
/Total-U］

不確かさ

［％］

234U 2.50E-04 0.7 2.74E-04 1.3 2.79E-04 1.1
235U 6.247E-03 0.08 1.209E-02 0.09 6.691E-03 0.13
236U 6.954E-03 0.08 6.267E-03 0.15 7.772E-03 0.11
238U 9.866E-01 0.08 9.816E-01 0.08 9.854E-01 0.07

238Pu※ 5.040E-04 0.41 2.880E-04 3.91 5.073E-04 0.49
239Pu 6.053E-03 0.07 6.405E-03 3.90 5.541E-03 0.07
240Pu 3.351E-03 0.07 2.778E-03 3.90 3.651E-03 0.34
241Pu 9.812E-04 0.36 8.586E-04 3.90 8.852E-04 0.26
242Pu 1.292E-03 0.08 7.107E-04 3.90 1.133E-03 0.07
142Nd 9.624E-05 0.21 4.782E-05 0.15 1.037E-04 0.10
143Nd 2.047E-03 0.19 1.829E-03 0.12 2.078E-03 0.10
144Nd 4.514E-03 0.19 3.082E-03 0.12 4.707E-03 0.10
145Nd 1.940E-03 0.19 1.528E-03 0.12 1.998E-03 0.10
146Nd 2.285E-03 0.19 1.597E-03 0.12 2.364E-03 0.10
148Nd 1.130E-03 0.19 8.232E-04 0.12 1.153E-03 0.10
150Nd 5.466E-04 0.19 3.872E-04 0.12 5.524E-04 0.11

J6-2 J6-3 g3

試料名
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5.4.3 全ウランに対する FP の原子個数比 
 表 5.4-3 に、得られた FP の定量結果を全ウランに対する原子個数比で示す。 
 

表 5.4-3 全ウランに対する FP の原子個数比 

 
＊の付いた核種は γ 線測定により評価 

  
 表 5.4-2 及び表 5.4-3 に記載の原子個数比は測定日の値として評価されたものであり、冷却

期間及び運転履歴に基づいた炉内崩壊の補正等は実施していない。また、不確かさについて

は、モンテカルロ・シミュレーションにより求めた各核種の原子個数の不確かさと全ウラン

試料名

核種 atoms/Total-U 不確かさ[％] atoms/Total-U 不確かさ[％] atoms/Total-U 不確かさ[％]
142Nd 8.349E-05 2.25 6.871E-05 1.77 2.349E-04 3.14
143Nd 2.079E-03 2.21 1.875E-03 1.66 2.103E-03 3.03
144Nd 3.513E-03 2.55 3.110E-03 1.69 4.788E-03 3.06
145Nd 1.732E-03 1.39 1.553E-03 1.32 2.005E-03 2.45
146Nd 1.827E-03 2.25 1.606E-03 1.69 2.398E-03 3.08
148Nd 9.391E-04 2.22 8.329E-04 1.86 1.175E-03 3.08
150Nd 4.429E-04 2.29 3.920E-04 1.69 5.629E-04 3.10
133Cs 2.745E-03 2.37 1.921E-03 1.11 3.455E-03 1.38
134Cs* 2.83E-06 < 3 1.79E-06 < 3 3.28E-06 < 3
137Cs* 2.39E-03 < 3 1.84E-03 < 3 2.58E-03 < 3
151Eu 1.984E-05 1.37 6.792E-06 0.90 5.298E-06 1.01
153Eu 2.939E-04 1.01 2.555E-04 0.52 3.349E-04 0.59
154Eu* 1.86E-05 < 3 1.36E-05 < 3 1.92E-05 < 3
155Eu* 2.53E-06 < 5 1.71E-06 < 5 2.84E-06 < 5
144Sm 3.968E-06 3.11 1.101E-06 4.97 1.091E-06 5.79
147Sm 6.630E-04 0.69 5.990E-04 0.46 6.988E-04 0.25
148Sm 4.147E-04 3.35 3.777E-04 1.37 6.110E-04 1.82
149Sm 8.476E-06 2.71 6.706E-06 1.02 5.332E-06 0.95
150Sm 7.012E-04 3.68 6.435E-04 1.13 8.812E-04 1.70
152Sm 2.471E-04 3.93 2.231E-04 1.36 2.755E-04 1.18
154Sm 9.004E-05 4.22 8.030E-05 1.08 1.167E-04 2.11
152Gd 7.765E-07 5.85 1.224E-06 3.71 3.294E-07 5.07
154Gd 4.238E-05 0.65 3.791E-05 0.79 5.284E-05 0.67
155Gd 2.394E-05 2.14 1.675E-05 1.88 2.026E-05 1.29
156Gd 2.828E-04 2.95 2.727E-04 2.46 4.361E-04 1.86
157Gd 3.267E-06 3.30 1.908E-06 2.22 1.231E-06 1.53
158Gd 4.752E-05 3.41 4.260E-05 2.72 6.049E-05 1.58
160Gd 5.855E-06 3.22 3.180E-06 2.10 4.214E-06 1.56
95Mo 2.746E-03 3.91 1.850E-03 2.42 3.461E-03 1.29
99Tc 9.956E-04 3.44 9.592E-04 1.14 1.736E-03 0.80

101Ru 2.842E-03 2.17 1.853E-03 1.50 3.543E-03 0.90
103Rh 1.517E-03 1.83 9.668E-04 1.63 1.622E-03 0.65
109Ag 3.225E-04 1.43 1.882E-04 1.70 3.281E-04 0.95

g3J6-2 J6-3
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原子個数の不確かさを、両者が互いに独立として不確かさ伝播式により伝播させて算出した。

ただし、この方法では、特にウラン同位体については、ウラン同位体原子個数と全ウラン原

子個数には大きな相関があるものの、それらが互いに独立として考慮されていることにより、

表 5.4-2 に記載の不確かさは過大評価されている可能性がある。平成 30 年度の報告書にて、

全ウラン比の不確かさまでを一貫してモンテカルロ・シミュレーションにより求めたものを

報告する予定である。 
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5.4.4 使用済燃料試料の各工程取扱い実施日の記録 
 試料の切断、溶解、輸送、各分離、各測定の実施日を表 5.4-4 に示す。 
 

表 5.4-4 試料の切断、溶解、輸送、各分離、各測定の実施日一覧 

 

J6-2 J6-3 g3 F5-2 F5-3

冷却開始 冷却開始日 2002/3/17 2002/3/17 2003/1/7 2002/3/17 2002/3/17

燃料切断 燃料切断日 2013/9/13-9/24 2013/9/13-9/24 2012/6/29-7/23 2015/7/6-7/16 2015/7/6-7/16

燃料溶解 WASTEFにて 燃料溶解日 2013/11/12-12/6 2013/11/12-12/6 2013/7/29-8/9 2016/9/5-9/16 2016/10/11-10/21

燃料溶解液 WASTEF→BECKY 輸送日
2013/12/20
2016/5/10

2013/12/20
2016/5/10

2015/2/19
2016/5/10

2017/10/12 2017/10/12

陰イオン交換分離 U 分離日 2016/6/29 2016/8/31 2016/6/29 2017/10/18 2017/10/18

TIMS測定日 2016/8/10 2016/10/6 2016/12/20 2017/12/20* 2017/12/25,26*

Pu 分離日 2016/7/7 2016/9/9 2016/7/7 2017/10/27 2017/10/27

α線測定日 2017/1/19 2017/1/23 2017/1/25 2017/12/1 2017/12/8

TIMS測定日 2017/1/20 2017/1/18 2017/1/18 2017/11/15* 2017/11/17*

Nd 分離日 2016/7/5 2016/9/6 2016/7/5 2017/10/24 2017/10/24

TIMS測定日 2016/10/26 2016/10/28 2016/10/28 2017/12/13,18* 2017/12/15,27*

Eu γ線測定開始日 2017/1/5 2017/1/23 2017/1/16 2017/12/4 2017/12/6

Cs γ線測定開始日 2017/1/5 2017/1/23 2017/1/16 2017/12/4 2017/12/6

UTEVA分離 分離日 2015/5/15 2015/4/30 2015/5/21 2017/11/1 2017/11/1

BECKY→4棟 輸送日 2015/5/26 2015/5/26 2015/5/26 2017/11/9 2017/11/9

陰イオン交換分離 Gd 分離日 2015/7/27 2015/6/1 2015/6/22 2017/11/27 2017/11/27

ICP-MS測定日 2015/7/29 2015/6/8 2015/6/26 2017/12/7 2017/12/7

Eu 分離日 2015/7/28 2015/6/2 2015/6/23 2017/11/28 2017/11/28

ICP-MS測定日 2015/7/30 2015/6/8 2015/7/8 2017/12/8 2017/12/8

Sm 分離日 2015/7/30 2015/6/4 2015/6/25 2017/11/30 2017/11/30

ICP-MS測定日 2015/8/4 2015/6/11 2015/6/30 2017/12/21 2017/12/21

Nd 分離日 2015/8/5 2015/6/10 2015/7/1 2017/12/6 2017/12/6

ICP-MS測定日 2015/8/7 2015/6/12 2015/7/3 2017/12/25 2017/12/25

検量線法 Mo ICP-MS測定日 2016/2/8 2016/7/1 2016/7/1 2018/2/5 2018/2/5

Tc ICP-MS測定日 2016/2/8 2016/7/1 2016/7/1 2018/2/5 2018/2/5

Ru ICP-MS測定日 2016/2/8 2016/7/1 2016/7/1 2018/2/5 2018/2/5

Rh ICP-MS測定日 2016/2/8 2016/7/1 2016/7/1 2018/2/5 2018/2/5

Cs ICP-MS測定日 2016/2/8 2016/7/1 2016/7/1 2018/2/5 2018/2/5

Ag分離 Ag 分離日 2016/2/3 2016/4/22 2016/4/22 2018/2/1 2018/2/1

ICP-MS測定日 2016/2/8 2016/7/1 2016/7/1 2018/2/5 2018/2/5

不溶性残渣 WASTEF→4棟 輸送日 2013/12/20 2013/12/20 2013/9/19 2017/10/12 2017/10/12

検量線法 Mo ICP-MS測定日 2016/2/9 2016/6/30 2016/6/30 2018/1/25 2018/1/25

Tc ICP-MS測定日 2016/2/9 2016/6/30 2016/6/30 2018/1/25 2018/1/25

Ru ICP-MS測定日 2016/2/9 2016/6/30 2016/6/30 2018/1/25 2018/1/25

Rh ICP-MS測定日 2016/2/9 2016/6/30 2016/6/30 2018/1/25 2018/1/25

Cs ICP-MS測定日 2016/2/9 2016/6/30 2016/6/30 2018/1/25 2018/1/25

Ag分離 Ag 分離日 2016/2/8 2016/4/27 2016/4/27 2018/1/23 2018/1/23

ICP-MS測定日 2016/2/9 2016/6/30 2016/6/30 2018/1/31 2018/1/31

＊：燃焼度解析用ミックススパイク試料のTIMS測定はH30年度に行う。それゆえ記載の測定日での原子個数値の確定は行えていない。
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5.5 燃焼度の決定 
 
 J6-2、J6-3 及び g3 試料について、統合化燃焼計算コードシステム SWAT4.04)を使用し、Nd
法により分析対象として採取した試料の燃焼度を決定した。 

 
5.5.1 計算システム SWAT4.0 の概要 
 SWAT4.0 は、日本原子力研究開発機構が開発した統合化燃焼計算コードシステムである。

中性子輸送計算コードと燃焼計算コードを組み合わせて中性子束分布（空間分布及びエネル

ギー分布）の計算と燃焼計算を交互に繰り返すことにより、異なる領域における燃焼を同時

に計算する能力を持つ。すなわち、領域毎に燃焼の進行に伴う中性子束分布の変化を反映し

た燃焼計算を行い、アクチノイド及び FP の燃焼組成を得ることができる。本解析では、燃料

集合体内の平面方向の中性子束分布を連続エネルギーモンテカルロコード MVP5)で計算し、

燃料棒毎の燃焼計算をORIGEN26)で行った。用いた核データライブラリは JENDL-4.07)である。 
 

5.5.2 燃料集合体の計算モデル 
(1) NO4F69 燃料集合体 
 SWAT4.0 の計算モデルは測定のため取得された燃料試料と同じ高さ位置の 2 次元無限配

列の NO4F69 燃料集合体とした。NO4F69 燃料集合体の平面図を図 5.5-1 に示す。モデルの

周囲の境界条件は鏡面反射としているため、平面方向は無限配列、高さ方向は無限長さを

仮定している。NO4F69 燃料集合体の計算モデルの寸法を表 5.5-1 に示す。計算モデルは開

示情報を元に作成した。また、不足する情報については、公開されている類似の PWR 燃料

集合体の情報を元にモデルの作成を行った。 
 UO2燃料と UO2-Gd2O3燃料の組成を表 5.5-2 に示す。燃料棒被覆管、制御棒案内シンブル

管及び計装用案内シンブル管の組成を表 5.5-3 に示す。これらの組成は平成 28 年度と平成

29 年度とで条件を変更している。平成 28 年度の NO4F69 燃料集合体の制御棒案内シンブ

ル管、計装用案内シンブル管、燃料棒被覆管は全て共通の Cr、Fe、Zr から成るジルコニウ

ム合金を仮定していた。しかし、燃料棒被覆管の仕様については、F-5 と J-6 は NDA、F-2
は低 Snジルカロイ 4と開示情報に明記されており、その他の燃料棒については不明である。

そのため、平成 29 年度の解析では全ての UO2燃料棒の被覆管は NDA であると仮定し、全

ての UO2-Gd2O3燃料棒の被覆管は低 Sn ジルカロイ 4 であると仮定した。原子数密度の算出

のために使用した密度と重量比は参考文献 8)と参考文献 9)の値を使用した。本解析では被

覆管の厚みを調節することで燃料ペレットと被覆管の間の空隙を無視しているため、被覆

管の組成はその体積増加分だけ密度が減少するよう補正された値となっている。冷却材の

原子個数密度は表 5.5-4 の値を使用した。冷却材の温度は NO4F69 燃料集合体内において均

一とし、軸方向の冷却材温度上昇が高さ位置までの積分出力に比例をしているものとして

仮定した 10)。炉心入り口部の冷却材温度を Tinlet、燃料有効長を H、炉心出口での冷却材温

度上昇が ΔT であるとすると、燃料有効長下端からの高さ z における冷却材温度は以下の式

で表される。 

𝑇𝑇(𝑧𝑧) = 𝑇𝑇𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 +
𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋
2𝐻𝐻

� cos � 𝜋𝜋
2𝐻𝐻
𝑧𝑧� 𝑑𝑑𝑑𝑑

𝑧𝑧

0
 (5.5.1) 
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この式(5.5.1)によって算出した試料の高さ位置における冷却材領域の温度を表 5.5-5に示す。

ここで、式 (5.5.1)における z は表中の燃料下端からの位置とし、 Tinlet = 562 K、

ΔT = 598 - 562 = 36 K、H = 3648 mm とした。冷却材のホウ素濃度は開示情報に記載されて

いるサイクル毎の臨界ホウ素濃度を使用し、燃焼の累積日数に応じて運転履歴より設定し

た。 

 NO4F69燃料集合体の 4サイクル燃焼の運転履歴は表 5.5-62の通りである。試験対象であ

る J-6 燃料棒の平均燃焼度は 56.2 GWd/t であり、燃料が装荷された炉心内位置の情報はあ

るものの、周囲の集合体の素性や制御棒位置の履歴は不明である。このため、試験対象位

置の燃料棒平均燃焼度に達するまで、33.20 MW/t の常に一定の出力で燃焼したものと仮定

した。この間、燃料温度は 900 K、被覆管温度は 600 Kとした。 

 NO4F69 燃料集合体は 1/8 対称性を有するため、燃焼領域は UO2燃料棒毎にそれぞれ 1

領域、UO2-Gd2O3燃料棒毎にそれぞれ 8 領域、合計 67 領域を設定した。UO2-Gd2O3燃料棒

は燃料ペレットの内側を同心円状に 8 分割し、各領域の体積は等分になるようにした。

SWAT4.0 の各燃焼ステップにおける MVP の計算では、1 バッチ当たりのヒストリ数を

10,000とし、バッチ数を 1,100とした。また、初期の 100 バッチを統計から除外した。 

図 5.5-1 NO4F69燃料集合体の解析モデル（平面図） 

2 平成 28 年度報告書では表 5.5-6に記載されている NO4F69燃料集合体運転履歴のサイクル

数を第 1サイクル-第 4サイクルと表記していたが、本報告書では開示情報の表記に合わせて

第 4サイクル-第 7サイクルに修正した。 
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表 5.5-1 NO4F69 燃料集合体の解析モデル寸法 

UO2 及び UO2-Gd2O3燃料棒 制御棒案内シンブル管 

 被覆管内径 8.05 mm  外径 約 12.2 mm 

（ペレット外径に等しい。空隙なし。）  内径 約 11.4 mm 

 被覆管外径 9.50 mm   

 配列格子間隔 約 12.6 mm 計装用案内シンブル管 

   外径 約 12.2 mm 

   内径 約 11.4 mm 

 
表 5.5-2 NO4F69 燃料集合体の燃料組成 

  UO2 燃料 UO2-Gd2O3燃料 

密度 [g/cm3] 10.41 10.08 
235U 濃縮度 [wt%] 4.5 2.0  

Gd2O3濃度 [wt%] ― 10.0  

 
表 5.5-3 被覆管、制御棒案内・計装用案内シンブル管の原子個数密度 

単位：[atoms/barn-cm] 

核種 
UO2 燃料被覆管 

UO2-Gd2O3 燃料 

被覆管 

制御棒案内管・ 

計装用案内 

シンブル管 

NDA 低 Sn Zry-4 Zry-4 

Sn 2.948E-04 3.833E-04 4.961E-04 

Fe 1.692E-04 1.253E-04 1.406E-04 

Cr 1.077E-04 6.731E-05 7.551E-05 

Nb 3.767E-05 ― ― 

Ni 5.963E-06 ― ― 

Zr 3.777E-02 3.775E-02 4.227E-02 

 
表 5.5-4 試料の冷却材原子個数密度 

単位：[atoms/barn-cm] 

核種 J6-2 J6-3 
1H 4.583E-02 4.457E-02 
16O 2.292E-02 2.228E-02 
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表 5.5-5 試料の取得位置と冷却材温度 

サンプル 

No. 

燃料上端 

からの 

距離 [mm] 

燃料下端 

からの 

距離 [mm] 

冷却材温度 

[K] 

冷却材 

平均温度 

[K] 

J6-2 
1694.4  2167.6  590.93 

590.94  
1693.3  2168.7  590.94 

J6-3 
382.8  3479.2  597.90 

597.91  
381.6  3480.4  597.91 

 
表 5.5-6 NO4F69 燃料集合体の運転履歴 

サイクル 年月日 日数 

第 4 サイクル 1997/3/11 431 

停止期間 1998/5/16 37 

第 5 サイクル 1998/6/22 421 

停止期間 1999/8/17 33 

第 6 サイクル 1999/9/19 422 

停止期間 2000/11/14 69 

第 7 サイクル 2001/1/22 419 

停止 2002/3/17 ― 

 
 

(2) 2F1ZN3 燃料集合体 
 SWAT4.0 の計算モデルは測定のため取得された燃料試料と同じ高さ位置の 2 次元無限配

列の 2F1ZN3 燃料集合体とした。2F1ZN3 燃料集合体の平面図を図 5.5-2 に示す。モデルの

周囲の境界条件は鏡面反射としているため、平面方向は無限配列、高さ方向は無限長さを

仮定している。2F1ZN3 燃料集合体の計算モデルの寸法を表 5.5-7 に示す。計算モデルは開

示情報、9×9 B 型 BWR 燃料集合体に対する燃焼ベンチマーク問題（Phase III-C）11)、使用

済燃料照射後試験データベース SFCOMPO12)に登録されている 2F1ZN3 燃料集合体情報を

使用した。 
 UO2燃料と UO2-Gd2O3燃料の組成を表 5.5-8 に示す。燃料棒被覆管、チャンネルボックス

及び水管の組成を表 5.5-9 に示す。本解析では被覆管の厚みを調節することで燃料ペレット

と被覆管の間の空隙を無視しているため、被覆管の組成はその体積増加分だけ密度が減少

するよう補正された値となっている。冷却材の原子個数密度は表 5.5-10 の値を使用した。

冷却材の温度は 2F1ZN3 燃料集合体内において均一とし、軸方向の冷却材温度上昇が高さ

位置までの積分出力に比例をしているものとして仮定した 10)。式(5.5.1)によって算出した

試料の高さ位置における冷却材領域の温度を表 5.5-11 に示す。ここで、式(5.5.1)における z
は表中の燃料下端からの位置とし、Tinlet = 551 K、ΔT = 559 － 551 = 8 K、H = 3710 mm とし
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た。ここで、炉心入り口部の冷却材温度（Tinlet）及び炉心出口での冷却材温度上昇（ΔT）
の算出に使用した炉心出口の冷却材温度、燃料有効長（H）は SFCOMPO の数値を使用し

た。冷却材のボイド率は図 5.5-3 の典型的なボイド率分布を参考に、チャンネルボックス内

側を 70%に設定した。チャンネルボックス外側及び水管内のボイド率は 0%とした。 
 2F1ZN3 燃料集合体の 5 サイクル燃焼の運転履歴は表 5.5-12 の通りである。g3 燃料棒の

軸方向の内、試験対象試料を含むノード 18 の燃焼度は 60.5 GWd/t であり、燃料が装荷され

た炉心内位置の情報はあるものの、周囲の集合体の素性や制御棒位置の履歴は不明である。

このため、ノード 18 の燃焼度に達するまで、30.91 MW/t の常に一定の出力で燃焼したもの

と仮定した。この間、燃料温度は 900 K、被覆管温度は 558.23 K とした。 
 2F1ZN3 燃料集合体は 1/8 対称性を有するため、燃焼領域は UO2燃料棒毎にそれぞれ 1 領

域、UO2-Gd2O3燃料棒毎にそれぞれ 8 領域、合計 26 領域を設定した。UO2-Gd2O3燃料棒は

燃料ペレットの内側を同心円状に 8 分割し、各領域の体積は等分になるようにした。

SWAT4.0 の各燃焼ステップにおける MVP の計算では、1 バッチ当たりのヒストリ数を

10,000 とし、バッチ数を 1,100 とした。また、初期の 100 バッチを統計から除外した。 
 

 
図 5.5-2 2F1ZN3 燃料集合体の解析モデル（平面図） 

  

97



 
表 5.5-7 2F1ZN3 燃料集合体の解析モデル寸法 

燃料棒   チャンネルボックス（Channel Box） 

  被覆管内径 9.4 mm*1   内寸 約 134 mm*2 

  （ペレット外径に等しい。空隙なし。）   厚さ 2.5 mm*2 

  被覆管外径 11.04 mm*1      

  配列格子間隔 約 14.5 mm*1 集合体  

       配列格子間隔 約 152 mm*2 

水管（Water Channel）       

  外寸 38.5 mm*2      

  厚さ 0.75 mm*2      

*1：開示情報 

*2：Phase III-C（ただし、チャンネルボックス内寸と集合体配列格子間隔については、燃料棒に関する寸法に開示情報記載値を

使用した影響により、Phase III-C の寸法と異なっている。） 

 
表 5.5-8 2F1ZN3 燃料集合体の燃料組成 

  UO2 燃料 UO2-Gd2O3燃料 

Rod ID 1 2 3 4 5 G 

密度 [g/cm3] 10.52  10.52  10.52  10.52  10.52  10.35  
235U 濃縮度 [wt%] 4.9  4.2  3.6  3.0  2.1  3.0  

Gd2O3濃度 [wt%] ― ― ― ― ― 5.0  

（注）開示情報には燃料ペレットのディッシュ及びチャンファの形状について記載されていたが、本解析では燃料ペレットは単

純な円柱形であると仮定し、その分燃料密度が低くなるよう補正した。Rod ID 1 及び G の 235U 濃縮度及び Gd2O3濃度は開

示情報の記載値を使用した。Rod ID 2～5 の 235U 濃縮度は SFCOMPO に登録されている 2F1ZN3 燃料集合体の 235U 濃縮度

を使用した。 
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表 5.5-9 燃料棒被覆管、チャンネルボックス、水管の原子個数密度 
単位：[atoms/barn-cm] 

核種 
燃料棒被覆管 チャンネルボックス、水管 

Zry-2 Zry-2 

Sn 4.444E-04 4.980E-04 

Fe 8.190E-05 9.178E-05 

Cr 6.770E-05 7.586E-05 

Ni 3.597E-05 4.031E-05 

Zr 3.789E-02 4.247E-02 

（注）燃料棒被覆管、チャンネルボックス、水管の原子個数密度は Phase III-C のジルカロイ 2 を使用

した。ただし、燃料棒被覆管の原子個数密度については、燃料棒被覆管と燃料ペレット間の空隙

を燃料棒被覆管でスミアした分、原子個数密度が低くなるよう補正した。 

 
表 5.5-10 冷却材の原子個数密度 

単位：[atoms/barn-cm] 

核種 
チャンネルボックス 

水管内（0%） 
内側（70%） 外側（0%） 

1H 1.656E-02 4.932E-02 4.932E-02 
16O 8.279E-03 2.466E-02 2.466E-02 

( )内の数値はボイド率を表す 

 
表 5.5-11 試料の取得位置と冷却材温度 

サンプル 

No. 

燃料下端 

からの 

距離 [mm] 

冷却材 

温度 

[K] 

冷却材 

平均温度 

[K] 

g3 
2664.9  558.23  

558.23  
2666.1  558.23  
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図 5.5-3 BWR 燃料の典型的な軸方向ボイド率分布 10) 
 

表 5.5-12 2F1ZN3 燃料集合体の運転履歴 

  開始日 終了日 実効照射日数 

運転（第 12 サイクル） 1996/7/26 1997/9/23 409 

定検 1997/9/23 1997/10/31 38 

運転（第 13 サイクル） 1997/10/31 1998/12/17 333 

定検 1998/12/17 1999/3/12 85 

運転（第 14 サイクル） 1999/3/12 2000/5/9 418 

定検 2000/5/9 2000/6/15 37 

運転（第 15 サイクル） 2000/6/15 2001/8/13 380 

定検 2001/8/13 2001/11/9 88 

運転（第 16 サイクル） 2001/11/9 2003/1/7 417 

  照射日数合計 1957 

 
 

5.5.3 Nd 法による燃焼度評価 
 本節における燃焼度の評価は参考文献 13)の内容を踏襲して実施した。分析対象として採取

した試料の燃焼度を Nd 法により決定する。Nd 法では生成された 148Nd の量が用いられるが、
148Ndの実効核分裂収率、147Nd及び 148Ndの中性子捕獲反応の影響を考慮しなければならない。

5.5.2 項の計算条件で実施した NO4F69 燃料集合体及び 2F1ZN3 燃料集合体の燃焼計算の結果

から、SWAT4.0 に付属する反応率計算プログラム rrc を用いて試料の中性子捕獲反応の量を

評価し、分析結果から得られる 148Nd 量に対する補正値を求める。そして、補正済の 148Nd 量、
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一核分裂当たりの実効的なエネルギー放出量、及び 148Nd の実効核分裂収率から燃焼度を評価

する。 
 燃焼計算の結果から得られた 148Nd の生成量を、試料毎に表 5.5-13 に示す。また、147Nd 及

び 148Nd の中性子捕獲反応の累積値を示した。これらの表で示した値は、148Nd 分析値に対す

る補正値を求めるために用いる。次に、235U、238U、239Pu 及び 241Pu の核分裂反応の数を、試

料毎に表 5.5-14 に示す。これらの値は、148Nd の実効収率や、一核分裂あたり発生する実効エ

ネルギーの算出に用いる。 
 燃焼計算で最終的な 148Nd の存在量として N148が得られたものとする。一方、rrc の計算に

より、148Nd の中性子捕獲反応の総数 R148C、及び 147Nd の中性子捕獲反応の総数 R147Cが得ら

れたものとする。そうすると、核分裂反応から直接生成された 148Nd の量は、 

CC RRN 147148148 −+  (5.5.2) 

である。したがって 148Nd の分析値に対する補正量 C は、これらの計算量を用いて、 

148

147148148

N
RRNC CC −+

=  (5.5.3) 

で求めることができる。同様にして計算した 3 つの試料の補正値 C を表 5.5-15 に示す。なお、

小数第 4 位を四捨五入して小数第 3 位に丸めてある。 
 148Nd の核分裂収率は核分裂する核種毎に異なる。235U、238U、239Pu 及び 241Pu について、表

5.5-16 の値が知られている。燃焼の過程では 235U、238U、239Pu、241Pu のいずれも核分裂を起こ

し、この表に掲げた収率で 148Nd を生成する。このため、燃焼過程全体の一核分裂あたりの実

効的な 148Nd の収率を求めるためには、燃焼における 235U、238U、239Pu 及び 241Pu の核分裂数

で重み付けをして平均する操作が必要である。すなわち、235U、238U、239Pu 及び 241Pu の 148Nd
核分裂収率を Y235、Y238、Y239 及び Y241、核分裂数を R235、R238、R239 及び R241 とすれば、実効

核分裂収率 Y は、 

241239238235

241241239239238238235235

RRRR
RYRYRYRYY

+++
+++

=  (5.5.4) 

で表される。同様にして計算した 3 つの試料の実効核分裂収率 Y を表 5.5-17 に示す。なお、

小数第 4 位を四捨五入して小数第 3 位に丸めてある。 
 核分裂する核種毎に核分裂反応で放出するエネルギーは異なる。235U、238U、239Pu 及び 241Pu
について、表 5.5-18 の値が知られている。燃焼過程全体の一核分裂あたりの実効的な放出エ

ネルギーを求めるためには、燃焼における 235U、238U、239Pu 及び 241Pu の核分裂数で重み付け

をして平均する操作が必要である。すなわち、235U、238U、239Pu 及び 241Pu の 1 回の核分裂に

よる放出エネルギーを E235、E238、E239及び E241とすれば、実効放出エネルギーE は、 

241239238235

241241239239238238235235

RRRR
REREREREE

+++
+++

=  (5.5.5) 

で表される。同様にして計算した 3 つの試料の実効放出エネルギーE を表 5.5-19 に示す。な

お、小数第 3 位を四捨五入して小数第 2 位に丸めてある。 
 Pu 及び 148Nd については、上述の分析（表 5.4-2 参照）により、表 5.5-20 に示すとおり、試

料毎に U 原子個数に対する原子個数比が明らかになっている。 
 燃焼率（%FIMA）の評価は次式により行う。 
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YCNdCmAmPuNpU
YCNdFIMA

/
/100% 148244241

148

⋅+++++
⋅

×=  (5.5.6) 

ここで、C は表 5.5-15 に示した 148Nd 分析値に対する補正値、Y は表 5.5-17 に示した 148Nd の

実効核分裂収率である。148Nd、U、Np、Pu、241Am 及び 244Cm は表 5.5-20 に掲げた数値を用

いる。評価された燃焼率（%FIMA）を表 5.5-21 に示す。 
 燃焼率（%FIMA）を燃焼度（MWd/t）に変換する換算係数 F は、 

243600
106022.110100

196

×
××

×××=
−EN

M
F a

 (5.5.7) 

で求められる。ここで、Naはアボガドロ数（6.02214×1023）、E は表 5.5-19 に示した一核分裂

あたり発生する実効エネルギーである。M は燃料初期組成時の重元素の原子量であり、ここ

では、UO2燃料及び UO2-Gd2O3燃料の U 同位体の原子個数と、234U の原子量 234.0410、235U
の原子量 235.0439、236U の原子量 236.0456 及び 238U の原子量 238.0508 を用いて M を算出し

た。表 5.5-22 に M の値を示す。以上の値を用いて換算係数 F を試料毎に評価した結果を表

5.5-23 に示す。また、表 5.5-21 に示した燃焼率（%FIMA）に表 5.5-23 に示した換算係数 F を

乗じて、試料毎に燃焼度を評価した結果を表 5.5-24 に示す。 
 

表 5.5-13 試料の 147Nd 及び 148Nd の生成量及び中性子捕獲反応 

試料 
経過時間 

[日] 

到達燃焼度 

[GWd/t] 

147Nd 148Nd 

中性子捕獲反応 原子個数密度 中性子捕獲反応 

(累積) [1/TIHM] [atoms/TIHM] (累積) [1/TIHM] 

J6-2 1832 56.2  2.837E+22 2.519E+24 3.420E+22 

J6-3 1832 56.2  2.854E+22 2.519E+24 3.455E+22 

g3 2205 60.5  2.890E+22 2.710E+24 4.223E+22 

 
表 5.5-14 試料の 235U、238U、239Pu 及び 241Pu の核分裂反応 

試料 
経過時間 

[日] 

到達燃焼度 

[GWd/t] 

核分裂反応(累積) [1/TIHM] 
235U 238U 239Pu 241Pu 

J6-2 1832 56.2  7.891E+25 1.063E+25 4.752E+25 1.014E+25 

J6-3 1832 56.2  7.834E+25 1.081E+25 4.785E+25 1.017E+25 

g3 2205 60.5  8.848E+25 1.254E+25 4.772E+25 9.841E+24 

 
表 5.5-15 148Nd 分析値に対する補正値 C 

試料 補正値 C 

J6-2 1.002  

J6-3 1.002  

g3 1.005  

 
 

102



表 5.5-16 148Nd の核分裂収率（England and Rider, 1994） 

核種 
式 (5.5.4) の 

記号 
収率 (%) 

235U Y235 1.67366 
238U Y238 2.112485 
239Pu Y239 1.64212 
241Pu Y241 1.932103 

 
表 5.5-17 148Nd の実効核分裂収率 Y 

試料 実効収率 Y [%] 

J6-2 1.713  

J6-3 1.713  

g3 1.715  

 
表 5.5-18 一核分裂あたりの放出エネルギー（JAERI-1320） 

核種 
式 (5.5.5) の 

記号 

エネルギー 

[MeV] 
235U E235 202.18 
238U E238 205.87 
239Pu E239 210.91 
241Pu E241 213.22 

 
表 5.5-19 一核分裂当たり発生する実効エネルギーE 

試料 実効エネルギー [MeV] 

J6-2 206.03  

J6-3 206.05  

g3 205.78  

 
表 5.5-20 試料の燃焼度の評価に用いる原子個数比 

単位：[atoms／Total-U] 

試料 J6-2 J6-3 g3 
148Nd 1.130E-03 8.232E-04 1.153E-03 

U 1.000E+00 1.000E+00 1.000E+00 

Np 9.315E-04 9.421E-04 9.247E-04 

Pu 1.218E-02 1.080E-02 1.172E-02 
241Am 7.640E-05 7.911E-05 7.156E-05 
244Cm 1.495E-04 1.530E-04 1.576E-04 

（注）下線の数値は SWAT4.0 の計算値である。 
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表 5.5-21 試料の燃焼率の評価結果 

試料 J6-2 J6-3 g3 

燃焼率 [%FIMA] 6.120  4.543  6.254  

 
表 5.5-22 燃料初期組成時の重元素の原子量 M 

試料 J6-2 J6-3 g3 

重元素の原子量 237.9117  237.9117 237.8998  

 
表 5.5-23 試料の換算係数 F 

試料 J6-2 J6-3 g3 

換算係数 [MWd/t／%FIMA] 9670.7  9672.0  9659.9  

 
表 5.5-24 燃焼度の評価結果 

試料 J6-2 J6-3 g3 

燃焼度 [GWd/t] 59.19  43.94  60.41  
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5.6 照射履歴を考慮した SWAT4.0 計算結果と測定値との比較 
 
 5.5.3 項において Nd 法により決定した燃焼度を使用して、出力履歴を考慮した NO4F69 燃

料集合体及び 2F1ZN3 燃料集合体の燃焼計算を実施し、核種生成量の計算結果と測定値を比

較した。計算システム及び計算条件は燃焼度と出力履歴を除き、5.5.1 項及び 5.5.2 項に記載

されている内容と同一とした。 
 NO4F69 燃料集合体における試験対象燃料棒の出力履歴を図 5.6-19)に示す。ここで、図中の

Rod7 が集合体内位置 J-6 に対応している。燃焼計算では、図 5.6-1 の Rod7 の出力履歴に対し

て 5.5.3 項の Nd 法で決定した J6-2 及び J6-3 の燃焼度と等しくなるように補正を加えた出力履

歴を設定した。SWAT4.0 の冷却期間に関しては、平成 28 年度から一部の設定を変更した。

平成 28 年度の SWAT 燃焼計算では冷却期間を全ての核種で 2014 年 8 月 1 日まで（4520 日）

に設定し、実際の測定日との差は核種毎に半減期で補正していた。しかし、この方法では着

目核種における他の核種の崩壊による生成を十分に考慮できていなかった。そのため、特に

他核種の崩壊による生成の影響の大きい U、Gd、Eu 同位体については、運転終了日から各同

位体の分離日までをそれぞれ設定し、分離日と測定日の差を核種毎に半減期で補正した 3。そ

の他の核種については他核種の崩壊による生成の影響が小さいため、平成 28 年度と同様の取

扱いとした。 
 2F1ZN3 燃料集合体における g3 燃料棒のノード 18 の出力履歴を図 5.6-2 に示す。燃焼計算

では、図 5.6-2 の出力履歴に対して 5.5.3 項の Nd 法で決定した g3 の燃焼度と等しくなるよう

に補正を加えた出力履歴を設定した。SWAT4.0 の冷却期間は、上記 J6-2 及び J6-3 試料の場

合と同様、U、Gd、Eu 同位体については運転終了日から各同位体の分離日までを設定し、そ

の他の核種については運転終了日から 2015 年 6 月 1 日まで（4528 日）を設定した。そして、

冷却終了日からそれぞれの核種の測定日までは核種毎の半減期で補正した。 
 出力履歴を考慮した燃焼計算により得られた核種生成量の計算値と測定値とを比較した結

果を表 5.6-1、表 5.6-2 及び図 5.6-3、図 5.6-4 に示す。 
 235U について、J6-2 及び J6-3 の C/E 値はそれぞれ 1.10、1.06 であり、平成 28 年度に報告し

た同じ NO4F69 燃料集合体の試料である F5-1、F2-2 及び F2-3 と同様に、測定値に対して計算

値が過大評価する傾向となった。g3 の C/E 値は 1.06 であることから、PWR、BWR に関わら

ず 235U は過大評価の傾向にある。これらの結果から、何らかの原因により燃焼度を過小評価

している可能性が考えられる。 
 FP については、C/E 値の 1 からの差異が大きい核種が多く見られた。特に、J6-2、J6-3 は、

F5-1、F2-2 及び F2-3 よりも C/E 値の 1 からの差異が大きい傾向が見られた。この原因として

は、J6-2、J6-3 及び g3 の測定では 5.3.6 項「(1) UTEVA 分離操作」で示したように燃料溶解

試料の分取した試料量が少なく、測定時に十分な信号強度を得られなかったことが影響を与

えた可能性がある。 

                                                      
3影響の大きい崩壊の例としては、238Pu のα崩壊による 234U の生成、154Eu の β 崩壊による 154Gd
の生成、155Eu の β 崩壊による 155Gd の生成、151Sm の β 崩壊による 151Eu の生成が挙げられる。 
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156Gd、157Gd、158Gd については、JENDL-4.0 における 156Eu の(n,γ)断面積の過大評価 14)の影

響があると考えられる。そこで、5.7節において 156Euの(n,γ)断面積が更新された JENDL-4.0u1

を用いた解析を実施した。 

99Tc は J6-2、J6-3、g3 すべての試料について C/E値の 1からのずれが 100%以上の過大評価

となっており、F5-1、F2-2及び F2-3と同様の傾向であった。この原因として、Tcは酸化状態

によっては揮発し易く、使用済燃料試料の溶解操作時に発生するガスと共に放出された可能

性があり、そのため測定値が実際よりも過小に評価されたことが考えられる。 

図 5.6-1 NO4F69燃料集合体の試験対象燃料棒の出力履歴 9) 

図 5.6-2 2F1ZN3 燃料集合体の試験対象燃料棒の出力履歴 
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表 5.6-1 計算値と測定値の核種生成量の比較（U、Pu、Nd） 

試料名 J6-2 J6-3 g3 

燃焼度 [GWd/t] 59.19  43.94  60.41  

核種 C/E 
234U 1.06  1.03  1.00  
235U 1.10  1.06  1.06  
236U 0.99  0.99  0.99  
238U 1.00  1.00  1.00  

238Pu 1.05  1.03  0.99  
239Pu 1.06  1.04  1.07  
240Pu 1.01  1.00  0.99  
241Pu 1.01  0.98  0.97  
242Pu 0.96  0.96  0.93  
142Nd 1.03  1.07  1.12  
143Nd 1.07  1.05  1.05  
144Nd 0.98  0.99  0.99  
145Nd 1.01  1.01  1.01  
146Nd 1.01  1.01  1.01  
148Nd 1.00  1.00  1.00  
150Nd 1.01  1.01  1.01  
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表 5.6-2 計算値と測定値の核種生成量の比較（FP） 

試料名 J6-2 J6-3 g3 

燃焼度 [GWd/t] 59.19  43.94  60.41  

核種 C/E 
133Cs 1.30  1.46  1.06  

134Cs * 1.28  1.10  1.30  
137Cs * 1.18  1.12  1.13  

151Eu 0.13  0.35  0.43  
153Eu 1.17  0.97  0.99  

154Eu * 1.30  1.20  1.30  
155Eu * 1.16  1.11  1.13  
144Sm** ― ― ― 

147Sm 0.95  0.96  0.96  
148Sm 1.46  0.99  1.00  
149Sm 0.66  0.79  0.90  
150Sm 1.18  0.92  0.95  
152Sm 1.00  0.92  0.91  
154Sm 1.24  0.92  0.93  
152Gd 0.10  0.08  0.25  
154Gd 1.53  1.15  1.17  
155Gd 0.92  0.86  1.04  
156Gd 1.16  0.59  0.78  
157Gd 0.22  0.20  0.50  
158Gd 2.57  1.19  1.91  
160Gd 0.58  0.64  0.74  
95Mo 1.26  1.44  1.03  
99Tc 3.56  2.84  2.11  

101Ru 1.23  1.38  0.99  
103Rh 1.21  1.51  1.10  
109Ag 1.04  1.16  0.98  

*    γ 線測定核種 

**144Sm は計算値が無いため比較していない。 
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（エラーバーは C/E 値の不確かさ±3σ） 
図 5.6-3 計算値と測定値の核種生成量の比較（U、Pu、Nd） 

 
 
 
 

 

（エラーバーは C/E 値の不確かさ±3σ） 
図 5.6-4 計算値と測定値の核種生成量の比較（FP） 
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5.7 156Eu の核データに JENDL-4.0u1 を使用した解析結果 
 
 5.5 節及び 5.6 節で実施した SWAT 燃焼計算では、核データとして JENDL-4.0 を使用してい

た。しかし、JENDL-4.0 において 156Eu の(n,γ)断面積が過大評価されていることが指摘されて

おり 14)、JENDL-4.0 の修正ファイルである JENDL-4.0u1 では 156Eu の(n,γ)断面積が更新されて

いる。そこで、本節では 156Eu の核データのみ JENDL-4.0u1 を使用し、その他の核種の核デー

タは従来の JENDL-4.0 を使用する条件で 5.5 節及び 5.6 節の解析を再度実施した。 
 

5.7.1 Nd 法による燃焼度評価 
再計算により得られた燃焼度評価の結果を表 5.7-1 から表 5.7-9 に示す。燃焼度評価に必要

となる 148Nd の核分裂収率、一核分裂あたりの放出エネルギー及び燃料初期組成時の重元素の

原子量 M は 5.5.3 項の表 5.5-16、表 5.5-18 及び表 5.5-22 に掲載しているため、ここでの掲載

は省略した。 
 

表 5.7-1 試料の 147Nd 及び 148Nd の生成量及び中性子捕獲反応 

試料 
経過時間 

[日] 

到達燃焼度 

[GWd/t] 

147Nd 148Nd 

中性子捕獲反応 原子個数密度 中性子捕獲反応 

(累積) [1/TIHM] [atoms/TIHM] (累積) [1/TIHM] 

J6-2 1832 56.2  2.838E+22 2.519E+24 3.417E+22 

J6-3 1832 56.2  2.854E+22 2.519E+24 3.454E+22 

g3 2205 60.5  2.888E+22 2.710E+24 4.222E+22 

 
表 5.7-2 試料の 235U、238U、239Pu 及び 241Pu の核分裂反応 

試料 
経過時間 

[日] 

到達燃焼度 

[GWd/t] 

核分裂反応(累積) [1/TIHM] 
235U 238U 239Pu 241Pu 

J6-2 1832 56.2  7.893E+25 1.062E+25 4.751E+25 1.014E+25 

J6-3 1832 56.2  7.836E+25 1.080E+25 4.784E+25 1.017E+25 

g3 2205 60.5  8.850E+25 1.252E+25 4.772E+25 9.836E+24 

 
表 5.7-3 148Nd 分析値に対する補正値 C 

試料 補正値 C 

J6-2 1.002  

J6-3 1.002  

g3 1.005  
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表 5.7-4 148Nd の実効核分裂収率 Y 

試料 実効収率 Y [%] 

J6-2 1.713  

J6-3 1.713  

g3 1.715  

 
表 5.7-5 一核分裂当たり発生する実効エネルギーE 

試料 実効エネルギー [MeV] 

J6-2 206.02  

J6-3 206.05  

g3 205.78  

 
表 5.7-6 試料の燃焼度の評価に用いる原子個数比 

単位：[atoms／Total-U] 

試料 J6-2 J6-3 g3 
148Nd 1.130E-03 8.232E-04 1.153E-03 

U 1.000E+00 1.000E+00 1.000E+00 

Np 9.302E-04 9.416E-04 9.234E-04 

Pu 1.218E-02 1.080E-02 1.172E-02 
241Am 7.631E-05 7.891E-05 7.143E-05 
244Cm 1.494E-04 1.529E-04 1.572E-04 

（注）下線の数値は SWAT4.0 の計算値である。 

 
表 5.7-7 試料の燃焼率の評価結果 

試料 J6-2 J6-3 g3 

燃焼率 [%FIMA] 6.120  4.543  6.254  

 
表 5.7-8 試料の換算係数 F 

試料 J6-2 J6-3 g3 

換算係数 [MWd/t／%FIMA] 9670.7  9671.9  9659.8  

 
表 5.7-9 燃焼度の評価結果 

試料 J6-2 J6-3 g3 

燃焼度 [GWd/t] 59.19  43.94  60.41  
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5.7.2 照射履歴を考慮した SWAT4.0 計算結果と測定値との比較 
 再計算により得られた燃焼度を使用して、出力履歴を考慮した NO4F69 燃料集合体の燃焼

計算を実施し、核種生成量の計算結果と測定値を比較した。 
 核種生成量の計算値と測定値とを比較した結果を表 5.7-10、表 5.7-11 に示す。表 5.7-10 と

表 5.7-11 の右側半分は 156Eu を含む全ての核種について JENDL-4.0 を使用した場合（J40 と表

記）と 156Eu のみ JENDL-4.0u1 を使用した場合（J40u1 と表記）の C/E 値を比較している。156Eu 
に JENDL-4.0u1 を使用した場合、156Gd、157Gd、158Gd の C/E 値への影響が大きいことが分か

る。図 5.7-1 に Gd の C/E 値の J40 と J40u1 の比較を示す。JENDL-4.0u1 を使用することによ

り、156Gd は C/E 値が大きくなる方向に変化し、157Gd と 158Gd は C/E 値が小さくなる方向へ変

化した 4。元々C/E 値が著しく過小評価傾向であった 157Gd は JENDL-4.0u1 の使用により C/E
値がさらに小さくなるなど、全ての Gd 同位体 C/E 値の根本的な改善とはならなかったもの

の、C/E 値が 1.0 から大きく外れていた J6-2 と g3 の 158Gd など、一部の C/E 値には大きな改

善が見られた。 
 

表 5.7-10 計算値と測定値の核種生成量の比較（U、Pu、Nd） 

試料名 J6-2 J6-3 g3 J6-2 J6-3 g3 

燃焼度[GWd/t] 59.19  43.94  60.41        

核種 C/E J40u1 / J40 - 1 [%] 
234U 1.06  1.03  1.00  0.24  0.00  -0.04  
235U 1.10  1.06  1.06  -0.13  -0.03  -0.16  
236U 0.99  0.99  0.99  0.00  0.00  0.01  
238U 1.00  1.00  1.00  0.00  0.00  0.00  
238Pu 1.05  1.02  0.99  -0.11  -0.06  -0.17  
239Pu 1.06  1.04  1.07  -0.11  -0.07  -0.25  
240Pu 1.01  1.00  0.99  0.12  0.11  -0.07  
241Pu 1.00  0.98  0.97  -0.28  -0.19  -0.22  
242Pu 0.96  0.96  0.93  -0.08  0.08  0.05  
142Nd 1.03  1.07  1.12  -0.08  -0.01  -0.14  
143Nd 1.07  1.05  1.05  -0.05  -0.02  -0.07  
144Nd 0.98  0.99  0.99  0.03  0.01  0.04  
145Nd 1.01  1.01  1.01  0.01  0.01  -0.01  
146Nd 1.01  1.01  1.01  -0.01  -0.01  0.01  
148Nd 1.00  1.00  1.00  0.00  0.00  0.00  
150Nd 1.01  1.01  1.01  -0.01  0.00  -0.01  

  
                                                      
4 157Gd と 158Gd の C/E 値の減少は、156Eu の(n,γ)断面積の減少により 157Eu 及び 158Eu の生成量

が減少し、それに伴いそれらの β 崩壊による 157Gd 及び 158Gd の生成量が減少したためと考え

られる。また、156Gd の C/E 値の増加は、156Eu の(n,γ)断面積の減少により 156Eu の残存量が増

加した結果、156Eu の β 崩壊による 156Gd の生成量が増加したためと考えられる。 
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表 5.7-11 計算値と測定値の核種生成量の比較（FP） 

試料名 J6-2 J6-3 g3 J6-2 J6-3 g3 

燃焼度[GWd/t] 59.19  43.94  60.41        

核種 C/E J40u1 / J40 - 1 [%] 
133Cs 1.30  1.46  1.06  0.03  0.00  0.03  

134Cs * 1.28  1.11  1.30  -0.13  0.11  -0.18  
137Cs * 1.18  1.12  1.13  0.00  0.00  0.00  

151Eu 0.13  0.35  0.42  -1.32  -0.13  -0.26  
153Eu 1.17  0.97  0.99  -0.02  0.00  0.06  

154Eu * 1.31  1.20  1.29  1.00  0.10  -0.19  
155Eu * 1.18  1.11  1.13  2.12  -0.02  0.14  
144Sm** ― ― ― ― ― ― 

147Sm 0.95  0.96  0.97  -0.02  0.06  0.06  
148Sm 1.46  0.99  1.00  0.02  -0.06  -0.07  
149Sm 0.66  0.79  0.90  -0.19  0.05  -0.20  
150Sm 1.18  0.92  0.95  -0.01  -0.01  -0.02  
152Sm 1.01  0.92  0.91  0.19  -0.06  0.04  
154Sm 1.24  0.92  0.93  -0.02  -0.01  -0.02  
152Gd 0.10  0.08  0.25  -0.21  -0.07  -0.30  
154Gd 1.52  1.15  1.17  -0.74  0.08  -0.18  
155Gd 0.92  0.86  1.04  -0.51  -0.03  0.13  
156Gd 1.37  0.65  0.91  17.47  11.20  16.08  
157Gd 0.09  0.10  0.21  -59.35  -49.31  -57.09  
158Gd 1.35  0.77  1.01  -47.50  -35.22  -47.11  
160Gd 0.58  0.64  0.74  -0.02  -0.02  -0.01  
95Mo 1.26  1.44  1.03  0.00  0.01  0.01  
99Tc 3.56  2.84  2.11  -0.01  0.01  0.03  

101Ru 1.23  1.38  0.99  0.00  0.01  0.01  
103Rh 1.21  1.51  1.10  0.02  0.01  0.00  
109Ag 1.04  1.16  0.98  -0.08  0.01  -0.01  

*    γ 線測定核種 

**144Sm は計算値が無いため比較していない。  
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（エラーバーは C/E 値の不確かさ±3σ） 

図 5.7-1 計算値と測定値の核種生成量の比較(Gd) 
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5.8 まとめ 
 

 2011 年 3 月に発生した 1F の事故で生じた燃料デブリを処理し、廃炉を安全に進めるため

に、燃料デブリの性状を正確に把握しなければならない。その際、使用される計算コード及

び核データの精度を向上させるためには、実測値と比較した評価が必要である。平成 29 年度

は、大飯発電所 4 号機の NO4F69 燃料集合体の集合体位置 J-6（平均燃焼度 56.2 GWd/t）から

J6-2 と J6-3 の 2 試料、同燃料集合体の集合体位置 F-5（平均燃焼度 56.7 GWd/t）から F5-2 と

F5-3 の 2 試料、そして福島第二原子力発電所 1 号機の 2F1ZN3 燃料集合の集合体内位置 g3（平

均燃焼度 56.5 GWd/t）から 1 試料の合計 5 試料について、各試料中に存在している U、Pu を

含む TRU 元素や FP を定量した。そして、Nd 法により燃焼度を評価し、得られた燃焼度を用

いて、J6-2、J6-3 及び g3 試料について統合燃焼計算コードシステム SWAT4.0 による燃焼計

算を行い、実測値と計算値から C/E 値を求めて比較した。235U については、測定値に対して

計算値が過大評価となり、平成 28 年度に報告した F5-1、F2-2 及び F2-3 と同様の結果となっ

た。FP についても、C/E 値の 1 からの差異が大きい核種が多く見られた。また、156Eu の核

データに JENDL-4.0u1 を利用した計算の結果、158Gd の C/E 値に大きな改善が見られた。 
 平成 30 年度は、J6-1、F5-2、F5-3、F2-1 試料の実試料分析を行い、測定値と計算値の比較

を行う予定である。それらの結果も含めて、測定値と計算値の差異の原因分析を進める予定

である。また、平成 28 年度から一部の評価方法を見直した点に関して、今回新たに採用した

評価方法を用いて平成 28 年度に報告した F5-1、F2-2 及び F2-3 の再評価を行う予定である。

他には、SFCOMPO データベースに収録されている類似の PWR、BWR 燃料の測定値と今回

の試料の測定値との比較を行い、測定値の妥当性を評価する予定である。 
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第Ⅲ編 臨界条件評価手法の整備（実験に関する部分）
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第 6 章 STACY 更新炉原子炉本体の整備 

本章では、STACY 更新炉の実験準備として、平成 29 年度の事業の結果を報告する。以下、

本体施設整備に先だって実施した解体工事について「6.1 溶液系 STACY の解体撤去」で述べ

る。また、新設設備の設計等について、「6.2 STACY 更新炉原子炉本体の設計」、更新後に

構成する炉心に係る検討について「6.3 STACY 更新炉の基本炉心検討」及び「6.4 STACY 更

新炉の実験炉心の検討」で述べる。さらに、実験準備室の整理及び光ケーブルの敷設作業の

詳細を「6.5 実験準備室の整備」に、高精度水位計モックアップ試験の結果を「6.6 高精度水

位計のモックアップ試験」で述べる。

6.1 溶液系 STACY の解体撤去 

6.1.1 目的及び概要 

(1) 目的

STACY 更新炉の設置に先立ち、既設の STACY（平成 21 年 3 月 11 日付け 20 諸文科科第

2058 号以前に許可を受けたもの。以下「溶液系 STACY」という。）のうち、溶液燃料を取

り扱った設備を中心に、既存の設備から分離を行うとともに更新後には使用しない設備・

機器の解体撤去を行う。

(2) 概要

定常臨界実験装置 STACY は、溶液燃料を使用する臨界実験装置から棒状燃料と軽水減

速材を使用する臨界実験装置（STACY 更新炉）に更新する計画である。STACY 更新炉で

は、今後、溶液燃料を用いた臨界実験を行わないため、溶液燃料の貯蔵管理に必要な設備

と更新後に使用しない設備との分離作業を行う。また、STACY 更新炉の原子炉本体は、こ

れまで溶液系 STACY の原子炉本体を設置していた炉室に設置する。このため、原子炉本

体の設置で干渉しうる設備・機器の解体撤去を行う。

本件は、平成 29 年度事業として実施した内容を報告するものである。STACY 更新に関

する既存設備分離・解体撤去作業については、平成 30 年度事業においても引き続き実施す

る。

6.1.2 成果報告 

H29 年度事業において実施した解体撤去及び既存設備との分離箇所を下記に示す。 
(1) 主な解体撤去機器

機器番号
又は盤番号

機器名称
又は盤名称

既設
設置場所 備考 

1 G/L-RV-11114 600φ非均質炉心タンク 
１F 
炉室(S) 
フード内

排気系接続含む。

2 L-GB-11142 安全棒弁ボックス
１F 
炉室(S) 
フード内

内部バルブ、配管、計器
も解体撤去。配管ライ
ンは壁際で閉止。

3 14-56-010 GB 系排気配管 
1F 
炉室(S) 
フード内

作動確認 GB 用配管 
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4  L-HD-11144 炉室フード 
１F 
炉室(S)内 

エアロック室のみ撤
去。気密担保要求せず。 

5  G-LT-11104 サーボ型液位計 
１F 
炉室(S) 
フード内 

ベントガス配管ライン
は炉下室で閉止。 

6  G-M-11102A 触針式液位計 A 
１F 
炉室(S) 
フード内 

排気系接続含む。 

7  G-X-11114AB 安全板駆動装置 A，B 
１F 
炉室(S) 
フード内 

排気系接続含む。 

8  G-LP-11112 サーボ型液位計中継箱 
１F 
炉室(S) 
フード内 

800W×250D×600H 
配線も含む。 

9  L-LP-11115B GB 警報盤 B 
１F 
炉室(S) 
フード内 

400W×300D×700H 
配線も含む。 

10  － メンテナンス給排気制御盤 
１F 
炉室(S) 
フード内 

配線も含む。 

11  L-LP-11115D GB 警報盤 D 
炉 下 室
(S)MB1F 

500W×350D×700H 
配線も含む。負圧計の
み移設。 

12  L-P-11172 配管ヒータ分岐盤 
炉 下 室
(S)MB1F 

1000W×450D×1900H 
配線はケーブルダクト
に収納。チャンネルベ
ースも撤去。 

13  － 実験架台（天板含む） 
１F 
炉室(S) 
フード内 

 

14  G-P-11120 高速給液ポンプ 
炉 下 室
(S)B1F 

GB 内ダイヤフラム部
分は撤去せず、ＧＢ外
側モータ部のみ撤去。
配線も撤去。 

15  G-P-11121 低速給液ポンプ A 炉 下 室
(S)B1F 

GB 内ダイヤフラム部
分は撤去せず、ＧＢ外
側モータ部のみ撤去。
配線も撤去。 

16  L-P-11122 低速給液ポンプ B 
炉 下 室
(S)B1F 

GB 内ダイヤフラム部
分は撤去せず、ＧＢ外
側モータ部のみ撤去。
配線も撤去。 

17  排気主ダクト 給気フィルタ 炉 下 室
(S)B1F 

 

 

(2) 主な既存設備の分離 

 設備名称 系統 作業場所 備考 

1  溶液燃料給排液系配管 G-P-11104-S4L-20A 炉室(S)  

2  安全棒弁ボックス 本体座金 炉室(S)  

3  水反射体供給系系統 L-PW-11103-S4-80A 炉下室(S)  

4  炉室(S)換気空調設備系統 L-EXH-11106-S4-80A 
炉室(S) 
炉下室(S)  
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5  槽ベント設備 A系統 G-VG-11501-S4L-25A 
炉室(S) 
炉下室(S)  

6  その他の設備 計装用空気系統(IA) 炉室(S)  

7  その他の設備 圧縮空気設備系統 
(ELA) 

炉室(S)  

8  その他の設備 真空設備系統(HVN) 炉室(S)  

9 1 実験棟 A建家換気空調装置 排気主ダクト 
給気フィルタ 

炉下室(S)  

 

6.1.3 放射性廃棄物の処理 

(1) 放射性廃棄物の処分 

① 廃棄物の処理処分 

 汚染物と放射化物を分類し、原則 200 リットルドラム缶に収納し、廃棄する。必要に

応じて定型容器（1m3）も使用する。 

② 廃棄物の区分による処理方法 

1) 放射化物の廃棄方法 

・原則 200リットルドラム缶に収納し、必要に応じて定型容器（1m3）も使用することと

する。収納の際は梱包不要とするが、細かい細断物等を廃棄する場合は内袋が必要と

する。切断作業に付随して発生する切粉は２重梱包とする。 

・容器に収納することが困難な長物廃棄物はそのまま梱包廃棄処理も可能とする。 

2) 汚染物の廃棄方法 

・原則 200リットルドラム缶に収納し、廃棄する。必要に応じて定型容器（1m3）も使用

することとする。 

③ 放射性廃棄物の情報管理 

 汚染及び放射化廃棄物の情報を記録し表示する。サンプル採取による分析情報を廃棄

物ごとに管理することとする。 

 

(2) 作業結果 

 本作業において解体撤去を行った設備・機器及び既存設備との分離の写真を図 6.1-1～

図 6.1-26に示す。 

121



 

   

図 6.1-1 600φ非均質炉心タンク撤去前及び撤去後 

 

   

図 6.1-2安全棒弁ボックス撤去前及び撤去後 

 

   

図 6.1-3 GB系排気配管撤去前及び撤去後 
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図 6.1-4炉室フード（エアロック）撤去前及び撤去後 

 

   

図 6.1-5サーボ型液位計撤去前及び撤去後 

 

   

図 6.1-6触針式液位計 A及び安全板駆動装置 A，B撤去前及び撤去後 
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位
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図 6.1-7サーボ型液位計中継箱撤去前及び撤去後 

   

図 6.1-8 GB警報盤 B撤去前及び撤去後 

   

図 6.1-9メンテナンス給排気制御盤撤去前及び撤去後 

   

図 6.1-10 GB警報盤 D撤去前及び撤去後 
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図 6.1-11配管ヒータ分岐盤撤去前及び撤去後 

 

   

図 6.1-12実験架台（天板含む）撤去前及び撤去後 

   

図 6.1-13高速給液ポンプ撤去前及び撤去後 
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図 6.1-14低速給液ポンプ A撤去前及び撤去後 

   

図 6.1-15低速給液ポンプ B撤去前及び撤去後 

   

図 6.1-16給気フィルタ撤去前及び撤去後 
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図 6.1-17溶液燃料給排液系配管分離前及び分離後 

   

図 6.1-18安全棒弁ボックス分離前及び分離後 

   

図 6.1-19水反射体供給系系統分離前及び分離後 

   

図 6.1-20炉室(S)換気空調設備系統分離前及び分離後 
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図 6.1-21槽ベント設備 A系統分離前及び分離後 

   

図 6.1-22 その他の設備（計装用空気系統(IA)）分離前及び分離後 

 

   

図 6.1-23その他の設備（圧縮空気設備系統(ELA)）分離前及び分離後 
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図 6.1-24 その他の設備（真空設備系統(HVN)）分離前及び分離後 

 

     

図 6.1-25実験棟 A建家換気空調装置（排気主ダクト）分離前及び分離後 

 

     

図 6.1-26実験棟 A建家換気空調装置（給気フィルタ）分離前及び分離後 
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6.1.4 まとめ  

 STACY更新炉の設置に先立ち、溶液燃料の貯蔵管理に必要な設備と更新後に使用しない

設備との分離作業及び STACY更新炉（原子炉本体）の設置で干渉しうる設備・機器の解体

撤去を行った。STACY 更新に関する既存設備分離・解体撤去作業については、平成 30 年

度事業においても引き続き実施する。 
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6.2 STACY 更新炉原子炉本体の設計 

 

6.2.1 目的及び概要 

(1) 目的 

 臨界実験による臨界マップ検証に向けた STACY 更新炉原子炉本体の整備は、更新後に

使用しない現行 STACY 施設の原子炉本体及び計測制御系統施設等の主要部分を解体・撤

去した後、更新炉に適合させるため継続使用設備の改造及び更新炉原子炉本体等の新設機

器の製作・据付を実施する手順で進める。 

 本事業では平成 29 年度事業として以下の作業を行う。 

 主要機器（安全板装置、給水停止スイッチ、最大給水制限スイッチ、給排水系）の一

部部品の購入 

 給水停止ポンプ、ヒータ、可動装荷物駆動装置等の各設備の制御盤 

 許認可の進捗に対応した許認可用設計図の改訂 

 実験棟 A の耐震改修 

 なお、STACY 更新炉原子炉本体の整備は、平成 31 年度に臨界を達成して実験を開始す

ることを目処に整備を進める計画であった。しかし、平成 29 年に申請した本体施設の設計

及び工事の方法の認可（以下「設工認」という。）に係る審査に当初の予想を超えた長期間

を要し、平成 31 年 3 月現在も審査中である。これにより、主要な改造工事及び主要な新設

機器の製作の着手が遅延するため、平成 29 年度事業計画を平成 30 年度末まで上記の検討

を実施した。また、認可取得遅延に伴い、平成 28 年度事業で見直した STACY 更新炉の整

備工程計画に基づいて、整備工程表の見直しを再度実施した。 

 

(2) 概要 

① STACY 更新炉の概要 

 STACY 更新炉は水位制御方式による臨界実験装置である。炉心は棒状燃料を格子板に

配列することによって構成する。構成した炉心は上部開放型の竪型円筒形炉心タンク内

に設置する。減速材及び反射材となる軽水は、地下の炉下室(Ｓ)のダンプ槽より炉心タ

ンクにポンプで供給する。STACY 更新炉原子炉本体の概略系統図を図 6.2.1-1 に示す。

概略系統図に示される範囲は新設機器として整備し、これらの新設機器を炉室(Ｓ)及び

炉下室(Ｓ)に据え付けるために既設の炉室フード及び実験装置架台を改造して整備する。

また、STACY 更新炉の操作・監視機能、インターロック回路、安全保護回路、警報回路

は、現行の制御盤等を改造して整備する。 

 更新 STACY 施設全体の設備構成とその構成設備が整備計画で新たに製作するものか、

既設設備を改造して使用するものかを整理して表 6.2.1-1 に示す。 

 

② 平成 29 年度事業の概要 

 平成 28 年度事業に引き続き、整備工程上早期に着手する必要がある以下の 1)、2)に示

す主要な新設機器及び購入品について、必要な製作及び工場検査を実施し、要求事項を

満足することを確認した。また、3)に示すように、許認可の進捗に対応して申請書用構造

図を見直し、規制要求に対応する改訂を行った。さらに、許認可状況を踏まえて講じ工
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程表を見直した。これらに加え、STACY 更新炉を設置する実験棟 A の耐震改修工事を実

施した。 

 

1) 主要機器の一部部品の購入 

 以下に示す機器の製作に必要な部品又は治具を購入した。 

・安全板装置 

・給水停止スイッチ 

・最大給水制限スイッチ 

・給排水系主要弁 

 

2) 制御盤等製作 

 以下に示す盤類について製作及び工場検査を実施した。 

・給水ポンプ制御盤 

・ヒータ制御盤 

・ヒータ制御監視装置 

・可動装荷物駆動装置中継盤 

・可動装荷物駆動装置制御盤 

 

3) 許認可進捗対応 

 平成 29 年度より継続している設工認の審査コメントに対応し、以下の機器に係る申請

書用構造図及び添付計算書を見直し、規制要求に対応する改訂を行った。 

 

・炉心タンク、格子板フレーム 

・実験装置架台、移動支持架台 

・起動用中性子源 

・炉室フード 

・棒状燃料収納容器 

・その他の主要な計装 

・給水停止スイッチ 

・最大給水制限スイッチ 

・ダンプ槽 

・安全板駆動装置 

・可動装荷物駆動装置 

 

4) 整備工程表の見直し 

 許認可期間の長期化を反映し、平成 26 年度事業で作成し、平成 27 年度事業及び平成

28 年度事業で見直した更新計画を改定した。 
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5) 実験棟 A の耐震改修

STACY 更新炉を設置する実験棟 A について、耐震改修工事を行い、STACY 更新炉設

置工事の準備を整えた。 
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図 6.2.1-1 STACY 更新炉の概略系統図 
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表 6.2.1-1 STACY 施設の設備構成と整備計画（1/2） 

原子炉本体 

燃料体 

ウラン棒状燃料（既存）

○ ウラン棒状燃料（新規）

原子炉容器 

○ 炉心タンク 

○ 内部構造物 

その他主要な事項 

△ 起動用中性子源 

△ 炉室フード（実験装置架台） 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

核燃料貯蔵設備 

棒状燃料貯蔵設備 

棒状燃料貯蔵設備Ⅱ 

○ 棒状燃料収納容器(棒状燃料収納容器架台） 

△ 溶液燃料貯蔵設備 

粉末燃料貯蔵設備 

△ ウラン酸化物燃料貯蔵設備

△ 使用済ウラン黒鉛混合燃料貯蔵設備 

計測制御系統施設 

計装 

核計装 

その他主要な計装 

○ 最大給水制限スイッチ 

○ 給水停止・排水開始スイッチ 

○ サーボ型水位計

○ 炉心温度計 

○ 高速給水流量計、低速給水流量計 

炉室（S)、炉下室（S)線量率計 

○ ダンプ槽温度計 

○ ダンプ槽電導度系 

△ 監視操作盤 

△ モニタ盤

炉室線量率計盤 

安全保護回路 

△ 原子炉停止回路 

STACY主電源盤 

制御設備 

制御材 

○ 安全板（安全板装置 原子炉停止系） 

制御材駆動設備 

○ 給排水系 

○ 安全板駆動装置 

○ 温度制御設備 

その他主要な事項 

制御室 

△ インターロック（反応度制御回路）

△ 警報回路 
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表 6.2.1-1 STACY 施設の設備構成と整備計画（2/2） 

放射性廃棄物の廃棄施設 

気体廃棄物の廃棄施設 

液体廃棄物の廃棄施設 

固体廃棄物の廃棄施設 

放射線管理施設 

屋内管理用の主要な設備 

屋外管理用の主要な設備 

原子炉格納施設 

炉室（S) 

その他主要な事項 

△ 炉室（S)換気空調設備 

その他試験研究用等原子炉の附属施設 

非常用電源設備 

主要な実験設備 

○ 実験用装荷物 

パルス中性子派生装置 

その他主要な事項 

グローブボックス 

その他 

△ 共用換気空調設備、分析設備 

上記以外 

凡例：○新設 △改造 

6.2.2 成果報告 

(1) 部品購入

① 実施内容

設工認取得前に実施できる作業として、以下に示す部品等の調達（購入又は製作）を

実施した。 

1) 安全板装置の製作に必要な部品の購入

安全板装置の製作に必要な部品として、表 6.2.2-1 に示す部品を購入した。部品受け入

れに当たっては員数検査を行い、員数、型式、仕様等が適切であることを確認した。 

2) 給水停止スイッチ等の製作に必要な部品の購入

給水停止スイッチ及び最大給水制限スイッチの製作に必要な部品として、表 6.2.2-2 に

示す部品を購入した。部品受け入れに当たっては員数検査を行い、員数、型式、仕様等

が適切であることを確認した。 

3) 給排水系主要弁製作用部材の調達

表 6.2.2-3 に示す給排水系の主要弁（一部）の製作に必要な部材として、木型（鋳造品

の鋳型を作成するための木製型）を調達した。調達に当たっては員数検査を行い、員数、

型式、仕様等が適切であることを確認した。 
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4) 急速排水弁のモックアップ試験

STACY 更新炉の原子炉停止系である実機弁を想定したモックアップ試験を行い、急速

排水弁の許可上の要求性能（開時間 1 秒以内）を満足できることを確認した。 

② 実施結果

1) 安全板装置の製作に必要な部品の購入

安全板装置の製作に必要な部品として、表 6.2.2-1 に示す部品を購入した。受け入れに

当たっては以下の条件で、員数、型式、仕様等が適切であることを確認した。 

i) 確認場所

富士電機(株)川崎工場

神奈川県川崎市川崎区田辺新田 1-1

ii) 確認日

平成 31 年 3 月 25 日（月）

iii) 確認結果

合格 

2) 給水停止スイッチ等の製作に必要な部品の購入

給水停止スイッチ及び最大給水制限スイッチの製作に必要な部品として、表 6.2.2-2 に

示す部品を購入した。部品受け入れに当たっては以下の条件で、員数、型式、仕様等が

適切であることを確認した。 

i) 確認場所

(株)スギノマシン 早月事業所

富山県滑川市栗山 2880

ii) 確認日

平成 31 年 3 月 22 日（金）

iii) 確認結果

合格 

3) 給排水系主要弁製作用部材の調達

表 6.2.2-3 に示す給排水系の主要弁（一部）の製作に必要な部材として、木型（鋳造品

の鋳型を作成するための木製型）を調達した。調達に当たっては以下の条件で員数検査

を行い、員数、仕様等が適切であることを確認した。調達した木型のうち主要なものを

図 6.2.2-1 に示す。 

i) 確認場所

平田バルブ工業株式会社

新潟県魚沼市田戸 121-1
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ii) 確認日

平成 31 年 3 月 22 日（金）

iii) 確認結果

合格 

4) 急速排水弁のモックアップ試験

モックアップ試験として、実機を想定した弁（モックアップ弁）を製作し、許可上の

要求性能（開時間 1 秒以内）を満足することを確認した。モックアップ試験の系統図を

図 6.2.2-2 に示す。 

i) 試験手順

1. 試験用操作盤の操作により、三方電磁弁を励磁状態から非励磁状態に切り替える

（スクラム信号の発信を模擬）

2. モックアップ弁の開リミットスイッチが ON になった時間をメモリハイコーダで記

録する。

3. 1.の時間と 2.の時間の差から、モックアップ弁開時間を算出する。

ii) 試験ケース

圧力と温度をパラメータとして、以下に示す 7 ケースを実施した。

弁状態 
温度条件 

常温 40℃ 70℃ 

大気圧（無負荷） ① － － 

水圧 0.34 MPa 以上 ② ④ ⑥ 

水圧 0.68 MPa 以上 ③ ⑤ ⑦ 

丸数字はケース番号 

iii) 試験結果

 表 6.2.2-4 に急速排水弁モックアップ試験の結果を示す。試験の結果、すべてのケース

において判定条件を満足し、急速排水弁の許可上の要求性能（開時間 1 秒以内）を満足

できることを確認した。 
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(2) 制御盤等製作

① 実施内容

設工認取得前に実施できる作業として、以下に示す設工認範囲外の盤の製作及び工場

検査を行った。それぞれの検査の概要を表 6.2.2-5 に示す。 

盤名称 

試験・検査 

材

料

検

査 

外

観

検

査 

寸

法

検

査 

塗

装

検

査 

配

線

検

査 

絶

縁

抵

抗

試

験 

耐

電

圧

試

験 

シ

｜

ケ

ン

ス

検

査 

ル

｜

プ

試

験 

電

流

表

示

試

験 

単

体

性

能

試

験 

給水ポンプ制御盤 － ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ － ◎ ◎ 

ヒータ制御盤 － ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ － ◎ 

ヒータ制御監視盤 － ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ － ◎ 

可動装荷物駆動装置中

継盤 A 

－ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ － － ◎ 

可動装荷物駆動装置制

御盤 

－ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ － － ◎ 

◎：全数メーカー立会検査、○：記録確認検査 
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② 実施結果

工場検査の実施結果を下表に示す。すべての検査について、要求仕様を満足すること

を確認した。 

盤名称 

試験結果（実施日※及び結果） 

材

料

検

査 

外 

観 

検 

査 

寸 

法 

検 

査 

塗 

装 

検 

査 

配 

線 

検 

査 

絶 

縁 

抵 

抗 

試 

験 

耐 

電 

圧 

試 

験 

シ 

｜ 

ケ 

ン 

ス 

検 

査 

ル 

｜ 

プ 

試 

験 

電 

流 

表 

示 

試 

験 

単 

体 

性 

能 

試 

験 

給水ポンプ制

御盤 

－ 3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

－ 3/22 

良 

3/22 

良 

ヒータ制御盤 － 3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

－ 3/22 

良 

ヒータ制御監

視盤 

－ 3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

－ 3/22 

良 

可動装荷物駆

動装置中継盤 A 

－ 3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

－ － 3/22 

良 

可動装荷物駆

動装置制御盤 

－ 3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

3/22 

良 

－ － 3/22 

良 

※日付はいずれも平成 31 年

(3) 許認可進捗対応

① 実施内容

設工認安全審査中にコメント対応のために変更が必要となった設計内容について、こ

れまで実施した詳細設計の適合性を確認し、必要に応じて設計仕様、設計図面の見直し

及びその妥当性確認として耐圧強度計算及び耐震強度計算を実施した。また、設計見直

しの内容を構造図、配置図、系統図及び当該機器の工事の方法を示す工事フローシート

に反映又は新たに作成した。図面、計算書等について、コメント内容を反映した改訂を

行った。 

主な実施内容を以下に示す。 

1) 架台申請図の詳細化対応

STACY 更新炉の炉心本体及び棒状燃料収納容器を設置する架台については溶液系

STACY の設工認申請においては耐震評価のみ実施し、詳細設計は申請範囲に含まれてい

なかったが、新規制基準対応として新たに詳細設計を申請に含めることとした。 
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2) 改造後の炉室フード申請図の詳細化対応

炉室(S)内の炉室フードは耐震クラス C（一般産業設備レベル）であり、また炉心を設

置する実験装置架台及び棒状燃料貯蔵設備Ⅱを設置する架台とは耐震上独立しているた

め重要度の低い設備としていたが、新規制基準対応として、重要度にかかわらず詳細な

設計を設工認申請書に含めることとした。 

3) その他の機器の申請図の詳細化対応

新規制基準対応として、使用前検査対象以外の詳細寸法、構造等を構造図に追加する

こととし、詳細化した構造図を作成した。 

4) 工事フローシートへの炉心の性能検査との関連性追記

STACY の改造に当たっては、解体撤去、耐震改修等、工事のホールドポイント毎に使

用前検査が可能となったときに受検するものとして設工認及び使用前検査の申請を行っ

ていたが、運転再開時の炉心の使用前検査（性能検査）を実施する時期に全使用前検査

をまとめて実施することとなり、各設備の工事フローシートを改定し、炉心の性能検査

との関連を記載した。 

② 実施結果

1) 架台設計の詳細化

詳細化した実験装置架台申請図について、図 6.2.2-3 に示す。また、移動支持架台及び

棒状燃料収納容器架台の図をそれぞれ図 6.2.2-4 及び図 6.2.2-5 に示す。 

2) 改造後の炉室フード構造の詳細化

詳細化した炉室フードの構造図を図 6.2.2-6 に示す。

3) その他の機器の構造図の詳細化

構造図を詳細化した主要な機器の申請用図面を図 6.2.2-7(1)~(7)に示す。

(1) 炉心タンク

(2) 格子板フレーム

(3) 最大給水制限スイッチ

(4) 給水停止スイッチ

(5) 安全板駆動装置

(6) ダンプ槽

(7) 可動装荷物駆動装置

4) 工事フローシートへの炉心の性能検査との関連性追記

炉心の性能検査との関連性を追記した主要な機器の工事フローシートを

図 6.2.2-8(1)~(7)に示す。 

(1) 炉心タンク、格子板フレーム等の工事フローシート
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(2) 炉室フード改造の工事フローシート

(3) 棒状燃料収納容器及び棒状燃料収納容器架台の工事フローシート

(4) 最大給水制限スイッチ及び給水停止スイッチの工事フローシート

(5) 安全板及び安全板駆動装置の工事フローシート

(6) ダンプ槽の工事フローシート

(7) 可動装荷物駆動装置の工事フローシート

(4) 整備工程表の見直し

① 実施内容

平成 26 年度事業の検討で、STACY 更新炉の整備に必要な主要作業の内容と所要期間

を整理し、各作業内容と作業エリア等の条件から生じる前後関係、相互依存関係を考慮

して合理的な実施順序を定め、クリティカルパスを明確にした整備工程表を作成した。

その後、設置変更許可申請の審査に予定より大幅な長期間を要したことに伴い、整備工

事の着手時期の変更が必要となり、平成 27 年度事業及び平成 28 年度事業の検討で、整

備工程表の見直しを実施した。 

 その検討では、平成 29 年 8 月に申請した設工認の安全審査を経て、平成 30 年度の初

めに改造工事、新設機器の製作に着手する工程計画とした。しかし、設工認の安全審査

が想定を超えて長期間を要したため、さらに整備工事の着手時期の変更が必要となり、

整備工程表の見直しを再度実施した。 

② 実施結果

平成 26 年度事業で検討した主要作業の所要期間と実施順序により作成し、平成 27 年

度事業及び平成 28 年度事業で見直した STACY 更新炉の整備工程計画に基づいて、

STACY 更新炉の整備工程表を再度見直した結果を表 6.2.2-6 に示す。 

(5) 実験棟 A 耐震改修

STACY 更新炉を設置する実験棟 A は、平成 19 年の建築基準法改正に対応するため、建

家壁の 1 カ所に耐震スリット（加振時に破壊されることで構造を守る）を作成する必要が

ある。耐震スリットの構造を図 6.2.2-9 に示す。当該工事は平成 29 年 11 月 29 日に設計及

び工事の方法の認可を申請し、平成 30 年 7 月 5 日付けで認可を取得して工事を行い、平成

30 年 12 月 21 日に完了した。 

6.2.3 まとめ 

 平成 29 年に申請した設計及び工事の方法の認可（設工認）の安全審査が当初の想定を超

えた期間を要しているため、平成 29 年度事業は、平成 29 年及び平成 30 年の 2 箇年にわた

り、設工認取得前に実施できる内容として主要機器の部品購入及び一部制御盤等の製作を

実施したほか、設工認安全審査中に受けた審査コメントを反映するための設計図書（構造

図、計算書、工事フローシート等）の改訂を行った。また、平成 28 年度事業で見直した工

事計画に審査期間の長期化を反映し、再度当該計画の見直しを行った。 

主な成果は以下のとおりである。 

142



(1) 部品購入

・STACY 更新炉で使用する一部機器（安全板装置、給水停止スイッチ、最大給水制限ス

イッチ、給排水系主要弁）について、設工認範囲外の部品を調達し、員数、型式、仕様

等が適切であることを確認した。 

(2) 制御盤等製作

・STACY 更新炉で使用する盤類（給水ポンプ制御盤、ヒータ制御盤、ヒータ制御監視装

置、可動装荷物駆動装置制御盤、可動装荷物駆動装置中継盤）について、一部の製作を

行い、受け入れ検査を行った。

(3) 許認可進捗対応

・STACY 更新炉の設計図書について、設工認の安全審査において受けたコメントを反映

し、以下の機器について設計図書及び計算書の改訂を行った。

・炉心タンク、格子板フレーム

・実験装置架台、移動支持架台

・起動用中性子源

・炉室フード

・棒状燃料収納容器

・その他の主要な計装

・給水停止スイッチ

・最大給水制限スイッチ

・ダンプ槽

・安全板駆動装置

・可動装荷物駆動装置

(4) 整備工程表の見直し

・平成 26 年度事業で作成し、平成 27 年度事業及び平成 28 年度事業で見直した STACY

更新炉の整備工程表について、再度見直しを行った。

(5) 実験棟 A の耐震改修

・STACY 更新炉を設置する実験棟 A について、耐震改修工事を実施し、STACY 更新炉

を設置する準備を整えた。
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表 6.2.2-1 安全板装置の製作に必要な部品 

表 6.2.2-2 給水停止スイッチ等の製作に必要な部品 

給水停止スイッチ駆動装置の部品（電装品を除く） 

最大給水制限スイッチ駆動装置の部品（電装品を除く） 
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表 6.2.2-2 給水停止スイッチ等の製作に必要な部品（つづき） 

給水停止スイッチ及び最大給水制限スイッチの部品（電装品） 

表 6.2.2-3 部材調達の対象とした給排水系の主要弁等 

表 6.2.2-4 急速排水弁モックアップ試験結果 

ケース 負荷 水温 
開時間（秒） 判定 

<0.7 秒 1 回目 2 回目 3 回目 

① 大気圧 15℃※ 0.360 0.344 0.344 良 

② 0.34MPa 18℃ 0.352 0.344 0.360 良 

③ 0.68MPa 15℃ 0.360 0.352 0.336 良 

④ 0.34MPa 40℃ 0.344 0.352 0.352 良 

⑤ 0.68MPa 40℃ 0.352 0.344 0.360 良 

⑥ 0.34MPa 71℃ 0.352 0.336 0.344 良 

⑦ 0.68MPa 71℃ 0.352 0.352 0.360 良 

※水無しのケースであるので弁箱の温度
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表 6.2.2-5 工場製作段階の検査概要（1/5） 

№ 検査項目 検査概要 備  考 

1 材料検査  機器構造図、詳細図に材料証明要求の記載がある材料

について、記載とおりの材料であることを材料メーカの

発行する材料検査成績書（ミルシート）により、当該

JIS 規格を満足していることを確認する。 

ただし、JIS 規格に適合しない材料（カドミウム、B4C

含有材等）は、メーカ発行の品質管理部門等が確認（サ

イン、社印等）した材料証明書等で確認を行うものとす

る。 

平成 29 年度事業では

該当なし 

2 法定溶接検査 法定溶接検査対象の容器、配管（炉心タンク等）の溶

接部については、溶接の方法の認可を取得するととも

に、溶接に係る試験検査を原子力規制庁に申請し、受検

して合格証等を含めた申請書、報告書等のコピーをメー

カから JAEA に提出する。なお、溶接は、原子力規制庁

から認可された溶接士が行う。 

平成 29 年度事業では

該当なし 

3 溶接作業中検

査 

溶接の作業要領(主に溶接方法、使用溶接棒、姿勢、

シールドガスの種類、開先確認及び仕上がり外観）が製

作要領書（溶接施行要領書）に記載の内容に従い実施さ

れていることを確認する。また、実施した溶接士が、

JIS 等の公的機関の有する溶接士であることを確認す

る。  

平成 29 年度事業では

該当なし 

4 非破壊検査

（PT） 

耐圧部及び耐震上の強度を必要とする溶接部につい

て、液体浸透探傷検査(JIS Z 2343)を実施し、溶接部の健

全性を確認する。なお、対象箇所については、工場検査

要領書に溶接線図を添付して明示する。 

平成 29 年度事業では

該当なし 
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表 6.2.2-5 工場製作段階の検査概要（2/5） 

№ 検査項目 検査概要 備  考 

5 外観検査 以下の項目について、目視又は触手にて確認する。 

・機器又は盤の構造が機器構造図、詳細図又は盤外形図

の記載とおりであること。 

・機器又は盤の外表面に使用上有害な欠陥(スリキズ、

当てキズ、カエリ等)、汚れ及び異常な変形のないこ

と。 

・溶接部の割れ、アンダーカット、スパッタ等有害な欠

陥のないこと。 

・角部に使用上の有害な鋭利な角部がないこと。

・装置内又は盤内配線については、ねじれ等が無く結束

されていること。 

・主要構成機器又は盤内機器について、機器構造図、詳

細図又は盤外形図に記載の員数及び配置に相違無いこ

と。 

・取付けボルト、基礎ボルトの呼び径及び員数が機器構

造図、詳細図の記載とおりであること。 

・銘板取付け位置及び銘板に記載された内容（字体、大

きさ、レイアウト、線の太さ等）が銘板図又は盤外形図

の記載とおりであること。また、銘板の表面に傷、汚れ

等がないこと。 

以下の機器について

実施 

・給水ポンプ制御盤

・ヒータ制御盤

・ヒータ制御監視盤

・可動装荷物駆動装

置中継盤 

・可動装荷物駆動装

置制御盤 

6 寸法検査 ・機器又は盤について、機器構造図、詳細図又は盤外形

図に記載の主要寸法及びボルトピッチを鋼製巻尺、ノギ

ス等の測定箇所に適した測定器具を用いて測定を行い、

許容値以内であることを確認する。 

以下の機器について

実施 

・給水ポンプ制御盤

・ヒータ制御盤

・ヒータ制御監視盤

・可動装荷物駆動装

置中継盤 

・可動装荷物駆動装

置制御盤 

7 未臨界寸法検

査 

 機器構造図、詳細図記載の未臨界寸法について、鋼製

巻尺、ノギス等の測定箇所に適した測定器具を用いて測

定を行い、未臨界寸法以上であることを確認する。 

平成 29 年度事業では

該当なし 
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表 6.2.2-5 工場製作段階の検査概要（3/5） 

№ 検査項目 検査概要 備  考 

8 耐圧漏えい検

査 

容器、配管について、設計圧力又は最高使用圧力の

1.5 倍の水圧（水圧での実施が困難場合は、設計圧力又

は最高使用圧力の 1.25 倍の気圧）にて所定時間保持

後、容器、配管からの漏れ、異常な変形等が無いことを

確認する。 

なお、開放容器については、満水試験とし、水張り水

位は上部フランジの 50 ㎜下方までとする。 

平成 29 年度事業では

該当なし 

9 配線検査 以下の項目について目視にて確認する。 

・盤外形図に基づき、圧着端子等の端末処理状態が適切

に処置されていること。 

・盤外形図に基づき、配線色別が適切であること。

・展開接続図に基づき、端子番号、線番号が適切に接続

されていること。 

・所定の端子間で導通があること。

以下の機器について

実施 

・給水ポンプ制御盤

・ヒータ制御盤

・ヒータ制御監視盤

・可動装荷物駆動装

置中継盤 

・可動装荷物駆動装

置制御盤 

10 絶縁抵抗検査 外線端子－アース間の絶縁抵抗を絶縁抵抗計にて規定

電圧を印加し、耐電圧検査前・後で所定の絶縁抵抗値以

上であることを確認する。 

以下の機器について

実施 

・給水ポンプ制御盤

・ヒータ制御盤

・ヒータ制御監視盤

・可動装荷物駆動装

置中継盤 

・可動装荷物駆動装

置制御盤 

11 耐電圧検査 外線端子－アース間に規定電圧を 1 分間印加し、絶縁

破壊及び異臭のないことを確認する。また、耐電圧検査

前・後の絶縁抵抗を規定電圧にて測定し、絶縁抵抗の著

しい低下が無いことを確認する。 

以下の機器について

実施 

・給水ポンプ制御盤

・ヒータ制御盤

・ヒータ制御監視盤

・可動装荷物駆動装

置中継盤 

・可動装荷物駆動装

置制御盤 
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表 6.2.2-5 工場製作段階の検査概要（4/5） 

№ 検査項目 検査概要 備  考 

12 単体性能試験  機器設計図書で要求されている性能（速度、インター

ロック等）が、個別装置、機器として満足していること

を、模擬入力又は実運転により確認する。（検査用の仮

盤を使用する） 

以下の機器について

実施 

・給水ポンプ制御盤 

・ヒータ制御盤 

・ヒータ制御監視盤 

・可動装荷物駆動装

置中継盤 

・可動装荷物駆動装

置制御盤 

13 ループ試験  計装回路について、計測側より模擬信号又は実信号を

入力して盤側の計測値の表示から計装ループの組合せ性

能を確認する。 

以下の機器について

実施 

・ヒータ制御盤 

・ヒータ制御監視盤 

14 シーケンス試

験（インター

ロック、警報

試験含む） 

 模擬信号又は実信号を入力して、インターロックがイ

ンターロックロジック図とおりに作動すること、所定の

条件で警報が発報することを確認する。 

以下の機器について

実施 

・給水ポンプ制御盤 

・ヒータ制御盤 

・ヒータ制御監視盤 

・可動装荷物駆動装

置中継盤 

・可動装荷物駆動装

置制御盤 

15 塗装検査 以下の項目について目視にて確認する。 

・塗装外面について、たれ、塗りむら・色むら、はが

れ、キズ、剥離、汚れ等有害な欠陥が無いこと。 

・外表面の塗装色が、所定の塗装色であること。 

以下の機器について

実施 

・給水ポンプ制御盤 

・ヒータ制御盤 

・ヒータ制御監視盤 

・可動装荷物駆動装

置中継盤 

・可動装荷物駆動装

置制御盤 

16 購入品検査  機器構造図、詳細図記載の購入品（センサー、モー

タ、駆動装置等）について、員数、型式、仕様等が記載

とおりであることを確認する。 

平成 29 年度事業購入

品について実施 
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表 6.2.2-5 工場製作段階の検査概要（5/5） 

№ 検査項目 検査概要 備  考 

17 洗浄・内部点

検 

機器の洗浄作業完了後、外面、内面を目視にて、清浄

度の確認を行い、ごみ、ほこり、錆び等の有害な異物及

び汚れがないことを確認する。 

平成 29 年度事業では

該当なし 

18 出荷検査 出荷前に以下の項目を目視にて確認する。 

・出荷案内、サプライリスト等のとおりの員数であるこ

と。 

・梱包状態に損傷、歪み等の異常のないこと。

・梱包要領書（梱包要領書がある場合）とおりの梱包で

あること。 

・トラック等の荷姿状態に、壊れ、歪み、固縛の異常等

がないこと。 

平成 29 年度事業では

該当なし 

150



表 6.2.2-6 STACY 更新炉の整備工程表 

Ⅰ．許認可*1

Ⅱ．既存設備の改造工事

Ⅲ．STACY更新炉の製作・据付

▲

＊１：許認可工程の「設置変更許可時期」「設工認申請・認可時期及び分割申請」については想定である。

④電気・計装工事

(5)運転・調整

平成32年度

①ポンプ、弁等（給排水系設備）

②電気ヒータ/保温/制御盤

(4)新設機器据付工事

①燃料棒収納容器架台据付（炉室(S)）

②炉心タンク、安全板等据付（炉室(S)）

③給排水系機器・配管据付（主に炉下室(S)）

(2) 主要機器材料手配/工場製作

①炉心タンク、格子板（原子炉本体）

②安全板装置、ダンプ槽（制御設備）

③水位計測装置（主要計装）

④燃料棒収納容器（燃料貯蔵設備）

(3) 主要購入品手配

(1)改造設工認/改造設計

(2) 既設備改造工事

①炉室（S) 炉室フード改造

②炉室（S) 試験装置架台改造

③制御室盤/現場盤改造

(1) 新設設工認/製作設計

⑤ 燃料棒

(1) 設置変更許可

(2) 設工認

① 解体撤去（第1回）

② 炉本体（第2回）
(フード改造、原子炉本体、燃料貯蔵設備）

③ 炉本体（第3回）（炉心、制御設備）

④ 炉本体（第4回）
（治具、既設燃料貯蔵設備改造）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

契約

初
臨
界

・炉室フード改造後に実施

・炉室フード改造後に実施

・炉室フード内 架台整備後に実施

・本体設工認（第2回）認可後に製作着手 ・炉室フード内架台整

備後に現地出荷

・本体設工認（第3回）認可後に着手

・本体設工認（第2回）認可後に着手

・本体設工認（第3回）認可後に着手
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図 6.6.2-9 耐震改修工事（スリット）詳細図 
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6.3 STACY更新炉の基本炉心検討 

 

6.3.1 STACY更新炉の基本炉心の安全板配置 

(1) 目的 

 STACY更新炉は、緊急遮断のための停止装置として、カドミウム製の安全板を備えてい

る。カドミウム安全板は、炉心の性状に応じて 2 基以上設置される。適切な停止余裕を確

保できる安全板の挿入位置は炉心によって異なるが、格子板の強度を確保する観点からは、

安全板を挿入するスリットの数は最小限、かつ相互に適切な距離が確保されていることが

望ましい。本章では、STACY更新炉の格子板を設計するに当たり、機械設計上の要請と核

的な要請を両立するための安全板スリット位置を検討する。 

 

(2) 概要 

 安全板配置検討に当たり、炉心構成の範囲内で、STACY更新炉の許可条件である原子炉

停止余裕を満足できる安全板位置をサーベイする。評価対象は STACY 更新炉で使用する

予定である 235U濃縮度 5 wt%及び許可上の最大濃縮度である 10 wt%の炉心とし、臨界水位

は炉心構成の最小値から最大値まで、40 cm、70 cm、110 cm、140 cmとする。 

 以上の炉心構成範囲について、MVP2.0を用いた安全板評価を行い、全炉心について核的

制限値を満足できるスリット位置を見いだした。 

 

6.3.2 成果報告 

(1) 調査仕様 

① 基本炉心評価 

 STACY 更新炉の炉心構成条件を表 6.3-1 に示す。本検討では、評価対象は STACY 更

新炉で使用する予定である 235U濃縮度 5 wt%及び許可上の最大濃縮度である 10 wt%の炉

心とし、臨界水位は炉心構成の最小値から最大値まで、40 cm、70 cm、110 cm、140 cmの

炉心について、臨界となる棒状燃料本数を評価した。また、格子間隔は、基本炉心用に

製作予定である格子板として、1.27 cm、1.50 cm 及び 2.54 cm とした。なお、格子間隔

2.54 cm の炉心は、1.27 cm 格子板に棒状燃料を 1 本飛ばしで配列する。減速材には中性

子吸収材は加えず、温度は 25℃とした。以下これらの炉心を「基本炉心」という。 

 計算には連続エネルギーモンテカルロコード MVP-2.0１）及び評価済核データ JENDL-

3.3２）を用いた。臨界とみなす中性子実効増倍率の値（以下「臨界バイアス」という。）

は、JAEAの臨界実験装置である TCAの臨界実験データ３）をMVP-2.0 及び JENDL-3.3 を

用いて評価した結果から、0.997とした。 

 炉心形状は正方形とし、正方形に配列して臨界とならない場合は、正方形の周囲に、

対称になるよう、1 本ずつ棒状燃料を追加して臨界調整を行った。モンテカルロ計算のヒ

ストリー数は 300 万粒子（1万粒子×500 バッチのうち 200 バッチ除去；１標準偏差は約

0.05%程度）とし、計算結果の中性子実効増倍率が臨界バイアスから１標準偏差以内とな

ったときに臨界とした。なお、棒状燃料の本数は離散的であるため、１標準偏差以内と

なる計算結果が得られないケースがあるが、その場合は最も臨界バイアスに近い炉心を

臨界炉心とした。 
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② 安全板による原子炉停止余裕評価 

 前節で求めた炉心に対し、安全板による原子炉停止余裕を評価した。安全板は最小数

である 2 基を炉心中央部に並行に挿入するものとし、挿入位置をパラメータとして、ワ

ンロッドスタックマージン及び全数挿入時の中性子実効増倍率を評価、それらの値が核

的制限値を満足する挿入位置を探索した。 

 STACY更新炉の安全板の設計条件を表 6.3-2 に、構造図を図 6.3-1 に示す。計算では、

設計条件より保守的な結果を得るため、以下の条件をおいた。 

（ア）安全板の厚みは、実機よりも薄く 1.25 mmとする。また、カドミウム部の厚み

は、実機よりも薄く 0.3 mmとする。 

（イ）安全板の幅は、実機よりも狭く、20 cmとする。 

（ウ）核的制限値である最大過剰反応度 80セントを考慮する。 

（エ）安全板挿入時の水位上昇を計算モデルに反映させる。 

（オ）モンテカルロ計算に付随する不確かさを保守的に評価するため、標準偏差の 3

倍を計算結果に加える。 

 

表 6.3-1 STACY更新炉の炉心構成条件 

項目 条件 

235U濃縮度 10 wt%以下 

減速材対棒状燃料

体積比 

0.9以上 11以下 

（格子間隔 1.09~2.55 cmに相当） 

燃料棒本数 50以上 900 以下 

（未臨界炉心では下限制限無し） 

臨界水位 40 cm以上 140 cm以下 

温度 70℃以下（本評価では使用しない） 

原子炉停止余裕 安全板全数挿入時の 

  中性子実効増倍率 0.985 以下 

最大反応度価値を持つ安全板挿入失敗時の 

  中性子実効増倍率 0.995 以下 

 

表 6.3-2 安全板の設計条件 

名称 安全板 解析条件 

中性子吸収材 カドミウム 同左 

吸収材有効幅 20 cm以上 20 cm 

全厚さ 約 2 mm 1.25 mm 

吸収材厚さ 0.5 mm 0.3 mm 

吸収材有効長 約 150 cm 150 cm 

最高使用温度 80 ℃ 25℃ 
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(2) 調査結果 

① 基本炉心評価 

 STACY更新炉の臨界炉心を表 6.3-3に示す。また、STACY更新炉の基本炉心用として

製作する 1.27 cmピッチ格子板及び 1.50 cmピッチ格子板上で構成する炉心について、臨

界水位と棒状燃料本数の関係を図 6.3-2に示す。 

 

表 6.3-3 STACY更新炉の臨界炉心 

235U濃縮度 

（wt%） 

格子間隔 

（cm） 

臨界水位 

（cm） 

棒状燃料本数 

（本） 

5 1.27 140. 404 

5 1.27 110. 420 

5 1.27 70. 463 

5 1.27 40. 647 

5 1.5 140. 244 

5 1.5 110. 251 

5 1.5 70. 277 

5 1.5 40. 371 

5 2.54 140. 201 

5 2.54 110. 210 

5 2.54 70. 243 

5 2.54 40. 406 

10 1.27 140. 292 

10 1.27 110. 297 

10 1.27 70. 328 

10 1.27 40. 441 

10 1.5 140. 173 

10 1.5 110. 176 

10 1.5 70. 190 

10 1.5 40. 242 

10 2.54 140. 95 

10 2.54 110. 97 

10 2.54 70. 106 

10 2.54 40. 141 
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② 安全板による原子炉停止余裕評価 

 前節で評価した臨界炉心について、安全板挿入時の中性子実効増倍率を評価した結果

を表 6.3-4 に示す。表中の挿入位置 X は、安全板挿入位置の炉心中央からの距離を表わ

している（図 6.3-3 参照）また、これらの評価結果から、臨界水位 40 cm、70 cm、110 cm、

140 cmの 4水位すべてでワンロッドスタックマージン基準（最大反応度価値を有する安

全板 1 枚挿入不能時に中性子実効増倍率 0.995 以下）を満足できる最大の挿入位置を評

価した結果を表 6.3-5 に示す。これにより、STACY 更新炉の安全板設計に必要なパラメ

ータを取得することができた。 

 また、安全板挿入枚数が 2 枚の場合、ワンロッドスタックマージン基準を満足できる

炉心では原子炉停止余裕に係る制限値（安全板全数挿入時の中性子実効増倍率 0.985 以

下）を満足することができるが、原子炉停止余裕についても解析を行った。結果を表 6.3-

6に示す。同表より、全炉心について原子炉停止余裕に係る制限値を満足できることが分

かる。 

 

6.3.3 まとめ 

 STACY更新炉の炉心について、臨界評価を行い、炉心構成の範囲内で構成できる炉心を

サーベイした。また、サーベイで得られた炉心に対して安全板による原子炉停止余裕の評

価を行い、格子板に作成する安全板挿入スリットの位置について、必要な性能を得られる

設計パラメータを取得した。 

 今後は、本評価で得られた条件を満足する格子板スリット位置を検討し、実機の設計に

反映する。また、STACY更新炉は太平洋沿岸部に位置するため未臨界板（津波による関す

維持に未臨界を維持するための手動挿入タイプの安全板）を必要とするため、未臨界板の

位置についても検討し、設計に反映する。 

 

参考文献 

1) Nagaya, Y., Okumura, K., Mori, T., & Nakagawa, M. (2005). MVP/GMVP II : General 

purpose monte carlo codes for neutron and photon transport calculations based on continuous 

energy and multigroup methods. JAERI 1348 

2) Keiichi, S. (2002). Japanese evaluated nuclear data library version 3 revision-3: JENDL-3.3. 

Journal of NUCLEAR SCIENCE and TECHNOLOGY, 39(11), 1125-1136 

3) Miyoshi, Y., Arakawa, T. (1998), "CRITICAL ARRAYS OF LOW-ENRICHED UO2 FUEL 

RODS WITH WATER-TO-FUEL VOLUME RATIOS RANGING FROM 1.5 TO 3.0", LEU-

COMP-THERM-006, NEA/NSC/DOC/(95)03/IV Volume IV, Japan Atomic Energy Research 

Institute 
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図 6.3-2(1) STACY更新炉の臨界水位と棒状燃料棒本数 

（1.27 cmピッチ格子板） 

 

 

図 6.3-2(2)  STACY更新炉の臨界水位と棒状燃料棒本数 

（1.50 cmピッチ格子板） 
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図 6.3-3 安全板の挿入位置 X 

 

表 6.3-4(1) STACY更新炉の安全板評価結果（ワンロッドスタックマージン基準） 

（235U濃縮度 5 wt%、格子間隔 1.27 cm） 

235U濃縮度 

（wt%） 

格子間隔 

(cm) 

挿入位置

X 

(cm) 

○：OK（keff+3σ<0.995）、-：NG 

臨界水位 

40 cm 

臨界水位 

70 cm 

臨界水位 

110 cm 

臨界水位 

140 cm 

5 1.27 0.635 〇 〇 〇 〇 

5 1.27 1.905 〇 〇 〇 〇 

5 1.27 3.175 〇 〇 〇 〇 

5 1.27 4.445 〇 〇 〇 〇 

5 1.27 5.715 〇 〇 〇 〇 

5 1.27 6.985 〇 〇 〇 〇 

5 1.27 8.255 〇 〇 〇 〇 

5 1.27 9.525 〇 〇 〇 〇 

5 1.27 10.8 〇 〇 〇 〇 

5 1.27 12.07 〇 〇 〇 〇 

5 1.27 13.34 〇 〇 〇 〇 

5 1.27 14.61 〇 〇 〇 〇 

5 1.27 15.88 - - 〇 〇 

 

  

197



 

表 6.3-4(2) STACY更新炉の安全板評価結果（ワンロッドスタックマージン基準） 

（235U濃縮度 5 wt%、格子間隔 1.50 cm） 

235U濃縮度 

（wt%） 

格子間隔 

(cm) 

挿入位置

X 

(cm) 

○：OK（keff+3σ<0.995）、-：NG 

臨界水位 

40 cm 

臨界水位 

70 cm 

臨界水位 

110 cm 

臨界水位 

140 cm 

5 1.5 0.75 〇 〇 〇 〇 

5 1.5 2.25 〇 〇 〇 〇 

5 1.5 3.75 〇 〇 〇 〇 

5 1.5 5.25 〇 〇 〇 〇 

5 1.5 6.75 〇 〇 〇 〇 

5 1.5 8.25 〇 〇 〇 〇 

5 1.5 9.75 〇 〇 〇 〇 

5 1.5 11.25 〇 〇 〇 〇 

5 1.5 12.75 〇 〇 〇 〇 

5 1.5 14.25 - - 〇 〇 

 

表 6.3-4(3) STACY更新炉の安全板評価結果（ワンロッドスタックマージン基準） 

（235U濃縮度 5 wt%、格子間隔 2.54 cm） 

235U濃縮度 

（wt%） 

格子間隔 

(cm) 

挿入位置

X 

(cm) 

○：OK（keff+3σ<0.995）、-：NG 

臨界水位 

40 cm 

臨界水位 

70 cm 

臨界水位 

110 cm 

臨界水位 

140 cm 

5 2.54 0.635 〇 〇 〇 〇 

5 2.54 1.905 〇 〇 〇 〇 

5 2.54 3.175 〇 〇 〇 〇 

5 2.54 4.445 〇 〇 〇 〇 

5 2.54 5.715 〇 〇 〇 〇 

5 2.54 6.985 〇 〇 〇 〇 

5 2.54 8.255 〇 〇 〇 〇 

5 2.54 9.525 〇 〇 〇 〇 

5 2.54 10.8 〇 〇 〇 〇 

5 2.54 12.07 〇 〇 〇 〇 

5 2.54 13.34 〇 〇 〇 〇 

5 2.54 14.61 〇 〇 〇 〇 

5 2.54 15.88 〇 〇 〇 〇 

5 2.54 17.15 〇 〇 〇 〇 
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表 6.3-4(4) STACY更新炉の安全板評価結果（ワンロッドスタックマージン基準） 

（235U濃縮度 10 wt%、格子間隔 1.27 cm） 

235U濃縮度 

（wt%） 

格子間隔 

(cm) 

挿入位置

X 

(cm) 

○：OK（keff+3σ<0.995）、-：NG 

臨界水位 

40 cm 

臨界水位 

70 cm 

臨界水位 

110 cm 

臨界水位 

140 cm 

10 1.27 0.635 〇 〇 〇 〇 

10 1.27 1.905 〇 〇 〇 〇 

10 1.27 3.175 〇 〇 〇 〇 

10 1.27 4.445 〇 〇 〇 〇 

10 1.27 5.715 〇 〇 〇 〇 

10 1.27 6.985 〇 〇 〇 〇 

10 1.27 8.255 〇 〇 〇 〇 

10 1.27 9.525 〇 〇 〇 〇 

10 1.27 10.8 〇 〇 〇 〇 

10 1.27 12.07 〇 〇 〇 〇 

10 1.27 13.34 〇 〇 〇 〇 

10 1.27 14.61 - - - 〇 

 

表 6.3-4(5) STACY更新炉の安全板評価結果（ワンロッドスタックマージン基準） 

（235U濃縮度 10 wt%、格子間隔 1.50 cm） 

235U濃縮度 

（wt%） 

格子間隔 

(cm) 

挿入位置

X 

(cm) 

○：OK（keff+3σ<0.995）、-：NG 

臨界水位 

40 cm 

臨界水位 

70 cm 

臨界水位 

110 cm 

臨界水位 

140 cm 

10 1.5 0.75 〇 〇 〇 〇 

10 1.5 2.25 〇 〇 〇 〇 

10 1.5 3.75 〇 〇 〇 〇 

10 1.5 5.25 〇 〇 〇 〇 

10 1.5 6.75 〇 〇 〇 〇 

10 1.5 8.25 〇 〇 〇 〇 

10 1.5 9.75 〇 〇 〇 〇 

10 1.5 11.25 〇 〇 〇 〇 

10 1.5 12.75 〇 〇 〇 〇 

10 1.5 14.25 - - - - 

10 1.5 15.75 - - - - 
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表 6.3-4(6) STACY更新炉の安全板評価結果（ワンロッドスタックマージン基準） 

（235U濃縮度 10 wt%、格子間隔 2.54 cm） 

235U濃縮度 

（wt%） 

格子間隔 

(cm) 

挿入位置

X 

(cm) 

○：OK（keff+3σ<0.995）、-：NG 

臨界水位 

40 cm 

臨界水位 

70 cm 

臨界水位 

110 cm 

臨界水位 

140 cm 

10 2.54 0.635 〇 〇 〇 〇 

10 2.54 1.905 〇 〇 〇 〇 

10 2.54 3.175 〇 〇 〇 〇 

10 2.54 4.445 〇 〇 〇 〇 

10 2.54 5.715 〇 〇 〇 〇 

10 2.54 6.985 〇 〇 〇 〇 

10 2.54 8.255 〇 〇 〇 〇 

10 2.54 9.525 〇 〇 〇 〇 

10 2.54 10.8 〇 〇 〇 〇 

10 2.54 12.07 〇 〇 〇 〇 

10 2.54 13.34 〇 〇 〇 〇 

10 2.54 14.61 - 〇 - - 

 

表 6.3-5 STACY更新炉の安全板挿入位置評価結果まとめ 

235U濃縮度 

（wt%） 

格子間隔 

(cm) 

挿入位置 X 

（cm） 

安全板間隔 

(cm) 

安全板間隔 

（ピッチ） 

5 1.27 14.62 29.22 23 

5 1.50 12.75 25.50 17 

5 2.54 17.15 34.30 27＊ 

10 1.27 13.34 26.68 21 

10 1.50 12.75 25.50 17 

10 2.54 13.34 26.68 21＊ 

＊格子間隔 2.54 cmの炉心は 1.27 ピッチの格子板を 1本飛ばしで用いるため、1.27 cmを 1 ピッチ

として計算している。 
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表 6.3-6 安全板全数挿入時の中性子実効増倍率（安全板 2 枚挿入） 

235U濃縮度 

（wt%） 

格子間隔 

(cm) 

臨界水位 

（cm） 

燃料棒本数 

（本） 
keff+3σ 

keff+3σ

<0.985 

5 1.27 40.02 647 0.974199 ○ 

5 1.27 70.03 463 0.952682 ○ 

5 1.27 110.04 420 0.948788 ○ 

5 1.27 140.05 404 0.949579 ○ 

5 1.5 40.02 371 0.963881 ○ 

5 1.5 70.03 277 0.951747 ○ 

5 1.5 110.04 251 0.958500 ○ 

5 1.5 140.05 244 0.959656 ○ 

5 2.54 40.02 406 0.952546 ○ 

5 2.54 70.03 243 0.946082 ○ 

5 2.54 110.04 210 0.945534 ○ 

5 2.54 140.05 201 0.945801 ○ 

10 1.27 40.02 441 0.960040 ○ 

10 1.27 70.03 328 0.967081 ○ 

10 1.27 110.04 297 0.970293 ○ 

10 1.27 140.05 292 0.972755 ○ 

10 1.5 40.02 242 0.967332 ○ 

10 1.5 70.03 190 0.974039 ○ 

10 1.5 110.04 176 0.976956 ○ 

10 1.5 140.05 173 0.978505 ○ 

10 2.54 40.02 141 0.961237 ○ 

10 2.54 70.03 106 0.964456 ○ 

10 2.54 110.04 97 0.969748 ○ 

10 2.54 140.05 95 0.969557 ○ 
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6.4 STACY更新炉の実験炉心の検討 

  

ここでは STACY 更新炉の臨界実験で求められる要件について検討し、原子炉本体整備作

業に資する要求仕様を策定する。臨界集合体で一般的に考えられる実験項目は、装荷物の違

いによる臨界水位の変化を測定することによる反応度測定のほか、放射化検出器による中性

子束分布測定、運転後の燃料棒からのガンマ線を測定することによる出力分布測定などがあ

る。これらの測定作業は STACY 更新炉においても当然実現されて然るべきものである。こ

れら実験時に求められる測定作業の概要を示し、要求仕様について簡潔に記す。また、国際

会合に参加して実施した海外の臨界集合体に関する情報収集についても報告する。 

 

6.4.1 放射化検出器による中性子束分布測定 

(1) 放射化検出器の概要 

 放射化検出器は、ある検出器物質の中性子捕獲反応( (n, )反応)を利用して検出器が置か

れた中性子束分布を測定するものである。放射化検出器としては、測定対象である中性子

のエネルギーに対して大きな捕獲断面積を持つ検出器物質が選ばれ、熱炉の中性子測定に

は一般に金が適している。金に熱中性子を捕獲するカドミウムの覆いを設けることで、金

に対する熱外中性子のみの寄与を測定することもできる（カドミウム差法）。また、検出

器物質ごとの中性子捕獲断面積の違いを利用して、複数種類の検出器物質を設置し、エネ

ルギーごとの中性子束分布を測定することもできる。検出器物質はその放射化断面積の大

きさと中性子捕獲反応の結果生成される物質の半減期及び放出ガンマ線のエネルギーによ

って体系化されており、熱及び熱外中性子検出器として代表的な検出器物質として表 6.4-1

のようなものがある。放射化後の検出器からは、放射化核種に特有のエネルギーを持つ線

が放出されるので、これをプラスチックシンチレータなどで測定し放射化量を求めること

で、放射化検出器が配置された位置において、その放射化に寄与した中性子束を同定でき

る。 

 

(2) STACY更新炉での利用と要求仕様 

STACY更新炉での利用形態としては、臨界状態の炉内中性子束分布の測定が挙げられる。

運転前に放射化検出器を炉心内に固定したのち運転を行い、放射化検出器が運転時の中性

子束分布を精度良く測定できるよう臨界近接及び臨界調整に時間をかけないよう留意する

ことで、臨界前の中性子束分布の影響を低減し、運転中の中性子束を測定することができ

る。臨界到達後は、数～数十ワットの熱出力で数十分間運転することで十分に放射化され

る。生成される同位体の中には半減期が数分～数時間と短いものがあることから、運転停

止後は直ちに取り出す必要がある。そのため、放射化検出器の使用にあたって以下のよう

な要求仕様が考えられる。 

 

・取付け及び取出しに際して、安全板（躯体含む）、未臨界板、核計装その他炉内外機器が

放射化検出器の設置用治具等と干渉するような配置・構造とならないこと  
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・運転後の取出しの際、炉室の線量が入室できないほど高いと人の手による回収は不可能

であるため、照射後の残留線量を評価の上、入室が困難であるようなら遠隔操作にて取り

出す機構及びインターロック等の設計が必要 

 

なお、照射後の線測定には、旧 STACY/TRACY で使用してきた測定装置を再整備の上で

活用する予定であり、動作確認を行っている。 

 

(3) STACY更新炉への設置例 

 上記要求仕様を格子板の設計等に反映させるため、実験時に想定される代表的な炉心配

置に対する放射化検出器設置位置の検討を行った。STACY更新炉にて初臨界時に整備する

予定の格子間隔 1.27 cmないし 1.50 cmの格子板を用いて構築した矩形炉心 3種類と、PWR、

BWRの軽水炉集合体模擬構成を対象とした。これらの炉心配置と放射化検出器設置用治具

の配置例は図 6.4-1から図 6.4-5に示される。 

 図 6.4-1から図 6.4-3 はそれぞれ格子間隔 1.27 cm、1.50 cm、2.54 cm（1.27 cm格子上で構

築）の矩形炉心の例である。緑色の四角形は水平方向の放射化検出器設置用治具の配置例

を示す。いずれも実効水位 130 cmでほぼ臨界となるように燃料棒の数が決定された。これ

らの炉心で水平方向の中性子束分布を測定するために、任意の炉心高さに放射化検出器（例

えば金）の設置用治具を取り付けることを想定すると、少なくとも炉心を横断する長さが

必要であると考えられる。放射化のための照射時の積算出力にも依存するが、概して放射

化検出器の感度・精度はあまり高くないため、中性子束分布を測定する場合には炉心の線

対称性或いは点対称性を利用して 2 点以上測定を行った方が望ましいからである。要求仕

様に記したように、このような治具を炉心構成時に取り付けることができ、運転に影響を

及ぼさず、なおかつ照射運転後には不要な放射化を防ぎ、作業員の不要な被ばくを防ぐた

めに、運転後直ちに簡単に取り出すことができる設置方法であることが求められる。

STACY 更新炉の核的設計が終了後にこのような治具の設計及び取り扱い方法について具

体的な検討が必要である。 

 図 6.4-4は PWRの 17x17 燃料集合体 1体相当を炉心に組み込んだ例である。この炉心配

置では、STACY 更新炉で最初に導入される 235U 濃縮度 5.0 wt.%の燃料棒のみが用いられ、

17x17 領域の外側の燃料棒は臨界にするためのドライバ燃料であり、臨界となる実効水位

は約 110 cm である。PWR 燃料集合体の特徴として、制御棒が挿入される案内シンブルを

有することが特徴であり、その効果（影響）を見るために放射化検出器は有用である。一

方、図 6.4-5 は BWR の 9x9 燃料集合体 4 体相当を炉心に組み込んだ例である。実際には

BWR 燃料集合体はチャンネルボックスを有し、濃縮度分布があり、Gd 含有燃料も存在す

るが、STACY更新炉では当初 235U濃縮度 5.0 wt.%の燃料棒のみを利用する。そのため本炉

心配置例では、STACY更新炉で取り得る最小の臨界水位 40 cmでも超過臨界となってしま

うため、構成炉心の大きさなどを参照し設計に反映させるための例である。こちらも同様

に集合体を横切るような検出器設置用治具の配置が考えられる。BWRでは集合体間に水ギ

ャップが存在するため、そこでの中性子束分布を測定するニーズがある。将来的に濃縮度

分布やチャンネルボックス模擬材を用いた模擬炉心を構成する可能性もあり、図 6.4-5に示

した以外にも様々な検出器配置が想定される。 
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また、上記の例では軸方向の検出器設置については明記していないが、実験目的に応じ

て集合体中心・外縁部、水ギャップなどの影響を考慮して適宜燃料棒近傍に設置し、取り

出すこととなる。この作業についても、短時間で作業できるよう核的設計段階からの考慮

が必要であると考える。 

 

6.4.2 出力分布測定 

(1) 出力分布測定の概要 

 出力分布の測定は、数十ワットの熱出力で数十分間運転した後の燃料棒を測定し、燃料

中に生成された核分裂性生成物の量から運転中の出力分布を測定するものである。取り出

した燃料棒にコリメータを介してガンマ線の燃料棒軸方向の分布、或いは複数の燃料棒の

特定の高さを測定し、炉心装荷位置ごとに照射時の局所出力に換算してマッピングする。

測定には NaIシンチレータや Ge 半導体検出器が主に用いられる。 

 

(2) STACY更新炉での利用と要求仕様 

 放射化検出器同様、STACY更新炉においても出力分布の測定は重要な実験測定のひとつ

と考えられる。実験初期の単純な炉心構成における炉物理実験で、想定通りの出力分布が

得られていることを確認するとともに、構造材や水穴、濃縮度分布をつけた炉心構成にお

いては、出力分布測定を行い、計算解析と合致することを確認することは重要なテーマで

ある。出力分布測定を行うにあたり、以下のような要求仕様が考えられる。 

 

・運転直後の炉室内線量が高い状態で燃料棒を引き抜く必要があるため、容易に燃料棒が

引き抜けるような安全板及びその駆動機構の配置、場合により作業員被ばく低減のための

炉心遮蔽など 

・燃料棒を回転させた状態で任意の高さでの FP からのガンマ線を測定装置するロッドス

キャン装置 

・取り出した燃料棒の装荷位置を管理しつつ仮置きして遮蔽を施す設備・場所の整備 

 

(3) STACY更新炉での測定対象例 

出力分布の測定は、主として炉心構成が濃縮度の異なる燃料棒の配置や、水棒配置によ

る局所的な減速条件の変化や Gd などの中性子吸収体が装荷されている場合など非均質な

配置となっている場合（代表的なものとして BWR燃料集合体）の測定ニーズが大きい。出

力分布の測定は、全炉心を対象とするのが望ましいが、FPの減衰と測定に関する労力を勘

案すると、集合体の対称性を考えて 1/8炉心（集合体）、1/4炉心（集合体）、1/2炉心（集

合体）といった単位で行われるのが一般的である。炉心配置の例は、図 6.4-1 から図 6.4-5

に示される。図中のオレンジの三角形で示したエリアが出力分布測定を行う対象となりう

る燃料棒である。このうちの全数を測定できれば理想的であるが、解析計算との整合性が

良いのであれば、さらに対象となる燃料棒を減らす場合もある。対称性の確認には、当該

1/8ないし 1/2炉心（集合体）とは別のエリアから同配置となる燃料棒の測定を行い、結果

の整合性を確認する。 
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6.4.3 国際臨界安全ベンチマーク評価プロジェクト ICSBEPにおける情報収集 

(1) 会議概要

ICSBEP は OECD/NEA のプロジェクトのひとつであり、世界各国の臨界実験の専門家が

集まり、これまでに収録された臨界実験データの結果と不確かさをその要因も含めて評価

し、多くの研究者が利用可能なようにベンチマーク化することにより、計算コード開発や

核データの整備に資することを目的としている。本事業では、アメリカ合衆国ワシントン

D.C.のジョージ・ワシンドン大学において平成 29 年（2017 年）10 月 23 日から 27 日に開

催された ICSBEP 並びに同じく OECD/NEA の国際炉物理実験ベンチマークプロジェクト

IRPhEPの技術レビュー会合に参加した。参加者は米国を中心に 30名余であった。

(2) 目的

STACY更新炉の初臨界後の実験では、国際的な貢献の為実験データをベンチマーク化し

て ICSBEP/IRPhEP に提供する予定としている。その準備のため、現在の施設設計段階、使

用前検査の段階からこれらのプロジェクトで求められる設計精度要求、評価対象項目につ

いて把握しておく必要がある。そのため、双方の会合への参加を通じ、参加者からベンチ

マーク化に関する情報、要望を収集した。

(3) 成果

今回の会合においては、平成 13年に実施した過渡臨界実験装置 TRACYの過渡運転時の

実験データ（臨界状態及び臨界超過状態）をベンチマーク用に評価して提出した。実際に

評価書を作成して参加者からのレビューを受けることで、不確かさ評価、ベンチマーク化

の手順やノウハウを吸収した。例えば、炉内機器の構成材料・寸法、測定に用いた機器な

どの詳細は、確認できる製造時や据え付け時のタイミングで可能な限り集めておくことが、

ベンチマークにおける最終的な実効増倍率に対する不確かさを削減することに貢献する。

また、実験後は計算コードによる解析を行うことが常であるが、計算モデルの構築にあた

りどのような不確かが積み上げられているのかなど、他機関・他施設の評価も参考に知り

得ることができた。得られた情報を施設設計時の管理に活用するほか、燃料棒の現地検査、

受入検査等にも役立てていく。 

6.4.4 まとめ 

 中性子束分布を測定するための放射化検出器、運転時の出力分布測定についてその概要と

STACY更新炉における実施例を検討し、炉心タンク周りの機器等に対する要求仕様を抽出し

た。また、国際臨界安全ベンチマーク評価プロジェクト（ICSBEP）の会合に参加し、将来の

実験データのベンチマーク化に際しての情報・要望を収集した。 

参考文献 

1) 中村尚司、「放射線物理と加速器安全の工学[第 2版]」、地人書館、2001
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図 6.4-1 矩形炉心の炉心配置の例（格子間隔 1.27 cm） 

 

 

図 6.4-2 矩形炉心の炉心配置の例（格子間隔 1.50 cm） 
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放射化検出器設置冶具（ホルダ） 出力分布測定の範囲（1/8炉心）
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図 6.4-3 矩形炉心の炉心配置の例（格子間隔 2.54 cm） 
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図 6.4-4 PWR燃料集合体配置を組み入れた炉心配置の例（格子間隔 1.27 cm） 

 

 

図 6.4-5 BWR燃料集合体配置を組み入れた炉心配置の例（格子間隔 1.50 cm） 
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放射化検出器設置冶具（ホルダ） 出力分布測定の範囲（1/2集合体）
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表 6.4-1 主な放射化検出器の種類と特性(1) 

元素 

検出器物質 放射性生成物質 

熱 

中性子

放射化

断面積 

[barn] 

共鳴エ

ネルギ

ー [eV] 

共鳴 

放射化

積分 

[barn] 

生成

核種 
半減期 主な線エネルギー [MeV] 

In 145 1.45 2640 116In 54.1 分 0.417 (29 %), 1.097 (56 %), 1.294 (84 %), 他 

Au 96 4.9 1555 198Au 2.7 日 0.412 (96 %), 他 

I 5.5 20-200 140 128I 24.99 分 0.443 (17 %), 他 

Dy 2600 54  165Dy 2.33 時間 0.0947 (3.6 %), 他 

Co 36.0 135 49.3 60Co 5.28 年 1.173 (100 %), 1.333 (100 %) 

Mn 13.4 330 11.8 56Mn 2.58 時間 0.847 (99 %), 1.811 (2.7 %), 2.113 (14 %) 

Na 0.56 3000, 

4200 

0.24 24Na 15.0 時間 1.369 (100 %), 2.754 (100 %) 

V 4.5 13000 2.2 52V 3.76 分 1.434 (100 %) 

Cl 0.56 26000  38Cl 37.5 分 1.642 (33 %), 2.168 (44 %) 
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6.5 実験準備室の整備 

 

6.5.1 目的及び概要 

(1) 目的 

 実験準備室内に設置されている使用目的を終了した機器類及び架台等を解体撤去する。

また、STACY更新後のプロセスデータ通信に用いる光ケーブルの敷設作業を行う。 

 

(2) 概要 

 定常臨界実験装置 STACY を、溶液燃料を使用する臨界実験装置から棒状燃料と軽水減

速材を使用する臨界実験装置に更新する計画を遂行している。STACY更新に係る作業場所

確保のため、NUCEF 実験棟内にある実験準備室を整理（使用目的を終了した機器及び架台

の解体撤去）する。また、STACY更新後のプロセスデータ通信に用いる光ケーブルの敷設

作業を行う。 

 

6.5.2 成果報告 

(1) 作業内容 

① 撤去機器類及び架台等（一部は移設） 

・ 放射性物質閉じ込め効果実証機試験装置用架台 

・ 放射能自動分析・測定装置 

・ 除湿機 

・ オートリフター 

・ 放射性希ガス測定用検出器 

・ 物理実験台 

・ 放射性物質閉じ込め試験用試験装置 

・ その他機器等 

 

② 準備作業 

1) 資機材搬入 

・ 本作業に必要な資機材を建家搬入扉より搬入した。 

・ 資機材仮置場をベニヤ板、スタンションポール等を使用して区画設定した。 

・ 搬入した資機材を区画した資機材仮置場へ仮置きした。 

2) 作業エリアの養生 

・ 搬出物の汚染検査を行うエリアをベニヤ板、スタンションポール等を使用して区画設

定した。 

・ 機器等を撤去する際、周辺機器（配電盤等）の損傷を防ぐため、ベニヤ板等を使用し

て養生した。 

・ 電動工具を使用する作業では、防炎シート等で養生し作業を実施した。また、細断作

業を実施するために、ベニヤ板及び防炎シートで細断エリアを区画設定し、その中で

作業を行った。 
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・ 解体作業で火気を使用する場合には、使用の方向及び周辺の状況を十分考慮して防火

シート（スパッタシート等）で養生した。 

3) 仮設足場の設置 

・ 各作業の実施に伴い必要に応じて、ローリングタワーまたは単管パイプ、クランプ等

を用いた組足場を設置した。 

 

③ 不要品整理 

1) 可燃物の処理 

・ 不用品類のうちファイルに保存されているデータシート及び用紙等を取外し、可燃性

廃棄物として放射性廃棄物容器へ収納し廃棄した。 

・ ビニルシート等の可燃物についても同様に、放射性廃棄物容器へ収納し廃棄した。 

・ ファイル及びプラスチック等は搬出し、産業廃棄物として処理した。 

2) 大型機器類の撤去 

・ 実験室架台上のパソコン、作業台、計器類等を取外し移動した。 

・ 実験室架台下の棚、計器類等を取外し移動した。 

・ 機器、装置類の解体は、手工具を用いて付属品等を分解し撤去した。付属品が取外さ

れた装置類の撤去は、実験室架台を利用して吊り具（イーグル、チェーンブロック等）

を取付け重量のある部分を取外し撤去した。 

・ 除湿機の撤去は、ドレン配管を工具にて切離し撤去した。除湿機本体を台車及びハン

ドパレットを使用して運搬した。 

・ 撤去機器の内、再利用する機器類を台車及びハンドパレット等で指定の場所へ運搬し

た。 

3) 施設機器の撤去 

・ 架台等に据付けられている不要な照明機器及びケーブル配管等について工具を使用

して撤去した。 

・ 架台に取付けられている配管サポート類について電動工具を使用して撤去した。 

4) 架台の解体撤去 

・ 架台ステージ部に取付けられているコンパネ板及びゴム板を工具にて取外し撤去し

た。 

・ グレーチング及び手摺を火気工具及び電動工具にて切断し撤去した。 

・ 撤去部材の溶接部について火気工具を使用して分離し、ボルト接続部について手工具

を使用して分離した。また、撤去作業時は、仮設足場及び単管パイプを使用して門型

形成しチェーンブロック等で撤去部材の吊り降ろし撤去した。 

・ 撤去部材について、区画した細断エリアにて細断し台車及びハンドパレット等で移動

した。 

 

④ 自動火災報知機の撤去 

・ 実験準備室内の架台解体に伴い、架台に設置された自動火災報知器を撤去した。 

・ 撤去に当たっては、火災報知設備業者（有資格者）が行い撤去後、同室内に設置され

ている他の火災検知器の警報動作を確認した。 
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⑤ 地震計ケーブル移設 

・ 実験準備室内の架台解体に伴い、架台に設置された地震計のケーブルを取外し移設し

た。 

・ ケーブル移設後、制御室の地震観測装置で動作確認をした。 

 

⑥ 汚染検査 

1) 不用品及び撤去物 

・ 実験準備室より発生した不用品及び撤去物を汚染検査エリアへ移動した。 

・ 汚染検査エリアにて不用品及び撤去物表面について、間接法及び直接法での汚染検査

を行った。 

 

⑦ 不用品及び撤去物の処理 

・ 汚染のないことを確認した不用品及び撤去物をハンドパレットまたはクレーンを使

用して搬出扉まで移動し、屋外へ搬出した。 

・ 搬出した不用品及び撤去物のうち、有価物として指定の場所へ車両にて運搬し処理し

た。 

・ 有価物として指定されないものについては、産業廃棄物として廃棄処理した。 

 

⑧ 撤去跡の補修 

・ 撤去作業後のアンカーボルト跡等の窪みは、コーキング材を使用して補修した。 

・ 除湿機のドレン配管撤去跡は、配管開口部に閉止蓋を取付けコーキング材で補修した。 

・ 撤去作業跡及び既設塗装の不良箇所について、周辺と同様の色彩のエポキシ樹脂塗装

材を使用し塗装補修した。 

 

⑨ 光ケーブル敷設工事 

1) 制御室のフリーアクセスから既設ケーブルダクト及び天井内既設ケーブルラック、既

設電線管を使用しＥＰＳ室経由で各階の対象となる室まで光ケーブルを敷設した。各室は

必要に応じて新規電線管を敷設し貫通部にネオシール充填した。 

2) ケーブル敷設場所及び敷設本数 

・ 制御室（2F）－機材保管室（A）(1F）8C×1本 (G・3005・1006×8/SLFR） 

・ 制御室（2F）－測定機室(1F）    8C×1本 (G・3005・1006×8/SLFR) 

・ 制御室（2F）－実験準備室(1F）   8C×2本 (G・3005・1006×8/SLFR) 

・ 制御室（2F）－実験室(Ⅰ)-5（1F）   8C×1本 (8NHGI(PE-A1G)-L-LAP-FR) 

・ 制御室（2F）－南側廊下 (BFL）    8C×4本 (8NHGI(PE-A1G)-L-LAP-FR) 

3) 光ケーブル敷設後の端末処理 

・ 8Cの内、使用する 4Cのみに専用コネクターを取付け、残り 4Cは予備用としビニー

ルチューブに入れ保護した。 
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4) 光強度測定 

・ 専用コネクターの端末処理後、可視光源器を光ケーブルの片側（制御室側）に接続

し、現場側で光の強度を目視で確認した。 

・ 光ケーブル両端に光測定器を接続して光強度測定を行った。 

5） 光ケーブルの保護・固定 

・ 光測定後は専用コネクター部と予備電線を短管に入れ保護し、ケーブルに「行き先」

及び「注意」表示を取付け、各所に余長（2～3巻程度）をとって結束固定した。 

 

(2) 作業結果 

 実験準備室の整備として、実験準備室内に設置されている使用目的を終了した機器類及

び架台等を解体撤去及び光ケーブルの敷設を行った。実験準備室の整備に係る写真を図6.5-

1～図 6.5-28に示す。 

   

図 6.5-1作業エリア養生及び資機材搬入       図 6.5-2作業エリア養生 

 

   

図 6.5-3 不用品整理          図 6.5-4不用品撤去（除湿機） 
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図 6.5-5火災報知器撤去         図 6.5-6自動火災報知器動作確認（天井） 

 

   

図 6.5-7地震計ケーブルの移設（撤去中）     図 6.5-8地震計動作確認 

 

   

図 6.5-9グレーチング撤去         図 6.5-10架台撤去（階段） 
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図 6.5-11 撤去用足場設置          図 6.5-12架台撤去 

 

   

図 6.5-13不用品及び撤去物の汚染検査    図 6.5-14不用品及び撤去物の搬出 

 

   

図 6.5-15不用品及び撤去物の処理       図 6.5-16撤去後の清掃 
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図 6.5-17 撤去後補修（壁）    図 6.5-18撤去後補修（ドレン口跡閉止） 

 

     

図 6.5-19 再利用品の移動      図 6.5-20 作業終了後（実験準備室） 

 

     

図 6.5-21光ケーブル敷設（制御室）   図 6.5-22光ケーブル敷設（ネオシール） 
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図 6.5-23光ケーブル敷設（制御室前）    図 6.5-24 光ケーブルの端末処理 

 

     

図 6.5-25光強度測定           図 6.5-26 ケーブル行き先表示 

 

    

図6.5-27ケーブル注意表示     図6.5-28光ケーブル敷設後（実験準備室） 

 

6.5.3 まとめ 

 STACY更新に係る作業場所を確保するため、実験準備室内に設置されている使用目的を

終了した機器類及び架台等を解体撤去した。また、STACY更新後のプロセスデータ通信に

用いる光ケーブルの敷設作業を行った。今後は、STACY更新後の実験利用者が実験準備等

で使用できるように作業台、椅子、PC等の環境を整える予定である。 
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6.6 高精度水位計のモックアップ試験 

 

6.6.1 目的及び概要 

(1) 目的 

 STACY では、最大給水制限スイッチ、給水停止スイッチを用いて、炉心タンク内

の水位の制御及び計測を行う。これらの水位スイッチは、安全上重要な機器（安全系）

に位置付けているため、耐放射線に優れ、単純な構造の水面検出素子としてフロート

スイッチを採用している。ただし、フロートスイッチの水面検出の要求精度は±

1.5 mmとしており、この計測誤差をそのまま STACYの実験誤差に用いた場合、実験

精度影響を及ぼすことから、安全系とは別に計測精度の高い水位計が必要となる。 

 

(2) 概要 

 本報告書は、計測精度の高い水位計を設計するため、実機相当の性能を有する実験

用水位計モックアップ装置（以下「モックアップ装置」という。）を製作し、実験用

水位計の妥当性及び成立性の確認結果を報告するものである。モックアップ装置の製

作に当たっては、昨年度（平成 29 年度）行った基本設計に基づくとともに、これま

でに実施した STACY実機の設計や新たな知見を反映した。 

 

6.6.2 実験用水位計のモックアップ装置の構造 

 実験用水位計のモックアップ装置に関する設計条件及び考え方を下記にまとめる。 

 

(1) 設計条件 

① STACY施設の原子炉設置許可申請書に基づく。 

② STACY 実機において安全かつ安定に運転及び実験ができるよう、操作性・保守

性等を考慮する。 

③ 信頼性の高い方式、システム、機器の採用により補修頻度の低減を考慮する。 

④ 水面検知器（レーザー変位計）は 100 Gy程度の放射線に耐えられることとする。 

⑤ 水位計測精度（目標値）は、±0.2 mm（最高使用温度 70℃、測定範囲 600 mm～

1600 mm（炉心タンク底を基準））とする。精度目標値を達成しない場合、達成で

きる条件（計測温度範囲等）を把握する。 

 

(2) モックアップ装置の主要機器 

 モックアップ装置の主要機器は以下のとおり。図 6.6.2-1 に主要機器の概要及び配

置を示す。 

① レーザー変位計 

② レーザー干渉計 
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③ 位置決め反射鏡 

④ 光学部品マウントベース 

（固定ターニングミラー、位置決め光線分光器、ビームステアラを含む） 

⑤ 昇降装置 

⑥ 昇降装置固定部品 

⑦ 模擬タンク 

⑧ 模擬タンク傾き調整部品 

⑨ 昇降用ワイヤー 

 

(3) モックアップ装置の基本構造 

 モックアップ装置は、実機で使用する水位計の構造を考慮して設計・製作する。設

計において考慮した内容を以下に示す。①～⑤は実機水位計と同様の構造である。 

① モックアップ装置の機構及び寸法 

 モックアップ装置の基本的な機構及び寸法は実機と同じ仕様とする。実機同等の

部分は以下のとおり。 

1. 昇降装置の機構、寸法及び取合い 

2. レーザー干渉計及び光学部品の種類と配置寸法 

 

② 固定ターニングミラーと位置決め光線分光機の角度調整機構 

 レーザー干渉計には固定ターニングミラー、位置決め光線分光器、位置決め反射

鏡が必要となる。光軸調整を簡易化するために、固定ターニングミラーと位置決め

光線分光機に角度調整機構を設ける。これらの光学部品は光学用ステージに取り付

け、微調整を可能とする。 

 

③ 昇降装置のシャフトピッチ 

 シャフトのピッチが上下でずれが生じたり捻じれたりしないようにするため上

下にレートを配置し機械加工にてシャフトを差し込む構造とする。差し込み部はシ

ャフトホルダーとする。 

 

④ 水位計先端部の昇降 

1. 2本のシャフトがガイドとなり模擬タンク内を昇降する。 

2. 昇降部分の位置決めは模擬タンク底面のガイドピンと模擬タンク上面のフラ

ンジに取り付けてあるフランジで位置決めを行う。 

3. 昇降装置内シャフトは炉心タンク底面に対して垂直でなくてはならない。模擬

タンク上部フランジに取り付けてある角度調整機構を使用して垂直に据えつ
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ける。この機構は押しネジ引きネジで約 2 mmの調整を可能とする。 

 

⑤ 昇降装置の取外しに関して 

 実機では炉心タンク内の核計装保護管の組合せ変更があるため、停止時に炉心タ

ンク内の昇降装置は取外すことが想定される。水位計先端部を最上限の位置に移動

し、固定したのち、ワイヤー部分を取り外すことで炉心タンクから引き抜く作業が

行えるようにする。 

 

⑥ レーザー干渉計 

 実機のレーザー干渉計はレニショー製 XL-80 の使用を計画しているが、モック

アップ試験ではコストを考慮し、XL-80 の前世代の製品にあたる ML-10 を使用す

る。ML-10の計測原理等は XL-80 と同等である。 

 

⑦ 模擬炉心タンク 

 モックアップ装置では温水試験を行うため、模擬炉心タンクを使用する。この模

擬炉心タンクの大きさは、昇降装置が入る程度の大きさとする。また、計測中の様

子を観察するため、観察窓を設ける。模擬炉心タンク内には温水を貯留させるため、

耐熱性（ポリカーボネート）の観察窓とする。 

 

⑧ 昇降装置の昇降方法 

 水位計先端部の昇降には、実機同様にワイヤーを用いる。昇降駆動の方式は、実

機は自動となるが、モックアップ装置は手動とした。ワイヤーにはチェーンブロッ

クを接続し、手動で昇降させる。 

 

⑨ レーザー干渉計本体の配置 

 実機のレーザー干渉計本体は、安全板駆動装置支持架台に固定されている。モッ

クアップ装置はベースプレート上に支柱を設置して実機と同じ配置なるようにレ

ーザー干渉計を設置する。 

 

(4) モックアップ装置の設計・製作上の留意事項等 

① 模擬タンクの構造 

 模擬タンクは実機水位計で想定した水位まで水を満たせること、及び昇降装置が

納まることが必要である。この条件を満たしつつ、昇降部分の上部の位置決めとな

るフランジ部分は炉心タンクのフランジと同じ取合いとなるよう考慮した。模擬タ

ンクの高さは、1900 mmとし、ベース面に垂直に立てることが必要であるため、模

擬タンクを垂直設置できるよう調整機構を設けた。調整後の垂直のずれは 1.5 mm
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以内とした。その他の考慮した事項は以下のとおり。模擬タンクの概略図を図 6.6.2-

2に示す。 

・模擬タンク内の計測状況を確認するため窓を取付ける。 

・模擬タンクに 70℃の温水を供給する場合、模擬タンク外周に保温を行う。ただ

し、窓の取付け面は保温しない。 

・模擬タンク給水後の軽水温度降下対策 70℃の温水を給水すると模擬タンクの

表面から放熱されるため、投げ込みヒータにより熱を補えるよう考慮した。 

 

② 昇降装置の構造 

1) 昇降のシャフトとスライドブッシュ 

・昇降シャフト 

材質：SUS304φ20、硬質クロムメッキ 

シャフト径公差：f8 φ20 -0.020～-0.053 

・スライドブッシュ 

無給油ブシュ標準フランジ型ハウジングユニットコンパクトタイプ 

銅合金ブッシュ内蔵シングルタイプ シール無し軸部公差φ20 +0.041～0.000 

・ハウジング 

材質：SS400+無電解ニッケルメッキはめ合いは隙間はめ（20 µmから最大94 µm） 

2) 銅合金ブッシュ内蔵シングルタイプ 

 昇降部分は軽水中に水没するため、ボールスプラインや LM ガイドのように給油

を必要とする部品が使えないため丸シャフトとスライドブッシュとする。 

3) 熱によるシャフトの膨張の計算 

シャフト径：20 mm 

SUS304の熱膨張係数：17.3×10-6 /℃ 

温度変化 20 ℃から 70 ℃（△50 ℃） 

 L1=20×17.3×10-6×50＝0.0173 mm＝17.3 μm 

※シャフトとスライドブッシュの最小クリアランスは 20 μm であるので熱膨張を

考慮してもクリアランスは維持できる。 

スライドブッシュも少なからず膨張するとすれば熱膨張による影響は少ないと

考えられる。 

 

4) シャフトの取付けピッチ 

 シャフトのピッチが上と下でずれや捻じれていないようにするため、上下にプレ

ートを配置し機械加工にてシャフトを差し込む構造としている。抜け防止はシャフ

トホルダーにより固定されている。 
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③ レーザー干渉計の据付け 

1) レーザー干渉計本体の取付け 

・実機では設備架台の上に固定するが、モックアップ試験では実験用水位計のベー

スから支柱を立ててレーザー干渉計の本体のベースを取付ける。 

・支柱の垂直度は干渉計の重要な位置決めのポイントとなるため、200×200 の角パ

イプにフランジを取付け、面間の並行度取付け時の垂直度を出す。 

・支柱の上面の角プレート（300×300）の上に調整可能なベースプレート（300×300）、

チャンネル（100×50）と変位計のベース受け（170×190）を配置しさらに干渉計

本体のベースプレートの 2面での調整機能を持たせる。 

2) レーザー干渉計と光学部品の固定 

 実機では安全板駆動装置に固定ターニングミラー、位置決め光線分光器、ビーム

ステアラを固定する。今回はレーザー干渉計本体の支柱角パイプ 200×200から支持

部材を介して取付けプレートを配置しベースプレート、固定ターニングミラーベー

ス、位置決め光線分光器ベースそれぞれに調整機能を持たせている。 

 

④ 光学部品マウントベース 

 光学部品マウントベースには、固定ターニングミラー、位置決め光線分光器を取

り付ける。この 2つの光学機器は別々の光学ステージに取り付けることで、個々で

角度調整を行う機構とする。 

 

⑤ その他特記事項 

ゲージブロック 

 直方体形のゲージをタンク内に設置する。ゲージは 10 mm、600 mm、1100 mm、

1600 mm の 4 体を用意する。なお、10 mm 以外のゲージブロックは 1/1000 mm の

精度で計測できる 3 次元測定器を用いて精度確認を実施した。 

 

6.6.3 モックアップ装置の性能検査 

 モックアップ装置が所定の性能を有していることの確認を行うため、性能検査を行っ

た。 

(1) 性能検査項目 

 実験用水位計モックアップ装置設計上の精度及び環境（温度、湿度）に伴う精度影

響を確認するため、以下に示す性能検査を行う。 

① 昇降確認検査 

② 精度確認検査 

③ 温度影響検査 

④ 耐放射線性試験 
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(2) 検査内容  

① 昇降確認検査 

1) 検査概要 

昇降装置に取り付けた水位計先端部が滑らかに昇降できることを確認する。 

 

2) 検査手順 

ケース 1：水位計先端部を上端から下端まで自重により下降させ、途中でワイヤー

がたるまないことを確認する。下降速度は約 100 mm/min とし、自由落下

させないこと。 

ケース 2：水位計先端部を任意の位置で 10 mm程度ゆっくりと下降させ、動き出し

が滑らかで、途中で引っかからないことを確認する。 

ケース 3：水位計先端部を下端から上端まで手動で上昇させ、滑らかに上昇するこ

とを確認する。また、参考として、ばねばかりによる荷重測定を行う。

この際の上昇速度は約 100 mm/min とする。 

ケース 4：水位計先端部を任意の位置で 10 mm程度ゆっくりと上昇させ、動き出し

が滑らかで、途中で引っかからないことを確認する。 

 

3) 判定基準 

・水位計先端部が上端から下端まで滑らかに下降し、途中でワイヤーがたるまない

こと。 

・動き出しが滑らかで、途中で引っかからないこと。 

・下端から上端まで滑らかに上昇すること。 

・動き出しが滑らかで、途中で引っかからないこと。 

 

4) 検査結果 

①～④のすべての判定基準を満足した。 

水位計先端部の上昇する際の荷重は 1～3 kg程度であり、ほぼ先端部の自重と同じ

であった。 

 

② 精度確認検査 

1) 検査概要 

 直方体ゲージ（以下「ゲージ」という）を使用し、レーザー変位計及びレーザー

干渉計の計測値からゲージの高さを計算で求め、あらかじめ実測したゲージ長さと

比較する。計測精度が精度目標値（±0.2 mm）以内であることを確認する。 
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 検査に使用するゲージの公称長さは、160 mm、560 mm、1160 mm、1560 mm 及

び微小変化の確認用として 10 mmのものを使用する。 

 計算に用いるゲージの長さは温度補正を行うものとする。 

 

2) 検査手順 

検査手順を以下に示す。 

手順１ 計測系のゼロ点設定 

① 160mm のゲージをベースプレートの底面に取付け、ゲージの上方約 76 mm

の位置にレーザー変位計が来るよう水位計先端部を下降し、レーザー変位計

とレーザー干渉計をゼロリセットする。 

② 室温（温度補正用）を計測する。 

手順２ ＋10 mmの確認 

① 160 mmのゲージ上に 10 mmのゲージを載せ計測する。 

手順３ +400 mmから+1410 mmの確認 

① 160mmゲージを取り外し、直方体ゲージを交換し 3点の計測を行う。（ゲー

ジ長さ 560 mm、1160 mm、1560 mm） 

② 計測点毎に 10 mmのゲージを追加し、微小変化について計測を行う。 

③ 各ゲージでの計測値から計算を行い、ゲージ長さと比較し、精度を求める。 

 

3) 判定基準 

 計点毎にゲージの長さと計測値を比較し、比較した値が精度目標に達しているこ

と。 

 

4) 検査結果 

 以下の通り、目標精度（±0.2 mm以内）を満足した。 

想定水位[mm] ゲージ長さ[mm] 測定値[mm] 誤差[mm] 

400 400.0660 400.1207 0.0547 

400+10 410.0660 410.1110 0.0450 

1000 999.8326 999.9320 0.0994 

1000+10 1009.8326 1009.8987 0.0661 

1400 1399.8225 1399.8989 0.0764 

1400+10 1409.8225 1409.9219 0.0994 
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③ 温度影響検査 

1) 検査概要 

 水温（最大 70 ℃）の影響によるレーザー変位計周辺の温度上昇、計測値の変化

及び結露状況（湿度を含む）を確認する。また、レーザー変位計及び位置決め反射

鏡の温度上昇の軽減及び結露防止として設置したエアーを吹付け機構の効果を確

認する。 

 

2) 検査手順 

手順１ 初期データの採取 

① 温水注入前に初期データとしてレーザー変位計周辺の温度、湿度及び昇降装

置上部周辺の温度を計測し記録する。 

手順２ 温水の注入 

① 約 70℃の温水を 600 mmの位置まで模擬タンク内に入れ、水温が一定に維持

できるよう投げ込みヒータによる加温を行う。 

手順３ 計測値の記録採取 

① 水温が約 70℃で一定となったら、エアー吹付け機構を動作させた状態で水

位計先端部を水面の上方約 76 mmの位置にセットする。 

② レーザー変位計周辺の温度、湿度及び昇降装置上部周辺の温度の変化及び水

位計の計測値の変化をレーザー変位計周辺の温度が一定となるまで計測する。 

手順４ エアー吹付量の変化による効果の確認 

① エアー吹付け機構の効果確認方法は、エアー風量が 160 mL/s の時にレーザ

ー変位計の周辺温度が 50 ℃を超えないことを確認したのち、エアーの風量を

段階的に減らし、効果の変化及び水面への影響の確認を行う。 

エアーの吹付量は 160 mL/s, 80 mL/s, 40 mL/s の順に減らすものとする。 

3) 判定基準 

・レーザー変位計周辺温度が 50 ℃以上にならないこと。 

・レーザー変位計及び位置決め反射鏡への結露が無いこと。 

・吹き付けたエアーによる水面の波立ちの影響によって計測不可能とならないこ

と。 

 

4) 結果 

レーザー変位計については、以下の通り良好な結果を得た。 

① レーザー変位計の周囲温度は約 35 ℃であり、レーザー変位計の使用条件

（50℃以下）を満足していることを確認した。 

② レーザー変位計の結露は確認されなかった。 

225



 

 

③ エアーの有無にかかわらず、レーザー変位計は測定不能とならなかった。 

 

ただし、レーザー干渉計については湯気の影響を受け、以下の原因により測定不能

となり、測定可能な温度は約 40 ℃であることを確認した。 

・レーザー光量の低下 

・位置決め反射鏡、位置決め光線分光器の曇り 

これらの結果を表 6.6.2-1に示す。 

 

③ 耐放線性試験 

1) 検査概要 

 炉心タンク水面を計測するレーザー変位計は、計測範囲が約 30 mmであるため、

炉心タンク水面付近に設置する必要がある。その結果、炉心からの放射線の影響を

受けるため、照射試験を実施し、レーザー変位計の耐放射線性を確認する。 

 

2) 試験場所及び試験期間 

a) 照射試験場所 

 群馬県高崎市大八木町 168番地 ラジエ工業株式会社 

b) 実施期間 

 平成 29年 12月 4日 ～ 7日 

 

3) 試験条件 

a) 照射対象機器 

レーザー変位計（キーエンス製） 

LK-H082    ：数量 1 

LK-G505    ：数量 2 

 

b) 試験体系 

 試験機器の構成及び照射試験場におけるレーザー変位計の照射試験構成図を図

6.6.2-3に、照射対象機器の設置位置図を図 6.6.2-4に示す。 

 

4) 試験方法 

計測状態のレーザー変位計にガンマ線を照射し、この時のレーザー変位計の計測

データを取得する。試験手順を下記に示す。 

① レーザー変位計を 3個用意し、ガンマ線源からの距離等を調整して空間線量

率が約 2 Gy/h、約 10 Gy/h となる位置に設置する。各レーザー変位計と集積線

量の関係を表 6.6.2-2に示す。（注記１） 
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② レーザー変位計をゼロリセットし、計測状態（通電状態）で照射を行う。 

③ 既定の集積線量を照射後、データロガーにて記録された測定値の変化を確認

する。 

注記 1： 試験時の実際の空間線量率と照射時間は表 6.6.2-2の括弧内に示す。 

 

5) 照射試験結果 

レーザー変位計の照射試験の結果を表 6.6.2-3、図 6.6.2-5に示す。 

上記の結果より、サンプル 2（LK-G505：.73 Gy/h）は集積線量 357.1 Gy で測定

不能となった。サンプル 3（LK-H082：10.73 Gy/h）は集積線量 207.9 Gy で測定不

能となった。サンプル 1は所定の集積線量（100 Gy）照射完了まで計測可能な状態

であった。以下に照射試験より得られた結果を示す。 

① データロガーに記録された照射中のレーザー変位計の計測データは、ガンマ線

によるノイズ等は確認でされなかった。また、破損時はその直前まで正常に作

動しており、突然信号が断絶したことを確認した。 

② 計測不能となったサンプル 2、3の回収時、レーザー変位計からレーザーは出

ていなかった。レーザー変位計を回収後、改めて動作確認を行ったが復帰しな

かった（故障していた。）。 

③ 破損したサンプルについて、コントローラーから出力されるエラーコードの内

容を確認した。エラーコード内容を示す。 

サンプル 2：測定範囲を下回っている（レーザー出力が下がっている。） 

サンプル 3：センサヘッド接続エラー（信号を出力していないと推定され

る。） 

④ コントローラーおよびケーブルに異常はなかった。 

 

6) 照射試験まとめ 

計測状態のままレーザー変位計 3台にガンマ線を照射し、照射中の計測データを

取得することで、耐放射線性試験を行った。その結果、LK-H082 は約 200 Gy、LK-

G505 は約 350 Gyで計測不能となった。また、照射中にノイズはなく、破損時はそ

の直前まで正常に動作していたことを確認した。以上から、実験用水位計の耐放射

線性の要求仕様である 100 Gyは満足できると考えられる。 
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6.6.4 まとめ 

 実験用水位計が既定の性能を有していることを確認するため、モックアップ装置を製

作し、性能試験を実施した。その結果、一部の条件を除き、要求性能を満足することが

可能であることを確認した。 

 昇降確認検査では、昇降装置により水位計先端部（レーザー変位計及び位置決め反射

鏡）を動作させ、滑らかに昇降できることを確認した。 

 精度確認検査では。炉心タンク水位を模擬した計測用基準器（直方体ゲージ）を用い

た計測を行い、精度目標に達していることを確認した。 

 温度影響検査では、模擬炉心タンクに貯留した水を 70 ℃に昇温し、レーザー変位計

による計測が可能であること及び周囲温度が使用範囲内（50 ℃以下）であることを確認

した。レーザー干渉計の測定については、40 ℃以下で精度良く測定できることを確認し

た。ただし、40℃を超える水温においては湯気対策が必要であるという結果を得た。昇

温時に実験用水位計を使用する場合には、実機製作前に、当該問題を解決する方法を検

討する必要がある。 

 耐放射線性についてレーザー変位計にガンマ線を照射する試験を行った。試験の結果、

集積線量が 200 Gy 以上までは正常に動作することを確認し、実験用水位計の要求仕様

である 100 Gyについては満足できる見通しを得た。 
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表 6.6.2-2 各レーザー変位計と集積線量の関係 

 空間線量率 照射時間 集積線量 

サンプル 1 

LK-G505 

約 2Gy/h 

(1.83Gy/h) 

約 50h 

(54.53h) 
100Gy 

サンプル 2 

LK-G505 

約 10Gy/h 

(10.73Gy/h) 

約 50h 

(46.62h) 
500Gy 

サンプル 3 

LK-H082 

約 10Gy/h 

(10.73Gy/h) 

約 50h 

(46.62h) 
500Gy 

※括弧内は照射試験時の実測値 

 

 

表 6.6.2-3 各レーザー変位計の照射試験結果 

 集積線量 結果 

サンプル 1 

LK-G505 
100Gy 破損せず 

サンプル 2 

LK-G505 
500Gy 

集積線量 357.1Gyで計測不

能となった。 

サンプル 3 

LK-H082 
500Gy 

集積線量 207.9Gyで計測不

能となった。 
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図 6.6.2-2 模擬タンク概略図 
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